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ま え が き

近年、都市化、少子高齢化、情報化、国際化等による社会環境や生活環境の急激な変化は、

子どもたちの心身の健康に大きな影響を与えており、いじめ、不登校、薬物乱用、性の問題、

生活習慣の乱れ、アレルギー疾患の増加等の健康問題が深刻化しています。さらに自然災害や

事件・事故に伴う子どもの心のケア、虐待、発達障害のある子どもへの支援など健康関連の問

題が多様化しています。これらの問題の多くは心の健康と深く関連していると考えられること

から、「子どもの心の健康つくり」は学校教育の重要な課題となっています。

このような状況のなか、子どもの身体的不調の背景にいじめなどの心の健康問題があること

などのサインにいち早く気付くことのできる立場にある養護教諭が行う健康相談活動は、いじ

めや不登校等の解決に成果を上げており、ますます重要になっています。

そこで、養護教諭の行う健康相談活動をより効果的に推進するために、校内組織体制づくり

や地域の関係機関との連携の進め方等について検討することを目的として、財団法人日本学校

保健会では、平成１６年度に「心の健康つくり推進委員会」を設置しました。委員会では、全国

の小学校、中学校、高等学校を対象に子どもの「心の健康に関する調査」を行い、実態及び問

題点の把握、子どもの心の健康つくりに果たす養護教諭の役割、校内組織体制づくり、地域の

関係機関との連携の進め方等について検討してきました。本年度、その結果をまとめ、本書

「子どものメンタルヘルスの理解とその対応」―心の健康つくりの推進に向けた組織体制づく

りと連携―を作成しました。

いじめや子どもの自殺問題が論議されている中、時宜を得たものであり、養護教諭のみなら

ず多くの関係者に本書をご活用していただき、「子どもの心の健康つくり」の推進に役立てて

いただけることを期待しております。

おわりに、本書の作成に当たり、多大なご協力をいただきました関係者の方々に厚く御礼申

し上げます。

平成１９年２月１５日

財団法人 日本学校保健会

会長 植松治雄
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子どものメンタルヘルス 
第1章 

1 メンタルヘルスとは

メンタルヘルスとは、精神的健康の回復・保持・増進にかかわる事柄を総称する言葉であ

り、精神医学とその近接領域を合わせた領域にほぼ相当している。具体的には、心理的ストレ

スや心の悩み、虐待や家庭内暴力、発達障害や精神疾患など、健常な精神活動にとって障害と

なる問題とその治療に関するすべての事柄が含まれる。

学校現場では、いじめ、不登校、性の問題行動、拒食症、うつ状態、感情の爆発（�キレや

すさ�）、集団への不適応を始めとする多くの課題がみられる。これらの背景にある心の健康に

関する問題は多岐にわたり、心理的問題にとどまらず、児童精神医療の対象となる疾患を含む

メンタルヘルスの領域全体に及んでいる。メンタルヘルスには、主に環境のストレスや家族・

対人関係などの心理社会的要因に由来する問題と、子ども自身が持つ精神的素質や内科・小児

科疾患などの生物学的要因と関連した医学的問題が含まれる。

心理社会的要因については、以前より、養護教諭、担任、生徒指導担当教諭等（一部の学校

ではスクールカウンセラーを含む）による相談や指導を通じて問題の解決を図ろうとしてきた。

一方、生物学的要因が関与する問題、すなわち医療機関への紹介を必要とする問題について

は、その数の多さにもかかわらず、子どもへの対応が養護教諭や担任の個人的努力に任せられ

る傾向にあり、学校としての十分な組織的対応がなされてきたとは言いがたい。

これらの子どもの抱える心の問題への対応については、とかく、心理社会的要因のみによ

り、これを理解しようとし、主にカウンセリングで解決を図ろうとする姿勢が教育関係者や保

護者の間で一般的であったが、子どもの心の問題は近年、深刻化しており、対応に苦慮する子

どもは医療を必要とするケースであることが多くなっている。さらに、不登校、いじめ、自殺

願望、自傷行為（リストカットなど）、拒食症を始めとする現代的な心の健康問題にも医学的

背景を持つ場合が多いことが明らかになりつつある。

以上のように、子どもの抱える問題の性質を正確に見極め、適切な対応を行うには、子ども

のメンタルヘルスについて正しい知識と理解を持つことが不可欠である。子どもの心の健康問

題を正しく理解するため、メンタルヘルスに含まれる主な問題を次に整理する。
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2 学齢期に多いメンタルヘルスに関する問題とその理解

はじめに、教育現場で生じている問題を背景にある要因によって３種類に分類したうえで解

説する（図１）。

� 心理社会的要因に基づく問題（図―１Ａ）

心理社会的問題とは、虐待・災害・事故等による心的外傷後ストレス障害（PTSD）、保護

者のアルコール依存、家庭や友人関係の悩みなどの生活環境の問題、心理的ストレスに由来す

る問題、心因性疾患などを指す。

心理社会的要因と関連するメンタルヘルスに関する問題には、不登校の一部、心因性うつ状

態、パニック障害の一部などが含まれる。これらは、不安、意欲や集中力の低下、解離症状

（多重人格）、退行（幼児返り）、不眠などの精神症状のみならず、頭痛や消化器症状のような
む ゆうびょう や きょう

身体症状を伴うことが多い。また、小学校低学年の場合、夢遊病、夜驚、夜尿、チック、抜

毛などが現れやすい。（資料―１ 心身症及びその関連疾患 参照）

心理社会的問題（本人の心理的葛藤や外的環境の問題）の背景には、家庭の経済状態、家族

の人間関係、家族の健康状況、交友関係、地域性などが複合的に絡むことが多い。そのため、

丁寧な情報収集に基づく健康相談活動や生活指導などに加え、保護者へのアプローチ、生活環

境の調整、福祉行政の介入など関係機関との連携が必要となることがある。心理社会的要因に

（図―１） メンタルヘルスに含まれる問題（例）とその原因
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由来する問題でも、情緒的混乱や不安定、睡眠障害、体調不良などが著しい時には、専門医

（児童精神科医など）による診察や薬物療法が必要になる。

� 生物学的要因に基づく問題

� 脳の医学的問題
ア．機能性精神疾患（図―１Ｂ 参照）

素因を持つ場合に心理的原因がなくても発症するような疾患、すなわち、統合失調症、

うつ病、双極性障害（躁うつ病）などを指す。発症に先立ち、受験のストレスや対人関係

の破綻などがみられることがあるが、これらは引き金ではあっても疾患の原因ではない。

これら機能性精神疾患は、次項で述べる器質性精神疾患とは異なり、脳の肉眼的な形態や
こうそく

構造の変化あるいは病変（出血、梗塞、腫瘍、変性などの器質的変化）が明らかではなく、

脳波に異常が現れることも少ない。また、薬剤、アルコール、覚せい剤、シンナーなどに

よっても機能性精神疾患に似た精神症状（幻覚、妄想など）が現れることがある。

機能性精神疾患については、何よりもまず医療機関を受診し、薬物療法を始めとする治

療を開始する必要がある。

イ．器質性精神疾患（図―１Ｄ 参照）

器質性精神疾患とは、CTやMRIのような脳画像検査で明らかとなる病変を背景に精神

症状が出現した場合を指す。原因として、頭部外傷、脳炎、脳腫瘍、てんかんの一部、脳

変性疾患、脳血管障害（脳出血など）、一酸化炭素中毒のほか低酸素状態の後遺症などがあ

る。

発病前の様子（発熱など）から原因に気付くことが少なくないが、一部の側頭葉てんか

んのように、発作と関連した症状が、育て方や生活指導上の問題と誤解されやすいケース

もあるため注意が必要である。器質性疾患が疑われる場合、医療機関で精査を受ける必要

がある。

ウ．発達障害（図―１Ｃ 参照）

発達障害とは、児童期以前からある特徴が現れ、それが発達過程を通じてハンディ

キャップとして持続しやすい生まれつきの素質を指す。そのうち、近年、教育現場で注目

されているのは広汎性発達障害（自閉症、アスペルガー障害、特定不能型の広汎性発達障

害を含む）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、学習障害（LD）であるが、それ以外にも、

精神遅滞、行為障害、チック障害など多数が存在する。

発達障害は心理社会的要因（親の育て方、学校での生活指導のあり方など）により二次

的に発生した問題と誤解されることがあるため注意が必要である。発達障害は、機能性精

神疾患や器質性精神疾患とは異なる種類の問題であり、脳発達上の問題が背景にあると推

第１章 子どものメンタルヘルス
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測されている。例えば、広汎性発達障害については、大脳辺縁系や小脳の組織発達の停滞

が報告されている。発達障害がある場合、児童精神科医を始めとする専門医を受診し、子

どもについて関係者がまず正しい理解を持つことが必要である。それをもとに、特別支援

教育に関する校内委員会を設置し、特別支援教育コーディネーターを指名するなどして体

制を整備し、学校で一貫した対応が行えるよう校内の連携を図るとともに、医療機関との

連携、保護者との協力関係を構築することが重要である。

〔校内委員会等については、平成１６年１月に文部科学省より発行された「小・中学校に

おけるLD（学習障害）、ADHD（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症の児童生徒への教

育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」を参照。（http:／／www.mext.go.jp／b-

menu／houdou／１６／０１／０４０１３００２.htm）〕

� 身体疾患と関連するもの（図―１Ｅ 参照）

感冒などの感染症、自己免疫疾患、代謝性疾患（フェニルケトン尿症など）を始めとする

内科・小児科疾患でも精神的不調や精神症状が現れる場合がある。

� 境界領域にあると考えられるもの（図―１ 参照）

境界領域にあるものとは、２つあるいは３つの原因（領域）ともその発症に関与している

と考えられている疾患・病態を指している。

ア．「脳の医学的問題」と「身体疾患」

例えば、自己免疫疾患の全身性ループスエリテマトーシス（SLE）のような内科疾患で

は、うつ状態などの精神症状が現れることがある。このように、内科疾患などに伴って現

れたものを「症候性精神疾患」と呼ぶ。その場合、背景にある基礎疾患に早く気付くこと

が治療上重要である。

イ．「脳の医学的問題」と「心理社会的要因」

人格障害（境界性人格障害、自己愛性人格障害など）、錯乱や幻覚・妄想などの症状を

呈する心因反応などが相当し、精神医療機関と連携して対応に当たる必要がある。

ウ．「身体疾患」と「心理社会的要因」

いわゆる心身症がこれに相当する。心身症とは、診断名ではなく、心理社会的要因が病

状に強く影響する身体疾患（内科・小児科疾患など）を総称する用語であり、その症状の

改善に心理社会的状況の調整が極めて重要となる。
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� 心身症及びその関連疾患

心身症とは、身体疾患のうち、その発症と経過に心理社会的要因が密接に関与し、器質的な

いし機能的障害の認められる病態を呈するものを指す。ただし、心身症には神経症（心因性の

精神疾患）、うつ病など精神障害に伴う身体症状は含めない。つまり、身体疾患がありその治

療に際して心理社会的要因を考慮する必要がある場合に、その疾患を心身症と呼ぶのが一般的

である。心身症は診断名ではなく、疾患を診療する視点を示すものである。心身症には、呼吸

器、循環器、消化器、内分泌・代謝、排泄器、神経・筋肉、感覚器、皮膚など広範囲の身体疾

患が含まれる。（資料―１ 心身症とその関連疾患 参照）

3 学校における主なメンタルヘルスに関する問題

学校における主なメンタルヘルスの問題について、次に概説する。

� 心理社会的な問題

ア 虐待

虐待は、心理社会的要因によるメンタルヘルスに関する問題の代表的な一つとして捉えら

れるものである。虐待は、４つのタイプ（身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待）

に分けられる。近年、幼児期から児童期にかけての保護者による虐待が急増している。いず

れのタイプも通常の親子・師弟関係にみられる叱責や放任の域を超えた大人側の病的行動で

ある。多くの場合、虐待は密室的な状況で行われ、虐待を受けている子どもはその事実を他

人に伝えようとすることは少なく、本人は自分が虐待を受けていると気付いていないことも

ある。

また、虐待の影響が心的外傷後ストレス障害（PTSD）に至るようなケースでは、子ども

が事実を語りたがらないことが多い。従って、外傷（あざや火傷等）、奇妙な行動、感情の

不安定など、子どもの日々の様子をよく観察することが大切である。

学校においては、虐待の疑いがある子どもを発見した場合は速やかに児童相談所等へ通告

し、連携を図りながら対応に当たる必要がある。

イ いじめ

いじめは、子どもにとって大きなストレスとなるものであり、心理社会的要因によるメン

タルヘルスに関する問題の代表的な一つとしても捉えられるものである。いじめには、暴

力、からかい、疎外を始めとするさまざまなタイプが見られる。いじめを受けていることを

第１章 子どものメンタルヘルス
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親や教職員に話さないことが多いため、日ごろの観察から子どもの異変に気付くことが重要

である。

また、いじめに気付いた場合、事実関係を確認のうえ、いじめを行う子どもを含め、関係

する子どもに適切な指導を行う必要がある。いじめを受けた子どもにメンタルヘルスの支援

が必要かどうか、さらに、いじめを行った子どもの側にも考慮すべき背景（家庭的逆境、発

達障害など）がないかどうかを見極めて対応に当たる必要がある。

ウ 心的外傷後ストレス障害（PTSD）

心理社会的要因のうち、自然災害や事故、犯罪被害等によるPTSDの場合は、悪夢、不

安・恐怖感、現実感喪失、自律神経失調を始めとする身体症状、心理的退行（幼児返り）な

ど多彩な症状を伴う。さらに、トラウマを連想させる状況と関連したパニック障害を合併す

ることもある。そのため、PTSDでは医療的対応が必要となる。（資料―３ 子どもの心のケ

アのために―PTSDの理解とその予防― 参照）

� 医学的背景（生物学的要因）を持つ問題

メンタルヘルスに関する問題には、医学的背景（生物学的要因）を持つ問題が非常に多いこ

とが本委員会の調査結果からも明らかとなった。そのなかには、発達障害、摂食障害、精神

病、その他の精神疾患が含まれている。

ア 発達障害

発達障害のうち、現在、学校で注目されているのは、広汎性発達障害（アスペルガー障害、

自閉症など）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、学習障害（LD）である。これら３つの発達

障害は、外見的には似た特徴を持つことがあるが、支援を必要とする中心部分はそれぞれ異

なっていることを知る必要がある。

広汎性発達障害は、円滑な意思疎通や仲間関係、集団行動、情緒的交わりなど、主に対人

面や社会性に大きな困難を持つことが第一の特徴であり、物事に固執し、過剰に没頭すると

いう強迫的傾向や柔難性の乏しさが第二の特徴である。一方、ADHDでは、注意維持の困

難、落ち着きのなさ、衝動性を特徴とするが、対人交流は大きな偏りを示さないことが多

い。それらに対して、LDとは�読み�、�書き�、�計算�など特定の知的技能（複数の領域

にわたることがある）に限定した学習能力の障害であり、LDのみを持つ子どもの場合、広

汎性発達障害あるいはADHDのような特徴は見られない。

発達障害がある子どもで、集団生活に関して対人的問題が続く場合には、その診断は広汎

性発達障害であることが多い。ただし、広汎性発達障害に多動傾向やLDを併せ持つケース、

ADHDにLDを合併するケースは少なくない。広汎性発達障害やADHDがある子どもの場

合、専門医による医療的指導、適切な教育プログラム、家族・学校関係者の障害理解が重要
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であり、LDでは学習方法の工夫が求められる。〔例：漢字の読みに関するLD（読字障害）

の子どもに、漢字と絵をセットで提示（例：�畑�と畑の絵）することによって、ハタケと

読めるようにするなど〕

このように、同じ発達障害であっても子どもの状態により支援の方法が異なるため、正し

い診断を受けておくことは重要である。また、担任は、発達障害のある子どもの支援のため

には、学級における人間関係づくりなど円滑な学級運営を行うことが大切である。さらに、

学校全体で連携して、特別支援教育の体制を充実させることが重要である。

イ 摂食障害

拒食、過食などの摂食障害は女子に多いが、子ども自身から報告することは少なく、学校

では気付かれないことが多い。拒食は体重減少で気付かれやすいが、過食の場合、自己誘発

嘔吐があると体重増加が見られないことがある。いずれも電解質バランスの異常や月経の乱

れなど身体への悪影響が現れやすく、生命に危険を招くことがあるので専門医の受診が必要

である。

ウ 統合失調症

精神病のうち頻度の高い疾患は統合失調症である。高校生の発症が多いが、小学生におけ

る早期発症もある。統合失調症の症状として幻覚・妄想が有名であるが、被害関係念慮（周

囲で起きていることを自分と関係付けて被害的に解釈する）が出現しやすく、早期診断の一

つの目安となる。発病初期には、うつ状態、集中力低下、こだわり（強迫症状）、不眠、不

登校などが現れ、軽度で一過性の不調に見えることがあるため注意が必要である。治療には

薬物療法が不可欠であり、放置すると大抵は増悪するため、本疾患が疑われたら早急に精神

科を受診する必要がある。

エ てんかん

てんかんには、学童期に発症するものがあり、いくつかの病型が存在する。発作には、失

神、意識の曇り、ひきつけ、脱力、幻覚など多彩な症状が含まれ、持続時間も数秒から長時

間まで様々である。てんかんは脳の神経細胞の病的活動によるものであり、脳波異常を伴

う。

治療は抗てんかん薬による薬物療法が中心であり（難治性の場合には外科的治療が必要に

なることもある）、てんかんを専門とする精神科または小児科を受診する必要がある。

また、意識消失などの、てんかん発作と似た症状を持ちながら、実際には脳に異常はな

く、心理的なものが原因である場合がある。このような心因性症状（ヒステリー）がある子

どもの場合は、家庭などの環境的背景を把握する必要がある。

以上のほかにも、学校におけるメンタルヘルスに関する問題には医療的支援を必要とするも

第１章 子どものメンタルヘルス
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のが多い。子どもの抱える問題にできるだけ早く気付き、適切に対応するためには、教職員が

メンタルヘルスについての正しい理解をし、校内で組織的に対応するとともに、必要に応じて

医療機関等と連携することが必要である。

4 まとめ

子どもの抱える心の健康問題はメンタルヘルスのあらゆる領域に及んでおり、心理的問題に

とどまらず精神医療を始めとする医学的対応を必要とする問題が数多く含まれている。そのた

め、子どもへの適切な支援を行うには、メンタルヘルスについての正しい理解を持つことが教

職員に求められる。
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心の健康つくりに関する調査 
第2章 

心の健康つくり推進委員会（財団法人日本学校保健会）

1 調査研究計画

� 調査名

「心の健康つくりに関する調査」

� 目的

近年、子どもたちの心身の健康問題は深刻化しており、その問題の多くは、心の健康と深く

かかわっていることが指摘されており、心の健康つくりは重要な教育課題となっている。深刻

化している子どもの心の健康問題を解決するためには、学校のみならず社会全体での取組が必

要であり、その体制づくりがより的確かつ効果的な心の健康つくりの推進につながるものと考

える。

そこで、全国の小学校、中学校、高等学校を対象に子どもの心の健康に関する実態調査を行

い、学校内の組織体制づくりと地域の関係機関等との連携の進め方等について検討するための

基礎資料とする。

� 調査対象時期

平成１６年度（平成１６年４月～平成１７年３月までの１年間）

� 調査対象者及び対象校

� 調査対象者

ア 学校医（内科系）各校 １人

イ 学級担任各校 ３人

ウ 養護教諭各校 １人

（＊複数配置校は、どちらか１人が回答）

� 調査対象校

児童生徒数が５００人以上の学校

各都道府県

・都道府県立（市立を含む）高等学校 １０校 合計４７０校

・市区町村立中学校 １０校 合計４７０校

・市区町村立小学校 １０校 合計４７０校

９



養護教諭

対 象 者 数 有効回収数 有効回収率（％）

小 学 校 ４７０ ４５６ ９７．０

中 学 校 ４７０ ４４７ ９５．１

高等学校 ４７０ ４６５ ９８．９

学級担任

対 象 者 数 有効回収数 有効回収率（％）

小 学 校 １，４１０ １，３５８ ９６．３

中 学 校 １，４１０ １，３３８ ９４．９

高等学校 １，４１０ １，３９６ ９９．０

学校医

対 象 者 数 有効回収数 有効回収率（％）

小 学 校 ４７０ ４５１ ９６．０

中 学 校 ４７０ ４３６ ９２．８

高等学校 ４７０ ４６３ ９８．５

� 調査方法

� 調査票は、各都道府県教育委員会に送付し、上記対象校を無作為に抽出し調査票を配布

� 調査票の回収は、各都道府県教育委員会が行い、�日本学校保健会に提出

� メンタルヘルスの解説

本調査においては、心の健康に関してはメンタルヘルスという表現を用いた。メンタルヘル

スに関する問題とは、不登校、いじめ、虐待、人間関係の問題、拒食や過食等の問題、不眠、

性に関する問題、リストカットなどの自傷行為、身体症状から来る不安や悩み、軽度発達障害

（LD、ADHD、アスペルガー症候群、高機能自閉症など）等集団生活等への不適応の問題な

ど、心理的問題や医療的問題を含む。

� 調査票の回収結果
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� 調査対象校の子ども在籍人数分布図（在籍人数未記入校を除いた数）
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	 調査用紙

資料―１７ 参照
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〈養護教諭〉

問５� 養護教諭が必要と判断して直接支援した子どもがいた学校の有無（表―１）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ３５２ ７８．０ ４２５ ９５．３ ４４２ ９５．１

無 ９９ ２２．０ ２１ ４．７ ２３ ４．９

合 計 ４５１ １００．０ ４４６ １００．０ ４６５ １００．０

2 「心の健康つくりに関する調査」結果

調査結果については、目的に沿って

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の実態を把握する。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」への対応に当たっての組織体制及び地域の関

係機関との連携状況を把握する。

� 上記��の実態から問題の把握をする。

� 解決に向けて必要と考えられている事項の把握をする。

の以上４項目に分類して結果を述べる。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の実態

100

80

60

40

20

0

％ 

小学校 中学校 高等学校 

78.0

95.3 95.1

（図―２） 養護教諭が必要と判断して直接支援した子どもがいた学校の割合

＊ 養護教諭が必要と判断して直接支援した子どもがいた学校は、小学校３５２校（７８．０％）、中
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学校４２５校（９５．３％）、高等学校４４２校（９５．１％）であった。

〈担任〉

問４� 平成１６年度担任していたクラスにおいて、メンタルヘルスに関する問題で支援した子

どもの有無（表―２）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

有 ７２９ ５４．５ １，０３６ ７８．４ ７４３ ５３．９

無 ６０８ ４５．５ ２８６ ２１．６ ６３５ ４６．１

合 計 １，３３７ １００．０ １，３２２ １００．０ １，３７８ １００．０
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小学校 中学校 高等学校 

54.5

78.4

53.9

（図―３） 平成１６年度担任していたクラスにおいてメンタルヘルスに関する問題で支援した子どもがいた担任

の割合

＊ 「メンタルヘルスに関する問題で子どもを支援した」担任は、小学校７２９人（５４．５％）、中

学校１，０３６人（７８．４％）、高等学校７４３人（５３．９％）であった。

〈担任〉

問４� 平成１６年度担任したクラスにおいて、メンタルヘルスに関する問題で支援した子ども

の人数及び担任１人平均の支援人数（表―３）

単位：人

小 学 校 中 学 校 高等学校

支 援 し た 担 任 数 ７２９ １，０３６ ７４３

支援した子どもの人数 １，４９７ ２，７２１ １，６１５

１人平均支援人数 ２．１ ２．６ ２．２

第２章 心の健康つくりに関する調査
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（図―４） 担任１人平均の子ども支援人数

＊ 「メンタルヘルスに関する問題で担任が支援した子どもの数」は、小学校１，４９７人、中学校

２，７２１人、高等学校１，６１５人で、１人平均の支援人数は、小学校２．１人、中学校２．６人、高等学

校２．２人であった。校種間に大きな差は見られなかった。

〈担任〉

問４�―１ 担任がメンタルヘルスに関する問題で支援した子どものなかで、医療機関の受診

や相談機関等を利用した子どもの有無（表―４）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

有 ３８３ ５４．０ ６９１ ６７．６ ４７０ ６４．３

無 ３２６ ４６．０ ３３１ ３２．４ ２６１ ３５．７

合 計 ７０９ １００．０ １，０２２ １００．０ ７３１ １００．０

＊ 「メンタルヘルスに関する問題で、医療機関の受診や相談機関等の利用をした子どもがい

た。」と答えた担任は、小学校３８３人（５４．０％）、中学校６９１人（６７．６％）、高等学校４７０人

（６４．３％）であった。
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〈担任〉

問４�―１ メンタルヘルスに関する問題で、医療機関の受診や相談機関等の利用をした子ど

もの内訳（表―５）

複数回答

小 学 校 中 学 校 高等学校

人数 人数 人数

精 神 科 医 ５９ １１７ １９１

心 療 内 科 医 ８６ １７６ ３３７

内 科 医 １６ ４８ ５８

小 児 科 医 ５３ ５２ １６

産 婦 人 科 医 ０ １８ ３４

教育センター等教育委員会所管の機関 １３８ ２３２ ５３

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー ８ ９ １６

保 健 所 １１ ４ １４

児 童 相 談 所 ９５ １７３ ４８

そ の 他 ７２ ９１ ４９２

参考

学 校 医 ５ ３０ ３１

ス ク ー ル カ ウ ウ ン セ ラ ー １７３ ８２２ ２９０

「メンタルヘルスに関する問題で、医療機関の受診や相談機関等の利用をした子ども」は、

＊ 小学校は、「教育センター等教育委員会所管の機関」が最も多く１３８人、次いで「児童相談

所」９５人、「診療内科医」８６人、「精神科医」５９人の順であった。

＊ 中学校は、「教育センター等教育委員会所管の機関」が最も多く２３２人、次いで「心療内科

医」１７６人、「児童相談所」１７３人、「精神科医」１１７人の順であった。

＊ 高等学校は、「心療内科医」３３７人、「精神科医」１９１人の順に多かった。

第２章 心の健康つくりに関する調査
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〈養護教諭〉

問５� 養護教諭が必要と判断して、直接支援した子どもの人数

養護教諭が必要と判断して支援した、子どものメンタルヘルスに関する主な問題とそ

の人数（表―６）

メンタルヘルスに関する主な問題
小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

不登校・保健室登校・登校しぶり・引きこもり等の問題 ８７０ ２７．８ ２，１７５ ２１．３ １，４５５ １３．７

いじめの問題 １３９ ４．４ ６１５ ６．０ ２２２ ２．１

虐待の問題 １３４ ４．３ １４６ １．４ ６０ ０．６

友達や家族などの人間関係の問題 ８６５ ２７．７ ３，４８５ ３４．２ ３，５２５ ３３．２

拒食や過食等の摂食障害に関する問題 ３５ １．１ １５０ １．５ ３４９ ３．３

不眠や過眠等の睡眠障害に関する問題 ２０ ０．６ ２７０ ２．６ ３６２ ３．４

性に関する問題 １７ ０．５ ６３０ ６．２ １，００５ ９．５

リストカット等の自傷行為に関する問題 １５ ０．５ ５２４ ５．１ ５５０ ５．２

軽度発達障害等の集団生活等への不適応の問題 ５５３ １７．７ １，１５４ １１．３ １，７１９ １６．２

身体症状からくる不安や悩み等の問題 ３０１ ９．６ ５８８ ５．８ ２６６ ２．５

その他 １８０ ５．８ ４６８ ４．６ １，０８９ １０．３

合 計 ３，１２９ １００．０ １０，２０５ １００．０ １０，６０２ １００．０
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（図―５） 養護教諭が必要と判断して、直接支援したメンタルヘルスの主な問題とその人数

「養護教諭が必要と判断して支援した、メンタルヘルスに関する主な問題とその人数」は、

＊ 小学校は、「不登校・保健室登校・登校しぶり・引きこもりなどの問題」が８７０人

（２７．８％）、「友達や家族などの人間関係の問題」８６５人（２７．７％）、「軽度発達障害等集団生

活等への不適応の問題」５５３人（１７．７％）の順に多かった。

＊ 中学校は、「友達や家族などの人間関係などの問題」３，４８５人（３４．２％）、「不登校・保健室

登校・登校しぶり・引きこもり等の問題」２，１７５人（２１．３％）、「軽度発達障害等の集団生活
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等への不適応の問題」１，１５４人（１１．３％）の順に多かった。

＊ 高等学校は、「友達や家族などの人間関係などの問題」３，５２５人（３３．２％）、「軽度発達障害

等集団生活等への不適応の問題」１，７１９人（１６．２％）、「不登校・保健室登校・登校しぶり・

引きこもり等の問題」１，４５５人（１３．７％）の順に多かった。

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに「軽度発達障害等の集団生活等への不適応の問題」が上

位に挙がっていた。

〈校種別に見た特徴〉

＊ 小学校は、現在、社会的な問題となっている「虐待の問題」が、１３４人（４．３％）であり、

中学校１４６人（１．４％）、高等学校６０人（０．６％）に比べ高い割合でかかわっていた。

＊ 中学校は、「いじめの問題」が６１５人（６．０％）であり、小学校、高等学校に比べ、高い割

合でかかわっていた。

＊ 高等学校は、「その他」が１，０８９人（１０．３％）で多かった。記述されていたなかでは、「進

路・受験」「精神疾患」「学習」の順に多かった。養護教諭は、学習や進路指導などに関する

多岐にわたるメンタルヘルスの問題にかかわっていた。

＊ 小学校は、「性に関する問題」は少なかったが、中学校、高等学校では、４番目に多くなっ

ており、思春期の特徴が現れていた。

＊ 「リストカット等の自傷行為に関する問題」は、中学校５２４人（５．１％）、高等学校５５０人

（５．２％）であった。

〈養護教諭〉

問５� 養護教諭が担任や保護者等から相談依頼を受けて支援した子どもがいた学校の有無

（表７）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ３５４ ７９．２ ３８４ ８６．３ ３８７ ８４．３

無 ９３ ２０．８ ６１ １３．７ ７２ １５．７

合 計 ４４７ １００．０ ４４５ １００．０ ４５９ １００．０

○ 養護教諭が支援した子どもの総人数とその内訳（表―８）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

直 接 支 援 ３，１２９ ５５．０ １０，２０５ ６８．２ １０，６０２ ７６．５

依頼による支援 ２，５５５ ４５．０ ４，７６０ ３１．８ ３，２４３ ２３．５

支 援 総 数 ５，６８４ １００．０ １４，９６５ １００．０ １３，８４５ １００．０

第２章 心の健康つくりに関する調査
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＊ 養護教諭が支援した子どものうち「養護教諭が担任や保護者等から相談依頼を受けて支援

した子ども」は、小学校２，５５５人（４５．０％）、中学校４，７６０人（３１．８％）、高等学校３，２４３人

（２３．５％）であった。

＊ 中学校、高等学校は、子どもの支援総数が、小学校の約２～３倍であった。

○ 相談依頼者の内訳（表―９）

�担任 �保護者 �学校医 �主治医

○注

�スク ー ル

カウンセラー
�その他 総計

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

小 学 校 １，５７７ ６１．７ ８４５ ３３．１ ４ ０．２ １１ ０．４ ５８ １７．３ ６０ １４．８ ２，５５５ １００．０

中 学 校 ３，０６１ ６４．３ １，２３７ ２６．０ ５ ０．１ ４３ ０．９ ２８８ ６．１ １２６ ２．６ ４，７６０ １００．０

高等学校 ２，２７０ ７０．０ ７３３ ２２．６ ２ ０．１ ３４ １．０ ７０ ２．２ １３３ ４．１ ３，２４３ １００．０

全 合 計 ６，９０８ ６５．４ ２，８１５ ２６．７ １１ ０．１ ８８ ０．８ ４１６ ３．９ ３１９ ３．０ １０，５５８ １００．０

○注 配置校の者以外の者も含む

＊ 依頼による支援の内訳で相談依頼者の上位は、小学校は、学級担任１，５７７人（６１．７％）、保

護者８４５人（３３．１％）、中学校は、担任３，０６１人（６４．３％）、保護者１，２３７人（２６．０％）、高等学

校は、担任２，２７０人（７０．０％）、保護者７３３人（２２．６％）であり、いずれも担任と保護者から

の依頼が多かった。

○ 「養護教諭がメンタルヘルスに関する問題で支援した子ども」１校平均の支援人数（表―１０）

単位：人

小 学 校 中 学 校 高等学校

支援した養護教諭数 ３８３ ４３０ ４４７

支援した子どもの人数 ５，６８４ １４，９６５ １３，８４５

１校平均支援人数 １４．８ ３４．８ ３１．０
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（図―６）「養護教諭がメンタルヘルスに関する問題で支援

した子ども」（１校平均の支援人数）

＊ 「養護教諭がメンタルヘルスに関

する問題で支援した子ども」１校平

均の支援人数は、小学校１４．８人、中

学校３４．８人、高等学校３１．０人であっ

た。

＊ スクールカウンセラー配置校にお

いて、「子どものメンタルヘルスに

関する問題」でスクールカウンセ

ラーから養護教諭への相談依頼が

あった子どもの人数は、小学校９７校

中４２人、中学校３９４校中２８３人、高等

学校１３３校中６２人であった。
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○ スクールカウンセラー配置校（表１１）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ９７ ２１．５ ３９４ ８８．１ １３３ ２８．７

無 ３５４ ７８．５ ５３ １１．９ ３３０ ７１．３

合 計 ４５１ １００．０ ４４７ １００．０ ４６３ １００．０

〈養護教諭〉

問５� 養護教諭が支援した子どものうち、養護教諭が必要と判断し関係者と協議の上、医療

機関や相談機関等の受診等を勧めた子どもの人数（表―１２）

支援総人数 勧めた人数 ％

小 学 校 ５，６８４ ７５４ １３．３

中 学 校 １４，９６５ ２，１５５ １４．４

高等学校 １３，８４５ ２，８９６ ２０．９

＊ 養護教諭が支援した子どものうち、「医療機関の受診や相談機関等の利用」（以下受診等と

する。）を勧めた割合は、小学校７５４人（１３．３％）、中学校２，１５５人（１４．４％）、高等学校２，８９６

人（２０．９％）であった。

＊ 小学校、中学校、高等学校に進むにつれ受診等を勧めた子どもの数が多くなっており、高

等学校では２０％以上であった。

＊ 支援をした子どものうち、小学校・中学校・高等学校において約１０～２０％に受診等を勧め

ていた。

○養護教諭が受診等を勧めた子どもがいた学校の割合（表―１３）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

養護教諭が受診等を勧めた子どもがいた学校 ２３８ ５２．２ ３６９ ８２．７ ３９７ ８５．９

養護教諭が受診等を勧めた子どもがいなかった学校 ２１８ ４７．８ ７７ １７．３ ６５ １４．１

合 計 ４５６ １００．０ ４４６ １００．０ ４６２ １００．０
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（図―７） 養護教諭が受診等を勧めた学校の割合

＊ 養護教諭が受診等を勧めた子どものいた学校の割合は、小学校２３８校（５２．２％）、中学校３６９

校（８２．７％）、高等学校３９７校（８５．９％）であった。

＊ 学校別にみると、中学校、高等学校においては８０％以上の学校に、受診等を勧めた子ども

がいた。

〈養護教諭〉

問５� 養護教諭が受診等を勧めた子どものうち、実際に受診等をした人数（表―１４）

複数回答 単位：人

小 学 校 中 学 校 高等学校

精 神 科 医 ４１ １７７ ５４３

心 療 内 科 医 ９４ ２８６ ５５４

内 科 医 １５ １３３ ３４３

小 児 科 医 １４６ １４９ ２５

産 婦 人 科 医 ０ １１７ ２１２

教育センター等教育委員会所管の機関 １１６ １１５ ７９

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー ８ １２ ４４

保 健 所 ８ １４ ２５

児 童 相 談 所 ８１ １２３ １９

そ の 他 ４１ ６７ ７１

参考

学 校 医 １１ ２４ ６６

ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー １４０ ８７４ ５４３

「地域社会の関係機関の利用の内訳」は、

＊ 小学校は、医療機関では「小児科医」１４６人、「心療内科医」９４人、「精神科医」４１人の順

で多かった。相談機関では、「教育センター等教育委員会所管の機関」１１６人、「児童相談所」

８１人の順に多かった。
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＊ 中学校は、医療機関では「心療内科医」２８６人、「精神科医」１７７人、「小児科医」１４９人の

順で多かった。相談機関では、「児童相談所」１２３人、「教育センター等教育委員会所管の機

関」１１５人の順に多かった。

＊ 高等学校は、医療機関では「心療内科医」５５４人、「精神科医」５４３人、「内科医」３４３人の

順で多かった。相談機関では、「教育センター等教育委員会所管の機関」７９人、「精神保健福祉

センター」４４人の順に多かった。

＊ 地域の関係機関の利用先は、小学校、中学校、高等学校ともに相談機関よりも医療機関が

多かった。

〈養護教諭〉

問５� 受診等をしなかった主な理由（表―１５）

複数回答 単位：人

受診をしなかった主な理由 小 学 校 中 学 校 高等学校

�本人の同意が得られなかった。 ９ １０５ ２４９

�保護者の同意が得られなかった。 ９０ １１９ ９７

�近隣に適切な医療機関・相談機関がなかった。 ３ ６ １７

�その他 ３４ ５１ ５２

＊ 「受診等をしなかった理由」は、小学校は、「保護者の同意が得られなかった。」が９０人で

最も多かった。中学校も同じく、「保護者の同意が得られなかった。」が１１９人で最も多く、

次いで「本人の同意が得られなかった。」１０５人であった。高等学校は、「本人の同意が得ら

れなかった。」２４９人が最も多かった。

＊ 小学校、中学校、高等学校に進むにつれ「本人の同意が得られなかった。」が多くなって

いる。
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〈学校医〉

問４� 学校医がメンタルヘルスに関する問題で支援した子どもがいた学校の有無（表―１６）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ６０ １３．３ ５１ １１．８ ７１ １５．５

無 ３９０ ８６．７ ３８３ ８８．２ ３８７ ８４．５

合 計 ４５０ １００．０ ４３４ １００．０ ４５８ １００．０

20

16

12

8

4

0

％ 

小学校 中学校 高等学校 

13.3
11.8

15.5

（図―８） 学校医がメンタルヘルスに関する問題で支援した子どもがいた学校の割合

＊ 学校医がメンタルヘルスに関する問題で支援した子どもがいた学校の割合は、小学校、中

学校、高等学校ともに１０％代であった。

問４� 学校医１人平均の支援人数（表―１７）

単位：人

小 学 校 中 学 校 高等学校

有 ６０ ５１ ７１

支 援 人 数 １２６ １３９ ２８９

１人平均支援人数 ２．１ ２．７ ４．１

＊ 学校医１人平均の支援人数は、小学校２．１人、中学校２．７人、高等学校４．１人であった。
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� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」への対応に当たっての組織体
制及び地域の関係機関との連携状況

〈養護教諭・担任〉

問８� 子どものメンタルヘルスに関する校内組織の有無（表―１８）

単位：人

小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

Ｎ 有 ％ 無 ％ Ｎ 有 ％ 無 ％ Ｎ 有 ％ 無 ％

担 任 １，３４７１，２５１９２．９ ９６ ７．１１，３２８１，２５５９４．５ ７３ ５．５１，３８５１，２７０９１．７ １１５ ８．３

養護教諭 ４５２ ４００８８．５ ５２１１．５ ４４３ ４１０９２．６ ３３ ７．４ ４６２ ４０８８８．３ ５４１１．７

合 計 １，７９９１，６５１９１．８ １４８ ８．２１，７７１１，６６５９４．０ １０６ ６．０１，８４７１，６７８９１．０ １６９ ９．１

＊ 「校内組織がある」との回答は、担任及び養護教諭とも約９０％であった。

○ 校内組織があるとの回答が、同一校の４人（担任３人・養護教諭１人）とも一致した学校

（表―１９）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

４人の回答が一致した学校 ３５０ ７６．８ ３４８ ７７．９ ３６０ ７７．４

一 致 し な か っ た 学 校 １０６ ２３．２ ９９ ２２．１ １０５ ２２．６

合 計 ４５６ １００．０ ４４７ １００．０ ４６５ １００．０

＊ 「組織の有無」の回答が担任（３人）及び養護教諭（１人）の４人とも一致した学校は、

小学校、中学校、高等学校とも７０％代であった。
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〈養護教諭・担任〉

問８�―２ 校内組織の活動状況（表―２０）

小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

担 任 養護教諭 担 任 養護教諭 担 任 養護教諭

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

�機能していた ４２２ ４１．１ １７０ ４９．９ ４３８ ４２．８ １３５ ３９．６ ３８８ ３６．８ １１１ ３１．３

�概ね機能していた ５６８ ５５．２ １６１ ４７．２ ５４６ ５３．４ １９２ ５６．３ ５９４ ５６．５ ２０２ ５６．９

�機能していなかった ３８ ３．７ １０ ２．９ ３９ ３．８ １４ ４．１ ７１ ６．７ ４２ １１．８

合 計 １，０２８１００．０ ３４１１００．０１，０２３１００．０ ３４１１００．０１，０５３１００．０ ３５５１００．０

「校内組織が機能していた」との回答は、

＊ 小学校の担任は、４２２人（４１．１％）、養護教諭は１７０人（４９．９％）であった。

＊ 中学校の担任は、４３８人（４２．８％）、養護教諭は１３５人（３９．６％）であった。

＊ 高等学校の担任は、３８８人（３６．８％）、養護教諭は１１１人（３１．３％）であった。

〈担任〉

問６� 効果的な校内連携が図られた状態（表―２１）

複数回答

項 目
小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�必要に応じて会議が開かれたとき ５７５ ５４．８ ３８０ ３６．４ ４０５ ３７．５

�会議で具体的な対応策が立てられたとき ６９０ ６５．７ ５４０ ５１．７ ４６４ ４３．０

�連携メンバーで、役割分担に基づいた対応ができ

たとき
５４７ ５２．１ ５７７ ５５．３ ５１３ ４７．５

�連携メンバーがお互いの専門性や立場を尊重して

行動したとき
３７８ ３６．０ ３９５ ３７．８ ３９５ ３７．８

�推進・まとめ役が積極的に動いてくれたとき ３８６ ３６．８ ３８７ ３７．１ ３８７ ３７．１

�守秘義務が守られたとき ８１ ７．７ ７６ ７．３ ７６ ７．３

�教職員の取組に対し肯定的な理解が得られたとき ３３５ ３１．９ ３０４ ２９．１ ３０４ ２９．１

�支援目標が達成された（よい結果が得られたとき） ３２０ ３０．５ ２６５ ２５．４ ２６５ ２５．４

	連携中や終息後に評価が行われたとき ４２ ４．０ ３４ ３．３ ３４ ３．３


連携を図った経験がない、または、乏しいためよ

くわからない
２１ ２．０ ２４ ２．３ ２４ ２．３

�その他 １０ １．０ １２ １．１ １２ １．１

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに、「会議で具体的な対応策が立てられたとき」「連携メン
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バーで役割分担に基づいた対応ができたとき」「必要に応じて会議が開かれたとき」の順に

多かった。

〈養護教諭〉

問８�―２ 校内組織の会議の計画的な実施の有無（表―２２）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ２６７ ７７．６ ２７１ ７８．８ １４９ ４２．２

無 ７７ ２２．４ ７３ ２１．２ ２０４ ５７．８

合 計 ３４４ １００．０ ３４４ １００．０ ３５３ １００．０

＊ 小学校、中学校においては８０％近くが計画的に実施されているが、高等学校は４０％代であ

り、計画的に実施されていない学校が多く見られた。

〈養護教諭〉

問８�―３ 事例検討会の実施の有無（表―２３）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ２５４ ７５．１ ２２７ ６６．８ １６８ ４８．７

無 ８４ ２４．９ １１３ ３３．２ １７７ ５１．３

合 計 ３３８ １００．０ ３４０ １００．０ ３４５ １００．０

＊ 事例検討会は小学校、中学校では７０％前後で実施されていたが、高等学校では５０％に満た

なかった。
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〈養護教諭〉

問８�―１ 校内組織の会議の開催状況（表―２４）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

�週１回 ６ １．８ １３４ ４０．７ ３０ ８．６

�２週に１回 １３ ３．８ １５ ４．６ ２３ ６．６

�月１回 １９４ ５７．５ １０８ ３２．８ ７７ ２２．１

�年に数回 １１２ ３３．１ ５８ １７．６ １７４ ５０．１

�その他 １３ ３．８ １４ ４．３ ４４ １２．６

合 計 ３３８ １００．０ ３２９ １００．０ ３４８ １００．０
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月１回 年に数回 ２週に１回 週１回 その他 
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（図―９） 校内組織の会議回数（小学校）

50

40

20

10

30

0

％ 

月１回 年に数回 ２週に１回 週１回 その他 

4.34.6

17.6

32.8
40.7

（図―１０） 校内組織の会議回数（中学校）
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（図―１１） 校内組織の会議回数（高等学校）
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「会議の開催回数」は、

＊ 小学校は「月１回」、中学校は、「週１回」、高等学校は、「年数回」が最も多かった。

〈養護教諭〉

問８� 養護教諭の校内組織への位置付け（表―２５）

単位：学校数

小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

組織有 位置付け有 ％ 組織有 位置付け有 ％ 組織有 位置付け有 ％

３５０ ３３３ ９５．１ ３４８ ３３７ ９６．８ ３６０ ３３７ ９３．６

注：組織有は、同一校の４人とも回答が一致した学校

＊ 「校内組織がある学校」において養護教諭が構成員として位置付けられている学校は、

１００％ではなかった。

〈養護教諭〉

問８�―１ 校内組織の名称（表―２６）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

�教育相談部 １１２ ３２．１ １３０ ３７．３ １９１ ５３．０

�生徒指導部 １０２ ２９．１ ９９ ２８．４ ２８ ７．８

�支援チーム ６３ １８．０ ４３ １２．４ ３３ ９．２

�その他 ５３ １５．１ ４２ １２．１ ９６ ２６．７

�無回答及び無効 ２０ ５．７ ３４ ９．８ １２ ３．３

合 計 ３５０ １００．０ ３４８ １００．０ ３６０ １００．０

＊ 校内組織の名称は、小学校、中学校、高等学校ともに教育相談部が最も多かった。
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〈養護教諭〉

問６ メンタルヘルスに関する問題の解決のため、地域の関係機関等と連携した事例の有無

（表―２７）

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ２２４ ５０．６ ２６１ ５９．６ ２１８ ４７．７

無 ２１９ ４９．４ １７７ ４０．４ ２３９ ５２．３

合 計 ４４３ １００．０ ４３８ １００．０ ４５７ １００．０
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（図―１２） 関係機関等と連携した事例のある学校の割合

＊ 「地域の関係機関と連携した事例のある学校」は、小学校２２４校（５０．６％）、中学校２６１校

（５９．６％）、高等学校２１８校（４４．７％）であった。

〈養護教諭〉

問７ メンタルヘルスに関する問題で、校内及び関係機関等との連携は、全体的に円滑に進め

られたか。（表―２８）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

は い ３８８ ９１．１ ３７８ ８７．９ ３８４ ８７．５

いいえ ３８ ８．９ ５２ １２．１ ５５ １２．５

合 計 ４２６ １００．０ ４３０ １００．０ ４３９ １００．０

＊ 「校内及び関係機関等との連携が全体的に円滑に進められた」と回答している養護教諭は、

小学校３８８人（９１．１％）、中学校３７８人（８７．９％）、高等学校３８４人（８７．５％）であった。
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〈担任〉

問４�―３ メンタルヘルスに関する問題で、関係機関等との連携は全体的に円滑に進められ

たか。（表―２９）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

は い ３２８ ８７．５ ５８７ ８５．９ ３７６ ８２．３

いいえ ４７ １２．５ ９６ １４．１ ８１ １７．７

合 計 ３７５ １００．０ ６８３ １００．０ ４５７ １００．０

＊ 「関係機関等との連携が全体的に円滑に進められた」と回答している担任は、小学校３２８人

（８７．５％）、中学校５８７人（８５．９％）、高等学校３７６人（８２．３％）であった。

〈養護教諭〉

問７�―１ 校内及び関係機関等との連携が円滑に進められなかった事例の有無（表―３０）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

有 １０５ ３２．１ １３６ ４０．８ １６２ ４４．１

無 ２２２ ６７．９ １９７ ５９．２ ２０５ ５５．９

合 計 ３２７ １００．０ ３３３ １００．０ ３６７ １００．０

＊ 「校内及び関係機関との連携が全体的に円滑に進められなかった事例があった」と回答し

た養護教諭は、小学校１０５人（３２．１％）、中学校１３６人（４０．８％）、高等学校１６２人（４４．１％）

であった。

＊ 小学校、中学校、高等学校において、「連携が円滑に進められなかった事例」が約３０～４０％

あった。

〈養護教諭〉

問７�―２ 連携が円滑に進められなかった事例の主な理由（表―３１）

複数回答 単位：人

小 学 校 中 学 校 高等学校

�校外の連携先を選ぶのが難しかった。 ４ ２０ ３６

�校外の連携先が協力的でなかった。 １ ８ ９

�校外の連携先と学校の対応に違いが見られた。 １３ ３１ １８

�校内関係者が連携に消極的であった。 ８ ３３ ４５

�校内外の連携のための時間の確保が難しかった。 １２ ３０ ２０

�保護者が連携に消極的であった。 ８３ １２４ １０４

�校内における推進・まとめ役が明確でなかった。 １３ ４５ ５４

�その他 ３ １０ １５

＊ 「連携が円滑に進められなかった事例の主な理由」では、小学校、中学校、高等学校とも

に、最も多かったのは「保護者が連携に消極的であった。」であった。
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〈担任〉

問４�―４ 連携が円滑に進められなかった事例の有無（表―３２）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

有 ６６ ２０．５ １３４ ２１．９ ８６ ２０．８

無 ２５６ ７９．５ ４７７ ７８．１ ３２７ ７９．２

合 計 ３２２ １００．０ ６１１ １００．０ ４１３ １００．０

＊ 「連携が円滑に進められなかった事例があった」と回答した担任は、小学校、中学校、高

等学校ともに約２０％であった。

〈担任〉

問４�―４ 連携が円滑に進められなかった事例の主な理由（表―３３）

複数回答 単位：人

小 学 校 中 学 校 高等学校

�校外の連携先を選ぶのが難しかった。 ４ １３ ７

�校外の連携先が協力的でなかった。 ２ ４ ３

�校外の連携先と学校の対応に違いが見られた ７ １９ ５

�校内関係者が連携に消極的であった。 １ ４ ２

�校内外の連携のための時間の確保が難しかった。 １０ ３３ １２

�保護者が連携に消極的であった。 ４２ ６９ ４３

�校内における推進・まとめ役が明確でなかった。 ２ ８ ５

�その他 ９ ２７ ２０

＊ 連携が円滑に進められなかった事例の主な理由は、小学校、中学校、高等学校ともに、

「保護者が連携に消極的であった。」、「校内外の連携のための時間の確保が難しかった。」の順

に多かった。
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〈養護教諭〉

問９� 保健室登校・別室登校をした子どもがいた学校の有無（表―３４）

注：別室登校については、養護教諭がかかわったもの

小 学 校 中 学 校 高等学校

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

有 ２５８ ５７．６ ３９０ ８８．２ ２７３ ５９．９

無 １９０ ４２．４ ５２ １１．８ １８３ ４０．１

合 計 ４４８ １００．０ ４４２ １００．０ ４５６ １００．０
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59.9

（図―１３） 保健室登校、別室登校をした児童生徒がいた学校の割合

＊ 保健室登校、別室登校をした子どもがいた学校の割合は、小学校、高等学校では、約

６０％、中学校においては、約９０％であった。

○ 保健室登校・別室登校別の学校数（表―３５）

小学校Ｎ＝４４８ 中学校Ｎ＝４４２ 高等学校Ｎ＝４５６

学 校 数 ％ 学 校 数 ％ 学 校 数 ％

保健室登校 ２１０ ４６．９ ２４７ ５５．９ ２０４ ４４．７

別 室 登 校 ８５ １９．０ ２５４ ５７．５ １２３ ２７．０
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問９� 保健室登校・別室登校をした子どもの人数（表―３６）

小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

保健室登校 ４１９ ７０．２ ７９０ ４４．５ ４７５ ６９．０

別 室 登 校 １７８ ２９．８ ９８４ ５５．５ ２１３ ３１．０

合 計 ５９７ １００．０ １，７７４ １００．０ ６８８ １００．０

＊ 保健室登校の子どもの人数は、小学校４１９人（７０．２％）、中学校７９０人（４４．５％）、高等学校

４７５人（６９．０％）であった。養護教諭がかかわった保健室登校及び別室登校の１校平均の子

どもの人数は、小学校１．３人、中学校４．０人、高等学校１．５人であった。

○ 養護教諭がかかわった保健室・別室登校の１校平均の子どもの人数

5

4

3

2

1

0

人 

小学校 中学校 高等学校 

1.3

4.0

1.5

（図―１４） 養護教諭がかかわった、保健室・別室登校の１校平均の子どもの人数
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〈養護教諭〉

問９� 保健室登校・別室登校への対応の問題点（表―３７）

複数回答

保健室登校への対応の問題点

小 学 校

Ｎ＝２１０

中 学 校

Ｎ＝２４７

高等学校

Ｎ＝２０４

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�保健室登校を勧める時期について担任・管理職・

養護教諭の捉え方に違いがあり対応の仕方が難しい。
２３ １１．０ ５８ ２３．５ ２７ １３．２

�校内組織としての役割分担はあっても担任と養護

教諭だけが保健室登校の子どもとかかわるように

なってしまいがち。

１０７ ５１．０ １６０ ６４．８ １４９ ７３．０

�校内組織がないため養護教諭の負担が大きい。 ２５ １１．９ ３７ １５．０ ４７ ２３．０

�保健室登校をしている子どものプライバシーの保

護が難しい。
１４７ ７０．０ １８６ ７５．３ １２７ ６２．３

�保健室登校以外の子どものプライバシーの保護が

難しい。
７９ ３７．６ １１９ ４８．２ ８７ ４２．６

�保健室登校の子どもの人数が多くなったときは、

対応が難しい。
１５５ ７３．８ ２４７ １００．０ １５９ ７７．９

�その他 １４ ６．７ １２ ４．９ ２１ １０．３

別室登校への対応の問題点

小 学 校

Ｎ＝８５

中 学 校

Ｎ＝２５４

高等学校

Ｎ＝１２３

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�別室登校を勧める時期について担任・管理職・養

護教諭の捉え方に違いがあり対応の仕方が難しい。
１３ １５．３ ５８ ２２．８ ２５ ２０．３

	校内組織としての役割分担はあっても担任と養護

教諭だけが別室登校の子どもとかかわるように

なってしまいがち。

５５ ６４．７ １１６ ４５．７ ９６ ７８．０


校内組織がないため養護教諭の負担が大きい。 １２ １４．１ １６ ６．３ １１ ８．９

�その他 １９ ２２．４ ６７ ２６．４ ３３ ２６．８

「保健室登校への対応の問題点」としては、

＊ 小学校は、「保健室登校の子どもが多くなったときは、対応が難しい。」１５５人（７３．８％）、

「保健室登校をしている子どものプライバシーの保護が難しい。」１４７人（７０．０％）、「校内組

織としての役割分担はあっても担任と養護教諭だけが保健室登校の子どもとかかわるように

なってしまいがち。」１０７人（５１．０％）の順に多かった。

＊ 中学校は、「保健室登校の子どもの人数が多くなったときは、対応が難しい。」２４７人

（１００．０％）「保健室登校をしている子どものプライバシーの保護が難しい。」１８６人（７５．３％）、

「校内組織としての役割分担はあっても担任と養護教諭だけが保健室登校の子どもとかかわ
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るようになってしまいがち。」１６０人（６４．８％）、「保健室登校以外の子どものプライバシーの

保護が難しい。」１１９人（４８．２％）の順に多かった。

＊ 高等学校は、「保健室登校の子どもの人数が多くなったときは、対応が難しい。」１５９人

（７７．９％）、「校内組織としての役割分担はあっても担任と養護教諭だけが保健室登校の子ど

もとかかわるようになってしまいがち。」１４９人（７３．０％）、「保健室登校をしている子どもの

プライバシーの保護が難しい。」１２７人（６２．３％）の順に多かった。

＊ どの校種においても、上位に挙がっている問題点は共通していた。

〈別室登校の問題点〉

「別室登校への対応の問題点」は、

＊ 小学校、中学校、高等学校においても、「校内組織としての役割分担はあっても担任と養

護教諭だけが別室登校の子どもとかかわるようになってしまいがち。」が最も多く、小学校５５

人（６４．７％）、中学校が１１６人（４５．７％）、高等学校９６人（７８．０％）であった。

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに同じ傾向であった。

〈高等学校養護教諭〉

問９ 学校の内規などにより「保健室・別室登校を教室での受講と同一と見なす」というよう

な条件整備がされていたか。（表―３８）

高等学校

学校数 ％

�整備されていた。 ５４ ２１．１

�条件を整備するための検討が行われていた。 ４６ １８．０

�整備されていなかった。 １２９ ５０．４

�その他 ２７ １０．５

合 計 ２５６ １００．０

＊ 約半数の学校が、「保健室・別室登校に対する条件整備」がされていなかった。
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〈養護教諭〉

問１０ スクールカウンセラーとの連携

� スクールカウンセラーが担当した子どもについて、養護教諭との十分な情報交換はなさ

れていたか。（表―３９）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

は い ６１ ６７．０ ２９９ ７８．１ １０２ ８１．６

いいえ ３０ ３３．０ ８４ ２１．９ ２３ １８．４

合 計 ９１ １００．０ ３８３ １００．０ １２５ １００．０

＊ 「スクールカウンセラーと十分な情報交換がなされていない」と回答した養護教諭は，小

学校は、３０人（３３．０％）、中学校は８４人（２１．９％）、高等学校は２３人（１８．４％）であった。

〈養護教諭〉

問１０� スクールカウンセラーとの連携について課題を感じたことがあったか。（表―４０）

小 学 校 中 学 校 高等学校

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

は い ４０ ４７．１ １８４ ４９．２ ５３ ４３．８

いいえ ４５ ５２．９ １９０ ５０．８ ６８ ５６．２

合 計 ８５ １００．０ ３７４ １００．０ １２１ １００．０

＊ 「スクールカウンセラーとの連携について課題を感じたことがある。」と回答した養護教諭

は、小学校４０人（４７．１％）、中学校１８４人（４９．２％）、高等学校５３人（４３．８％）であり、約半

数の養護教諭がスクールカウンセラーとの連携に課題を感じていた。

○ 「課題の具体的な内容」（記述）は、

＊ 小学校では、「情報交換の時間がとりにくい。」、「勤務時間の関係で面接のスケージュール

調整が困難である。」が多かった。

＊ 中学校、高等学校は、「情報交換の時間がとりにくい。」、「守秘義務が重視され情報が入ら

ないので連携しにくい。」が多かった。
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〈担任〉

問４� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の支援に当たっての課題（表―４１）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝１，３３７

中 学 校

Ｎ＝１，３２２

高等学校

Ｎ＝１，３７８

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

�子どものメンタルヘルスの問題が複雑・多様化

し、理解が困難になっている。
４３０ ３２．２ ７２２ ５４．６ ４８９ ３５．５

�メンタルヘルスに関する問題を抱えている子ども

が多く対応時間の確保が難しい。
２５９ １９．４ ４８６ ３６．８ ２５０ １８．１

�医療的支援が必要なものは、専門的知識が要求さ

れるため対応が難しい。
１９７ １４．７ ３０７ ２３．２ ２９０ ２１．０

�保護者の考え方が多様化し、共通理解を図るのが

難しくなっている。
４４４ ３３．２ ５５１ ４１．７ ３１２ ２２．６

�校内の協力体制ができていないため、連携を図る

のが難しい。
２０ １．５ ４１ ３．１ ５２ ３．８

�担任している子どもの問題については、他者に相

談しにくい。
４ ０．３ １１ ０．８ ３２ ２．３

�関係機関との連携がうまく図れない。 ５４ ４．０ ７０ ５．３ ３２ ２．３

�その他 ２ ０．１ ０ ０ １５ １．１

	特になし ３８ ２．８ ４４ ３．３ ４２ ３．０

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の支援に当たっての課題は、

＊ 小学校は、「保護者の考え方が多様化し、共通理解を図るのが難しくなっている。」４４４人

（３３．２％）が最も多く、次いで「子どものメンタルヘルスに関する問題が複雑・多様化し、

理解が困難になっている。」４３０人（３２．２％）、「メンタルヘルスに関する問題を抱えている子

どもが多く対応時間の確保が難しい。」２５９人（１９．４％）、「医療的支援が必要なものは、専門

的知識が要求されるため対応が難しい。」１９７人（１４．７％）の順であった。

＊ 中学校は、「子どものメンタルヘルスに関する問題が複雑・多様化し、理解が困難になっ

ている。」７２２人（５４．６％）が最も多く、次いで「保護者の考え方が多様化し、共通理解を図

るのが難しくなっている。」５５１人（４１．７％）、「メンタルヘルスに関する問題を抱えている子

どもが多く対応時間の確保が難しい。」４８６人（３６．８％）、「医療的支援が必要な者は、専門的

知識が要求されるため対応が難しい。」３０７人（２３．２％）の順であった。

＊ 高等学校は、「子どものメンタルヘルスに関する問題が複雑・多様化し、理解が困難に

なっている。」４８９人（３５．５％）が最も多く、次いで「保護者の考え方が多様化し、共通理解

を図るのが難しくなっている。」３１２人（２２．６％）、「医療的支援が必要な者は、専門的知識が

要求されるため対応が難しい。」２９０人（２１．０％）の順であった。

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに同傾向であった。
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� 課題の解決に向けて必要と考えられていること

〈養護教諭〉

問１１（校内連携）「子どものメンタルヘルスに関する問題」を解決するための連携の推進に当

たって現在特に必要と思うこと。（表―４２）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝４５６人

中 学 校

Ｎ＝４５７人

高等学校

Ｎ＝４６５人

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

�保健室における相談環境の整備 ２０４ ４４．７ ２１８ ４８．８ １９４ ４１．７

�相談室の確保 ２３３ ５１．１ １６１ ３６．０ １７９ ３８．５

�支援のための校内組織づくりや充実 ２９９ ６５．６ ２７７ ６２．０ ３１１ ６６．９

�校内での教職員研修の実施 １８６ ４０．８ ２１６ ４８．３ ２４３ ５２．３

�教職員の校外研修への参加 ９３ ２０．４ １０２ ２２．８ １４０ ３０．１

�校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろう

とする意識の向上
２４２ ５３．１ ２８５ ６３．８ ３３９ ７２．９

�校内関係者による会議の時間確保と定例化 ２０３ ４４．５ ２３０ ５１．５ ２１４ ４６．０

�その他 ２２ ４．８ ２７ ６．０ ２７ ５．８

「校内連携の推進に当たって現在特に必要と思うこと」は、

＊ 小学校は、「支援のための校内組織づくりや充実」２９９人（６５．６％）、「校内関係者で問題解

決に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」２４２人（５３．１％）、「相談室の確保」２３３人

（５１．１％）の順に多かった。

＊ 中学校は、「校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」２８５人

（６３．８％）、「支援のための校内組織づくりや充実」２７７人（６２．０％）、「校内関係者による会

議の時間確保と定例化」２３０人（５１．５％）の順に多かった。

＊ 高等学校は、「校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」３３９人

（７２．９％）、「支援のための校内組織づくりや充実」３１１人（６６．９％）、「校内での教職員研修

の実施」２４３人（５２．３％）の順に多かった。

＊ 「支援のための校内組織づくりや充実」と、「校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図

ろうとする意識の向上」は、小学校、中学校、高等学校ともに上位に挙げられていた。
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（地域の関係機関等との連携）「子どものメンタルヘルスに関する問題」を解決するための連携

の推進に当たって現在特に必要と思うこと。（表―４３）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝４５６

中 学 校

Ｎ＝４５７

高等学校

Ｎ＝４６５

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

	学校と保護者との連携・信頼関係の確立 ３６９ ８０．９ ３４２ ７６．５ ３３６ ７２．３


養護教諭への役割についての保護者の理解 １０３ ２２．６ １０９ ２４．４ １０２ ２１．９

�学校医との連携・信頼関係の確立 ８２ １８．０ ７４ １６．６ ８７ １８．７

�主治医との連携・信頼関係の確立 １５１ ３３．１ １６９ ３７．８ ２７５ ５９．１


スクールカウンセラーとの連携・信頼関係の確立 １３９ ３０．５ ２０８ ４６．５ １３８ ２９．７

�関係者とのネットワークづくり（人的ネットワーク） ３１６ ６９．３ ２９７ ６６．４ ３３７ ７２．５

�地域レベル（教育委員会・学校・関係機関等）で

対応するための組織の構築
１４７ ３２．２ １６６ ３７．１ １３５ ２９．０

�地域社会に対する子どものメンタルヘルスの啓発

活動の推進
８４ １８．４ １２４ ２７．７ ７５ １６．１

�その他 １５ ３．３ １６ ３．６ ２７ ５．８

「地域の関係機関等との連携の推進に当たって現在特に必要と思うこと」は、

＊ 小学校は、「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」３６９人（８０．９％）、「関係者とのネッ

トワークづくり（人的ネットワーク）」３１６人（６９．３％）、「主治医との連携・信頼関係の確立」

１５１人（３３．１％）の順に多かった。

＊ 中学校は、「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」３４２人（７６．５％）、「関係者とのネッ

トワークづくり（人的ネットワーク）」２９７人（６６．４％）、「スクールカウンセラーとの連携・

信頼関係の確立」２０８人（４６．５％）の順に多かった。

＊ 高等学校は、「関係者とのネットワークづくり（人的ネットワーク）」３３７人（７２．５％）、「学

校と保護者との連携・信頼関係の確立」３３６人（７２．３％）、「主治医との連携・信頼関係の確

立」２７５人（５９．１％）の順に多かった。

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに、「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」が最も多

く、次いで「関係者とのネットワークづくり（人的ネットワーク）」であった。小学校・中

学校・高等学校に進むにつれ、「主治医との連携・信頼関係の確立」が増えている。
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〈担任〉

問６ （校内連携）「子どものメンタルヘルスに関する問題」を解決するための連携の推進に当

たって現在特に必要と思うこと。（表―４４）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝１，３３７

中 学 校

Ｎ＝１，３２２

高等学校

Ｎ＝１，３７８

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

�相談室の確保と環境整備 ６１５ ４６．０ ６３４ ４８．０ ６５８ ４７．８

�支援のための校内組織づくりや充実 ８４０ ６２．８ ７３５ ５５．６ ６９６ ５０．５

�校内での教職員研修の実施 ５０９ ３８．１ ４１１ ３１．１ ３９２ ２８．４

�教職員の校外研修への参加 ３０９ ２３．１ ２４４ １８．５ ３０５ ２２．１

�校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろう

とする意識の向上
７３０ ５４．６ ７４８ ５６．６ ８４５ ６１．３

�校内関係者による会議の時間確保と定例化 ３１９ ２３．９ ３０４ ２３．０ １９５ １４．２

�その他 ２７ ２．０ ５０ ３．８ ４２ ３．０

�現状のままでよい ６６ ４．９ ５６ ４．２ ６７ ４．９

「連携の推進に当たって、担任が現在特に必要と考えていること」は、

＊ 小学校は、「支援のための校内組織づくりや充実」８４０人（６２．８％）が最も多く、次いで「校

内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」７３０人（５４．６％）、「相談

室の確保と環境整備」６１５人（４６．０％）の順に多かった。

＊ 中学校は、「校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」７４８人

（５６．６％）、「支援のための校内組織づくりや充実」７３５人（５５．６％）、「相談室の確保と環境

整備」６３４人（４８．０％）の順に多かった。

＊ 高等学校は、「校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」８４５人

（６１．３％）「支援のための校内組織づくりや充実」６９６人（５０．５％）、「相談室の確保と環境整

備」６５８人（４７．８％）の順に多かった。

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに上位３つは同じ傾向であった。
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（地域の関係機関等との連携）「子どものメンタルヘルスに関する問題」を解決するための連携

の推進に当たって現在特に必要と思うこと。（表―４５）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝１，３３７

中 学 校

Ｎ＝１，３２２

高等学校

Ｎ＝１，３７８

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

	学校と保護者との連携・信頼関係の確立 １，１５５ ８６．４ １，１２９ ８５．４ １，１５５ ８３．８


養護教諭との連携、信頼関係の確立 ７２４ ５４．２ ６７２ ５０．８ ８５９ ６２．３

�学校医との連携・信頼関係の確立 １３３ ９．９ ６５ ４．９ １２２ ８．９

�主治医との連携・信頼関係の確立 ２１８ １６．３ １６１ １２．２ ３６１ ２６．２


スクールカウンセラーとの連携・信頼関係の確立 ６３６ ４７．６ ８８５ ６６．９ ６８９ ５０．０

�関係者とのネットワークづくり（人的ネットワーク） ６４５ ４８．２ ５２０ ３９．３ ４７２ ３４．３

�地域レベル（教育委員会・学校・関係機関等）で

対応するための組織の構築
３８９ ２９．１ ３９８ ３０．１ １６５ １２．０

�地域社会に対する子どものメンタルヘルスの啓発

活動の推進
２０２ １５．１ １５８ １２．０ １１１ ８．１

�その他 １４ １．０ １３ １．０ ２１ １．５

�現状のままでよい ３４ ２．５ ３１ ２．３ ３０ ２．２

＊ 小学校は、「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」１，１５５人（８６．４％）が最も多く、次

いで「養護教諭との連携、信頼関係の確立」７２４人（５４．２％）、「関係者とのネットワークづ

くり（人的ネットワーク）」６４５人（４８．２％）、「スクールカウンセラーとの連携・信頼関係の

確立」６３６人（４７．６％）の順に多かった。

＊ 中学校は、「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」１，１２９人（８５．４％）、「スクールカウ

ンセラーとの連携・信頼関係の確立」８８５人（６６．９％）、「養護教諭との連携、信頼関係の確

立」６７２人（５０．８％）の順に多かった。

＊ 高等学校は、「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」１，１５５人（８３．８％）「養護教諭と

の連携、信頼関係の確立」８５９人（６２．３％）、「スクールカウンセラーとの連携・信頼関係の

確立」６８９人（５０．０％）の順に多かった。

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに、「学校と保護者との信頼関係を築くこと」が最も多かった。
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〈養護教諭〉

問１２ メンタルヘルスの対応に当たって、感じていることや困っていることがあるか。（記述）

＊ 「感じていること」では、「組織体制づくりの必要性（ネットワークづくりも含む）」が最

も多かった。

＊ 「困っていること」では、「対応時間不足」、「保護者の理解不足による対応の難しさ」が多

かった。

〈担任〉

問８ メンタルヘルスの対応に当たって、感じていることや困っていることがあるか。（記述）

＊ 「感じていること」では、「学校全体で取り組む校内支援体制づくり」、「職員の意識向上が

必要」がどの校種においても多かった。

＊ 「困っていること」では、「校務が多忙で十分な対応ができない」「問題が複雑・多様化し

ており、指導が困難である」が多かった。養護教諭の複数配置についても希望があった。

〈学校医〉

問４� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の対応についての意見（記述）

＊ 小学校、中学校、高等学校ともに多かった意見は、「校内関係者によるチームでの対応が

必要」「問題の早期発見、早期対応が必要」「学校医の参加、活用を考える」であった。

＊ 中学校、高等学校では、「精神科医等の専門家に相談できる体制づくりが必要」が多かっ

た。
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〈担任〉

問７ 養護教諭の役割について

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けての養護教諭の役割に対する期待

（表―４６）

複数回答

小学校

Ｎ＝１，３３７

中学校

Ｎ＝１，３２２

高等学校

Ｎ＝１，３７８

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�相談しやすい保健室の環境づくりに努める。 ９８１ ７３．４ ８６１ ６５．１ ９５６ ６９．４

�子どもの訴えを受け止め心の安定を図る。 １，１０３ ８２．５ ９４１ ７１．２ ９６１ ６９．７

�情報収集に努め、問題の原因や背景の理解を図る。 ４３６ ３２．６ ５８９ ４４．６ ５２４ ３８．０

�個別の支援計画の作成に参画する。 ２９４ ２２．０ ２００ １５．１ ２９５ ２１．４

�メンタルヘルスに関する取り組みを、企画・推進

する。
１９３ １４．４ １６４ １２．４ １９４ １４．１

�教科保健「心の健康」の単元に参画する。 ３１６ ２３．６ １２０ ９．１ ６４ ４．６

�関係者や関係機関との連絡・調整等を行う。 ３４４ ２５．７ ３５６ ２６．９ ５９６ ４３．３

�医学的な情報を教職員等に提供する。 ５８１ ４３．５ ４６０ ３４．８ ５２６ ３８．２

	地域の医療機関や相談機関の情報を提供する。 ４３７ ３２．７ ３５１ ２６．６ ５５４ ４０．２


その他 １３ １．０ １７ １．３ ２１ １．５

�わからない １３ １．０ ２３ １．７ １８ １．３

担任の「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けての養護教諭の役割に対する

期待は、

＊ 小学校は、「子どもの訴えを受け止め心の安定を図る。」１，１０３人（８２．５％）が最も多く、

次いで、「相談しやすい保健室の環境づくりに努める。」９８１人（７３．４％）、「医学的な情報を

教職員等に提供する。」５８１人（４３．５％）、「地域の医療機関や相談機関の情報を提供する。」４３７

人（３２．７％）「情報収集に努め、問題の原因や背影の理解を図る」４３６人（３２．６％）の順であっ

た。

＊ 中学校は、「子どもの訴えを受け止め心の安定を図る。」９４１人（７１．２％）が最も多く、次

いで「相談しやすい保健室の環境づくりに努める。」８６１人（６５．１％）、「情報収集に努め、問

題の原因や背景の理解を図る。」５８９人（４４．６％）、「医学的な情報を教職員等に提供する。」４６０

人（３４．８％）の順であった。

＊ 高等学校は、「子どもの訴えを受け止め心の安定を図る。」９６１人（６９．７％）が最も多く、

次いで、「相談しやすい保健室の環境づくりに努める。」９５６人（６９．４％）、「関係者や関係機

関との連絡・調整等を行う。」５９６人（４３．３％）、「医学的な情報を教職員等に提供する。」５２６

人（３８．２％）「情報収集に努め、問題の原因や背景の理解を図る。」５２４人（３８．０％）の順で

あった。

４２



＊ 担任が養護教諭の役割に期待することは、小学校、中学校、高等学校ともに同じ傾向で

あった。

〈学校医〉

問５ 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けて養護教諭、担任及び管理職の

役割としてどのようなことを期待するか。

� 養護教諭の役割（必要性の高いもの）（表―４７）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝４５１

中 学 校

Ｎ＝４５７

高等学校

Ｎ＝４６５

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�相談しやすい保健室の環境づくりに努める。 ３７０ ８２．０ ３４８ ７６．１ ３７２ ８０．０

�子どもの訴えを受け止め、心の安定を図る。 ３４３ ７６．１ ３００ ６５．６ ３４０ ７３．１

�情報収集に努め、問題の原因や背景の理解を図る。 ２７３ ６０．５ ２６６ ５８．２ ２９０ ６２．４

�個別の支援計画の作成に参画する。 １５６ ３４．６ １５３ ３３．５ １４８ ３１．８

�メンタルヘルスに関する取組を企画推進する。 １３６ ３０．２ １３５ ２９．５ １３３ ２８．６

�教科保健「心の健康」の単元に参画する。 ７４ １６．４ ７３ １６．０ ６５ １４．０

�関係者や関係機関との連絡調整等を行う。 ２４１ ５３．４ ２２９ ５０．１ ２２９ ４９．２

�医学的な情報を教職員等に提供する。 １３１ ２９．０ １３３ ２９．１ １４５ ３１．２

	地域の医療機関や相談機関の情報を提供する。 １６９ ３７．５ １４１ ３０．９ １４７ ３１．６


その他 １８ ４．０ １６ ３．５ １８ ３．９

＊ 学校医が養護教諭の役割に期待する事項は、小学校、中学校、高等学校ともに、「相談し

やすい保健室の環境づくりに努める。」、「子どもの訴えを受け止め、心の安定を図る。」が上

位に挙げられていた。

＊ 「メンタルヘルスに関する問題で支援した子どもの有無」により「有」と「無」の２群に

分けて比較したところ「個別の支援計画の作成に参画する。」（Ｐ＜０．０１）、「関係者や関係機

関との連絡調整等を行う。」（Ｐ＜０．０５）、「医学的な情報を教職員等に提供する。」（Ｐ＜

０．０５）、「地域の医療機関や相談機関の情報を提供する。」（Ｐ＜０．０１）において、「支援した

子ども有」と回答した学校医の割合が有意に高かった。
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〈学校医〉

� 担任の役割（必要性の高いもの）（表―４８）

複数回答

小学校

Ｎ＝４５１

中学校

Ｎ＝４５７

高等学校

Ｎ＝４６５

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�メンタルヘルスに関する基本的な知識の習得に努

める。
３１９ ７０．７ ２８９ ６３．２ ２９７ ６３．９

�子どもの言動や行動に対して、常に注意を払い問

題の早期発見に努める。
３７３ ８２．７ ３４９ ７６．４ ３７８ ８１．３

�子どものよい人間関係づくりに心がける。 ２５５ ５６．５ ２２２ ４８．６ ２３６ ５０．８

�子どものメンタルヘルスの問題については、関係

者と連携しながら組織的に対応する。
２４１ ５３．４ １９１ ４１．８ ２１１ ４６．３

�保護者及び子どもが担任に相談しやすい環境づく

りに努める。
３４８ ７７．２ ３２７ ７１．６ ３３８ ７２．７

�その他 ６ １．３ ３ ０．７ ７ １．５

＊ 学校医が担任の役割に期待する事項は、小学校・中学校・高等学校ともに「子どもの言動

や行動に対して、常に注意を払い問題の早期発見に努める。」、「保護者及び子どもが担任に

相談しやすい環境づくりに努める。」、「メンタルヘルスに関する基本的な知識の習得に努め

る。」が上位に挙げられていた。

＊ 「メンタルヘルスに関する問題で支援した子どもの有無」により「有」と「無」の２群に

分けて比較したところ「メンタルヘルスに関する基本的な知識の習得に努める。」（Ｐ＜

０．０５）、「子どものメンタルヘルスに関する問題」については、関係者と連携しながら組織的

に対応する。」（Ｐ＜０．０１）、「保護者及び子どもが担任に相談しやすい環境づくりに努める。」

（Ｐ＜０．０５）において、「支援した子ども有」と回答した学校医の割合が有意に高かった。
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〈学校医〉

� 管理職の役割（必要性の高いもの）（表―４９）

複数回答

小 学 校

Ｎ＝４５１

中 学 校

Ｎ＝４５７

高等学校

Ｎ＝４６５

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

�メンタルヘルスに関する基本的な知識の習得に努

める。
３１４ ６９．６ ２９２ ６３．９ ３０１ ６４．７

�職員研修の充実を図る。 ２４０ ５３．２ ２０８ ４５．５ ２２１ ４７．５

�校内組織の確立を図るとともに、組織が有効に機

能できるようにする。
２２５ ４９．９ ２２５ ４９．２ ２３７ ５１．０

�職員や保護者が管理職に相談しやすい、人間関係

づくりに努める。
３０８ ６８．３ ２７６ ６０．４ ２９０ ６２．４

�教育委員会や地域の関係機関等と適切な連携が図

れるネットワークづくりに努める。
２５６ ５６．８ ２１６ ４７．３ １８９ ４０．６

�相談室の設置など、環境整備に努める。 ２１０ ４６．６ ２３９ ５２．３ ２６１ ５６．１

�その他 １６ ３．４ １１ ２．４ １６ ３．４

＊ 学校医が管理職の役割に期待する事項は、小学校・中学校・高等学校ともに「メンタルヘ

ルスに関する基本的な知識の習得に努める。」「職員や保護者が管理職に相談しやすい、人間

関係づくりに努める。」が上位に挙げられていた。

＊ 「メンタルヘルスに関する問題で支援した子どもの有無」により「有」と「無」の２群に

分けて比較したところ「メンタルヘルスに関する基本的な知識の習得に努める。」（Ｐ＜

０．０５）、「校内組織の確立を図るとともに、組織が有効に機能できるようにする。」（Ｐ＜

０．０５）、「教育委員会や地域の関係機関等と適切な連携が図れるネットワークづくりに努め

る。」（Ｐ＜０．０１）において、「支援した子ども有」と回答した学校医の割合が有意に高かっ

た。
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〈学校医〉

問４� 子どものメンタルヘルスに関する問題の解決に向けて学校に対して望むこと。（表―５０）

複数回答

小学校Ｎ＝４５１ 中学校Ｎ＝４３６ 高等学校Ｎ＝４６３

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

�保健室における相談環境の整備 ２３３ ５１．７ ２５３ ５８．０ ２５８ ５５．５

�支援のための校内組織づくりや充実 １８４ ４０．８ １８５ ４０．５ １７７ ３８．１

�校内での教職員研修の実施 １７２ ３８．１ １５６ ３５．８ １５１ ３２．５

�教職員の校外研修への参加 １６１ ３５．７ １６０ ３５．０ １１０ ２３．７

�校内関係者で問題解決に向けて情報共有を図ろう

とする意識の向上
２０８ ４６．１ １７３ ３７．９ １８６ ４０．０

�校内関係者による会議の時間確保と定例化 ５９ １３．１ ６６ １４．４ ６０ １２．９

�学校と保護者等との連携・信頼関係の確立 ３４８ ７７．２ ３２６ ７１．３ ３２３ ６９．５

�教職員と養護教諭との連携、信頼関係の確立 ２６６ ５９．０ ２３８ ５２．１ ２７４ ５８．９

	学校と主治医との連携・信頼関係の確立 ２０３ ４５．０ １８３ ４０．０ ２０３ ４３．７


教職員とスクールカウンセラーとの連携・信頼関

係の確立
２１２ ４７．０ ２３２ ５０．８ ２３５ ５０．５

�関係者とのネットワークづくり（人的ネットワーク） １４６ ３２．４ １２９ ２９．６ １２３ ２６．６

�地域レベル（教育委員会・学校・関係機関等）で

対応するための組織の構築
１７５ ３８．８ １５０ ３２．８ １２１ ２６．０


地域社会に対する子どものメンタルヘルスの啓発

活動の推進
１２２ ２７．１ １１３ ２４．７ ７８ １６．８

�その他 ２３ ５．１ １６ ３．７ ２１ ４．５

�特に望むことはない ５ １．１ ７ １．５ １０ ２．２

＊ 学校医が「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けて学校に対して望むこと

は、小学校、中学校、高等学校ともに「学校と保護者との連携・信頼関係の確立」が最も多

く、次いで「教職員と養護教諭との連携、信頼関係の確立」、「保健室における相談環境の整

備」が多かった。

＊ 「メンタルヘルスに関する問題」で支援した子どもの有無により「有」と「無」の２群に

分けて比較したところ「校内での教職員研修の実施」（Ｐ＜０．０５）、「校内関係者で問題解決

に向けて情報共有を図ろうとする意識の向上」（Ｐ＜０．０５）、「学校と主治医との連携・信頼

関係の確立」（Ｐ＜０．０５）において、「支援した子ども有」と回答した学校医が有意に高かっ

た。
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3 「心の健康つくりに関する調査」結果の考察

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の実態把握

� 養護教諭が支援した主な「子どものメンタルヘルスに関する問題」は、「不登校、保健

室登校の問題」、「友達や家族などの人間関係の問題」、「軽度発達障害等の集団生活等への

不適応の問題」が多く、小学校、中学校、高等学校ともに共通していた。また、そのほか

については、いじめ、性に関する問題、リストカット等の自傷行為、虐待などがあり、多

様化していた。

� 養護教諭が「子どものメンタルヘルスに関する問題」で支援した子どもの１校当たりの

平均支援人数は、小学校約１５人、中学校約３５人、高等学校３１人であった。

� 養護教諭が、支援した子どものうち担任や保護者等から相談依頼を受けて支援した子ど

もの割合は、小学校４５％、中学校約３２％、高等学校約２４％であった。

� 「保健室登校・別室登校の子どもがいた学校」は、小学校、高等学校では約６０％、中学

校では、約９０％であった。ほとんどの中学校に保健室登校、別室登校の子どもがいた。

（別室登校は、養護教諭がかかわったもの）

「保健室登校・別室登校の子どもがいた学校」の１校平均の子どもの人数は、小学校１．３

人、中学校４．０人、高等学校１．５人であった。

� メンタルヘルスに関する問題で子どもを支援した担任は、小学校、高等学校では約

５０％、中学校では約８０％であった。

� メンタルヘルスに関する問題がある子どもの支援に当たっては、医療機関や相談機関等

との連携を必要とするものが多かった。

ア 養護教諭がメンタルヘルスに関する問題で受診等を勧めた子どもがいた学校の割合

は、小学校５０％以上、中学校、高等学校は８０％以上であった。

イ 担任が支援した子どもの中で「メンタルヘルスに関する問題で医療機関等の利用をし

た子どもがいた」との回答は、小学校約５０％、中学校約７０％、高等学校約６５％であっ

た。
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ウ 養護教諭が支援した子どものうち、受診等を勧めた子どもの割合は、小学校約１３％、

中学校約１５％、高等学校約２１％であった。

エ 養護教諭が受診等を勧めた子どもの「関係機関等の利用先」は、小学校、中学校、高

等学校ともに相談機関より医療機関が多かった。

オ 養護教諭が受診を勧めた子どものうち医療機関を利用した者は、小学校段階からすで

に心療内科や精神科等の受診が見られ、小学校、中学校、高等学校ともに医療機関（専

門医等）との連携が必要となっている。等

養護教諭が支援した「子どものメンタルヘルスに関する問題」は、不登校、保健室登校の問

題、友達などの人間関係の問題、発達障害、いじめ、性に関する問題、自傷行為、虐待、睡眠

障害など多様であった。また、医療機関との連携を必要とするものが多かった。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」への対応に当たっての組織体
制及び地域の関係機関等との連携状況

〈校内組織体制〉

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題に対応できる校内組織がある」と回答した担任

及び養護教諭は、小学校、中学校、高等学校ともに９０％以上であったが、校内組織がない

との回答もあった。

� 「校内組織の有無」では、同一校４人（担任３人・養護教諭１人）の回答が一致してい

なかった学校が小学校、中学校、高等学校ともに約２３％もあり、共通認識されていない現

状があった。

� 校内組織の名称は、小学校、中学校、高等学校ともに教育相談部が最も多かった。組織

の名称による活動の差は見られなかった。

� 「校内組織がある学校」において養護教諭が構成員として位置付けられている学校は、

１００％ではなかった。

� 「校内組織の会議の開催回数」は、小学校は「月１回」、中学校は、「週１回」、高等学校

は、「年数回」が最も多かった。

また、「校内組織の会議が計画的に実施されていた学校」は、小学校、中学校において

は約８０％であったが、高等学校は４０％程度であった。

� 事例検討会の実施は、小学校、中学校では７０％前後、高等学校では５０％に満たなかった。
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� 同一校の担任及び養護教諭の４人すべてが「校内組織が機能していた」と回答している

学校は少なく、個人の認識に大きな違いがみられた。このことからも、組織としての活動

内容が教職員に共通認識されていない現状があることが推察される。

� 保健室登校、別室登校の子どもへの支援に当たっては、「組織としての役割分担があっ

ても、養護教諭や担任だけに負担がかかりやすい」との養護教諭の回答が多く見られ、組

織としての保健室登校等への対応の在り方に問題があると考えられる。

保健室登校や別室登校の人数が多い場合においても、プライバシーの保護等ができる施

設の工夫や組織的な対応が図れる体制づくりが必要である。

以上、�～�の実態から、校内組織があっても十分に機能していない学校が少なからずある

ことが明らかになった。「子どものメンタルヘルスに関する問題」に十分な対応ができる組織

体制の確立が望まれる。

〈地域の関係機関等との連携状況〉

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」で、養護教諭が受診等を勧めた子どもの「医

療機関等の利用先」は、小学校、中学校、高等学校ともに、相談機関より医療機関が多

かった。「医療機関の利用先」は、小学校は、「小児科」、「心療内科」、「精神科」、中学校

は、「心療内科」、「精神科」、「小児科」、高等学校は、「心療内科」、「精神科」、「内科」の

順に多かった。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題で、地域の関係機関と連携した事例のある学校」

は、小学校約５１％、中学校約６０％、高等学校約４８％であった。（養護教諭）

� 校内及び関係機関との連携は、全体的には円滑に進められたとの回答が担任、養護教諭

ともに多かったが、連携が円滑に進まなかった事例も少なからずあった。

� 上記��の実態からの問題把握

� メンタルヘルスに関する問題がある子どもの支援に当たっては、医療機
関等との連携を必要とするものが多い。

（P４７「子どもメンタルヘルスに関する問題」の実態把握」� 参照）

これらの実態から、「子どものメンタルヘルスに関する問題」の支援に当たっては、医
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療機関との連携が必要となっている。受診の必要性の有無の判断においては、養護教諭が

重要な役割を果たしていると考えられる。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応できる校内組織のない学
校がある。

ア 学校規模が５００人以上であるにもかかわらず「子どものメンタルヘルスに関する問題

に対応できる校内組織がない」との回答が担任及び養護教諭ともにあった。

イ 「校内組織の有無」の回答が、同一校の回答者が一致していない回答が少なからずあ

り、共通認識されていない現状があった。

� 校内組織があっても十分に機能していない学校が少なからずある。

ア 組織の会議回数は、月１回、年数回が多い。

イ 会議が計画的に開催されていない学校は、小学校、中学校は約２０％、高等学校は約

６０％あった。

ウ 事例検討会を実施している高等学校は、小学校、中学校に比べて少なかった。

エ 養護教諭が組織の一員として位置付けられていない学校があった。

オ 保健室登校、別室登校への対応については、「校内組織としての役割分担があっても、

担任と養護教諭だけに負担がかかりやすい」、「保健室登校の子どもが多くなったとき

は、対応がむずかしい」との養護教諭の回答が小学校、中学校、高等学校ともに多かっ

た。

カ 「円滑に連携が進められなかった事例があった」との回答は、小学校、中学校、高等

学校において養護教諭は、約３０～４０％、担任は、約２０％であった。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」が生ずる要因が多様であること
から問題の理解や対応が困難となっている。

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の支援に当たって、担任が課題として挙げて

いたことは、「子どものメンタルヘルスの問題」が生ずる要因が多様であることから、理

解が困難になっている、医療が必要な子どもの対応については、専門的な知識が要求され

るため対応が難しい、などであり、小学校、中学校、高等学校ともに共通していた。
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� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の支援においては、学校医との
協力関係が弱い。

ア 「メンタルヘルスに関する問題で支援した子どもがいた。」と回答した学校医の割合

は、小学校、中学校、高等学校ともに１０％代であり、メンタルヘルスの対応に当たって

は、学校医と学校との協力関係が弱いことが明らかになった。

イ 学校医の「子どものメンタルヘルスに関する問題」の対応についての意見では、校内

組織体制の中に学校医が参画することを望んでいた。

� 保護者との連携が困難となっている。

ア 連携が円滑に進められなかった事例の主な理由は、小学校、中学校、高等学校ともに

「保護者が連携に消極的であった」が多かった（担任・養護教諭ともに共通）。

イ 養護教諭が受診等を勧めても「受診等をしなかった」理由は、「保護者の同意が得ら

れなかった」が多かった。適切な支援を行うためには、受診等の勧めに応えてもらう必

要があるため、保護者や子どもに不安を与えないように受診等の勧めに当たっても、関

係者による組織的な対応が望まれる。

子どもの支援に当たっては、保護者の理解と協力を得ることが不可欠なため、保護者

との信頼関係の構築に、日頃から努めておくことが大切である。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けて担任、養護教
諭、学校医が特に必要と考えていること

� 支援のための校内組織づくりとその充実を図ることが必要である。

ア 学校全体で支援できる校内組織体制づくり

イ 教職員の情報共有を図ろうとする意識の向上

ウ 会議の時間確保と定例化 等

� 「地域の関係者とのネットワークづくり」が必要である。

地域の関係機関等との連携の推進に当たっては、担任及び養護教諭ともに、「関係者と

のネットワークづくり（人的ネットワーク）」、「地域レベル（教育委員会・学校・関係機

関等）で対応するための組織構築」などが求められていた。

第２章 心の健康つくりに関する調査
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� 校内組織が機能し、効果的な連携を図るためには、次の事項が必要である。

ア 会議が適切に開催される。

イ 会議で具体的な対応策が立てられる。

ウ 組織メンバーが役割分担に基づいた対応ができる。

エ 推進・まとめ役が積極的な役割を果たす。

オ 連携メンバーがお互いの専門性や立場を尊重する。

カ 組織の活動が、教職員の理解を得られている。等

� 担任が「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けて養護教
諭の役割に期待すること

ア 子どもの訴えを受け止め心の安定を図る。

イ 相談しやすい保健室の環境づくりに努める。

ウ 医学的な情報を教職員等に提供する。

エ 地域の医療機関や相談機関の情報を提供する。

オ 情報収集に努め、問題の原因や背景の理解を図る。

カ 関係者や関係機関との連絡・調整を行う。等

� 学校医が、「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けて学校
に対して望むこと

ア 学校と保護者等との連携・信頼関係の確立

イ 教職員と養護教諭との連携・信頼関係の確立

ウ 保健室における相談環境の整備

エ 支援のための校内組織づくりや充実

オ 管理職は、メンタルヘルスに関する基本的な知識の習得に努める 等

を挙げており、保護者や教職員の人間関係づくり、メンタルヘルスに関する基本的な知

識の習得等を望んでいた。

� 調査結果を踏まえた上で、本委員会で効果的な校内連携等を図るために
必要と考えた主な事項は、下記の通りである。

ア 校内組織体制づくり

ａ 管理職はメンタルヘルスの理解を深め、リーダーシップをとる。
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ｂ 適切な組織構成員（養護教諭の位置付けは必須）

ｃ 校内組織における推進・まとめ役の明確化

ｄ 週１回の会議を計画的に開催

ｅ 関係者の役割分担の明確化

ｆ 支援計画の作成及び事例検討会の実施

ｇ 校内研修の実施 等

イ 保護者や地域の関係機関等との連携

ａ 受診等の勧めに当たっては、組織的な対応が必要（家族支援の視点を持つ）

ｂ 学校と保護者等との人間関係づくり

ｃ 学校と医療機関との連携

ｄ 相談機関等、地域の資源を活用する

ｅ 地域レベルの組織体制づくり（人的ネットワークづくりを含む）等

� 子どもの心の健康つくりに関する養護教諭の役割についての考察

本調査結果から子どもの心の健康つくりに関する養護教諭の役割について考察した。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に当たっての支援及び指
導的役割

養護教諭は、「メンタルヘルスに関する問題」のある子どもの支援をしていることが多

いことに加え、担任や保護者からの相談依頼も多いため、学校における「子どものメンタ

ルヘルスに関する問題」への対応に当たって、中心的な役割を果たすことが求められる。

また、担任や学校医が養護教諭の役割に期待することは、「子どもの訴えを受け止め心

の安定を図る。」、「相談しやすい保健室の環境づくりに努める。」、「医学的な情報を教職員

等へ提供する。」、「情報収集に努め、問題の原因や背景の理解を図る。」などであった。

これらの結果からも、「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に当たっての支

援及び指導的役割を果たすことが求められる。

� いじめや虐待等の早期発見、早期対応における役割

養護教諭は、「いじめの問題」や「虐待の問題」にかかわっており、いじめや虐待の早

期発見、早期対応に果たしている養護教諭の役割が大きいことが、本調査結果からも明ら

かになっている。いじめや虐待が深刻化している現状において、いじめ問題等に果たす養

護教諭の役割は、今後、より一層大きくなると考えられる。

第２章 心の健康つくりに関する調査
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� 特別支援教育に果たす役割

「軽度発達障害等集団生活等への不適応の問題」への対応が小学校、中学校、高等学校

ともに、上位に挙がっており、養護教諭の特別支援教育に果たしている役割が大きいこと

が明らかになった。今後、養護教諭の特別支援教育に果たす役割は、一層大きくなると考

えられる。

具体的な養護教諭の役割について考察すると、特別支援教育コーディネーター等と連携し

ア 発達障害に関する啓発活動

イ 発達障害のある子どもの早期発見、早期対応

ウ 特別支援教育に関する校内委員会への参画

エ 教職員、保護者、学校医、主治医、特別支援教育関係者などとの連携の推進 等

が考えられる。

� 養護教諭の「受診の必要性の有無」の判断において医療機関等とつなぐ
役割

養護教諭が支援をした子どものうち、受診等を勧めた子どもが多く、養護教諭は、「受

診の必要性の有無」の判断において重要な役割を果たしていることが明らかになった。

養護教諭は、「子どものメンタルヘルスに関する問題」の早期発見における窓口として

初期対応に当たり、養護教諭の「受診の必要性の有無」の判断により医療機関につなぐ役

割が求められる。

� 学校医等及び地域の医療機関等との連携推進の役割

メンタルヘルスに関する問題がある子どものなかには、すでに小学校段階から心療内科

や精神科の受診等が見られ、小学校、中学校、高等学校ともに医療機関（専門医等）との

連携が必要となっている。担任及び学校医の養護教諭の役割に対する期待では、「関係者

や関係機関との連絡・調整等を行う」などが求められていた。

これらの結果から、養護教諭は医療機関等との連携において中心的な役割を果たすこと

が求められる。また、医療機関との連携の推進に当たっては学校医の協力を得ることも必

要である。

� 地域保健等の情報収集及び学校保健情報の発信の役割

地域保健との連携における情報収集、教職員、保護者等への情報提供などにより、学校
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保健の理解や協力を得るための情報発信をしていく役割が求められる。

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応できる校内組織体制の確
立に果たす役割

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の対応に当たっては、担任及び養護教諭とも

に、「支援のための校内組織づくりや充実」、「校内関係者で問題解決に向けて情報共有を

図ろうとする意識の向上」、「校内関係者による会議の時間確保と定例化」が必要と考えて

おり、教職員が連携し合えることができる校内組織体制の確立が求められていた。

「子どものメンタルヘルスに関する問題」が増加し、多様化していることから、この問

題に適切に対応できる校内組織体制づくりが不可欠である。これらの問題を解決していく

ために養護教諭は、校内組織体制の確立に向けて積極的に働きかけていくことが求められ

る。

� 心身の健康の保持増進の推進に果たす役割

子どもの心身の健康の保持増進を図るため、全教育活動を通じての健康教育の推進に向

けて積極的な役割を果たすことが求められる。

	 上記（�～�）の役割を果たすために養護教諭に求められること

養護教諭は、これらの役割を果たすために、教職員、保護者等、関係者との人間関係づ

くりに努め信頼関係を築いていくことが大切である。また、子どもの日常の心身の健康状

況を的確に把握し、適切な対応を図るためには、日進月歩する医療に関する知識や技術の

習得に努め、専門職としての研鑽を積んでいくことが必要である。

以上、「心の健康つくりに関する調査」結果及び考察について述べてきた。調査結果を踏ま

えて、「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応できる学校内の組織体制づくりと地域

の関係機関等との連携の進め方等について、本委員会での検討結果を次に述べる。

第２章 心の健康つくりに関する調査
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「心の健康つくり」の推進に向けた組織体制づくりと連携 
第3章 

1
「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応でき
る組織体制づくりと連携

� 校内組織体制づくりの必要性

都市化、少子高齢化、情報化、国際化等による社会環境や生活環境の急激な変化は、子ども

たちの心身の健康に大きな影響を与えており、いじめ、不登校、喫煙、飲酒、薬物乱用、性の

問題行動、生活習慣の乱れ、アレルギー疾患の増加等の健康問題が深刻化している。多様化し

た現代的な健康課題の多くは、心の健康問題と深くかかわっていることが、平成９年の保健体

育審議会答申においても指摘されているところである。

そこで、「子どものメンタルヘルスに関する問題」の実態及び課題等を把握をするために、

全国調査を行った。その結果、「子どものメンタルヘルスに関する問題」は、「友人や家族など

の人間関係の問題」、「不登校・保健室登校・登校しぶり・引きこもり等の問題」、「軽度発達障

害等の集団生活等への不適応の問題」などが、小学校、中学校、高等学校ともに多いことが明

らかになった。これらの「子どものメンタルヘルスに関する問題」の対応に当たっては、学校

のみで解決するのは困難であるため、社会全体での取組が必要であり、学校・家庭・医療機関

を始めとする地域の関係機関等との連携の必要性が高まっている。問題解決を図るためには、

組織的な対応が必要であり、そのためには、校内組織体制の確立を図ることが不可欠である。

� 校内連携の必要性

「子どものメンタルヘルスに関する問題」への対応においては、下記の理由により教職員間

の連携が不可欠であると考える。

� 子どもを多面的・総合的に理解する必要がある。

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の背景は、多様化している。その問題の把握

に当たっては、一人の情報では不十分であるため、関係者との情報交換等により、子ども

を多面的・総合的に理解する必要がある。

� 教職員間の共通理解を図る必要がある。

会議の開催の定例化や事例検討会等の実施をすることが大切である。これにより、子ど

もの支援について、共通理解が図られ、効果的な支援ができる。

� 組織的な対応ができるよう構成員の役割分担を明確にする必要がある。
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組織的な対応を図ることにより、より効果的な支援ができる。 等

� 地域社会（医療機関等）との連携の必要性

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の対応に当たっては、学校のみで解決するのは困

難であるため、保護者と協力し、専門機関など社会資源を活用した取組が必要である。本調査

結果からも、医療機関等との連携を必要とする事例が多くなっていることから、「子どものメ

ンタルヘルスに関する問題」は、学校のみで解決するのは難しい状況にある。そのため、地域

レベルの組織体制づくり（人的ネットワークづくりを含む）が必要である。

2
「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応でき
る校内組織体制づくりに当たっての基本的な考え方

「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応できる校内組織体制づくりに当たって、本

委員会の基本的な考え方を述べる。

� 校内組織体制づくりの必要性

「子どものメンタルヘルスに関する問題」が増加し、多様化していることから、この問題に

適切に対応できる組織体制づくりをすることが必要である。しかし、各学校の実状において新

たに組織をつくることが困難な場合は、教育相談部や生徒指導部などの既存の組織を活用して

対応できるようにすることが必要である。なお、すでに対応できる組織がある場合において

は、より一層の充実を図ることが望まれる。

� 組織の構成員

基本的な構成員としては、次のメンバーが考えられる。

� 校長

� 教務主任

� 生徒指導主事

� 進路指導主事

� 保健主事

� 養護教諭

� 教育相談主任

� 学年主任

	 学級（ホームルーム）担任

第３章 「心の健康つくり」の推進に向けた組織体制づくりと連携
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 特別支援教育コーディネーター 等

必要に応じて

・ 学校医

・ スクールカウンセラー

・ その他

� 構成員の主な役割

組織が円滑に機能するためには、構成員の役割分担が明確になっていることが重要である。

以下、基本的な役割を示す。

� 校長：組織のリーダーとして実際の話し合いに出席し、対応策に当たっての決定権を持

つ。

� 教務主任：学習に関して、配慮を必要とする子ども、保護者等への対応に当たる。

� 生徒指導主事：生徒指導に関して、配慮を必要とする子ども、保護者等への対応に当た

る。

� 進路指導主事：進路指導に関して、配慮を必要とする子ども、保護者等への対応に当た

る。

� 保健主事：学校における健康教育を推進していく立場から、子ども、保護者等への対応

に当たる。

� 養護教諭：健康相談活動の実施等により、子ども、保護者等、医療機関等への対応に当

たる。（養護教諭は、子どもの心身の健康問題での対応に当たっては、中心

的な役割を果たすことが求められることから、組織への養護教諭の位置付け

は不可欠である。）

� 教育相談主任：教育相談に関して、配慮を必要とする子ども、保護者等への対応に当た

る。

� 学年主任：該当学年の学級（ホームルーム）担任、子ども、保護者等への対応に当たる。

	 学級（ホームルーム）担任：子ども、保護者等への対応に当たる。


 特別支援教育コーディネーター：特別支援教育に関する校内委員会等の代表者として参

画し、子ども、保護者等への対応に当たるとともに、

関係機関との連携を図る。

必要に応じて

○ 学校医：学校医の立場から、教職員、子ども、保護者等への対応に当たる。

○ スクールカウンセラー：カウンセラーの立場から、教職員、子ども、保護者等への対応

に当たる。

○ その他

※ 組織の運営に当たっては、上記のメンバーから、連絡・調整の役割（子どものメンタ
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ルヘルスに関する組織のコーディネーター）をする者を決める。

� 校内組織の運営

組織が機能するためには、次のことが必要である。

� 校長が会議に出席する。

「子どものメンタルヘルスに関する問題」は、学校全体で取り組んでいく必要があるた

め、校長（管理職）が主体となって心身の健康問題に取り組むことが不可欠である。

� 会議の開催の定例化（週１回の会議を計画的に開催する。）

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の早期発見、早期対応を図るためには、会議

の開催の定例化が必要である。中学校及び高等学校においては、計画的に開催するために

時間割表に位置付ける、小学校では、曜日を決めて行なうなどによって、会議の開催の定

例化が図れるようにする。

� 事例検討会の開催

事例検討会を実施することにより、事例に対する共通理解を深め、適切な支援を行うこ

とができる。また、関係者の資質向上が図られる機会となる。

� 校内研修

校内研修の実施により、教職員のメンタルヘルスに関する理解が深まり共通理解が図ら

れるとともに、子どもの問題の早期発見につながる。

� 医療機関や社会福祉機関等の社会資源の活用と連携

深刻化している「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応するためには、地域の

関係機関等の活用と連携が必要である。そのためには、地域の各関係機関の役割を把握し

た上で、活用を図ることが大切である。

� 会議の記録をとる。

支援計画及び事例の経過を記録することによって、これまでの支援方針・方法等につい

て分析検討をすることができる。

� 特別支援教育委員会、いじめ対策委員会、不登校対策委員会等が別々に組織されている

場合は、これらの組織間の情報の共有化を図り効果的な連携が図れるようにする。

以上、「心の健康つくりの推進に向けた組織体制づくりと連携」について、本委員会におけ

第３章 「心の健康つくり」の推進に向けた組織体制づくりと連携
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養護教諭の健康相談活動 

支援を必要とする子どもに 
対する気付き 

子どもからの相談依頼 

保護者からの相談依頼 

担任等 

支援を必要とする子どもに対する気付き 

「メンタルヘルス委員会」への協議の要請 

構成員への連絡・調整 

「メンタルヘルス委員会」の会議の開催 

「メンタルヘルス委員会」会議 

構成員 
 ①　校長 
 ②　教務主任 
 ③　生徒指導主事 
 ④　進路指導主事 
 ⑤　保健主事 
 ⑥　養護教諭 
 ⑦　教育相談主任 
 ⑧　学年主任 
 ⑨　学級（ホームルーム）担任 
 ⑩　特別支援教育コーディ 
　　ネーター　　　等 

　必要に応じて 
 　・学校医 
 　・スクールカウンセラー 
 　・その他 

初期対応 
 ・問題の把握 
 ・情報収集 
 ・問題の分析 
 ・支援方針・計画 
 ・メンバーの役割分担 
 
 　等 

継続支援 
 ・経過報告 
 ・事例検討会 
 ・支援計画の見直し 
 ・必要に応じて医療機関 
　　等の社会資源の活用 
 
　 等 

＊必要に応じてチーム編成をする。 

校医へ連絡・相談 
子どもの支援の実施 
 保護者との連携 

必要に応じて医療 
機関との連携 

・学年会議 
・職員会議への報告、 
　必要に応じて協議 
　（共通理解） 

子どもの支援の終結と評価 

る考え方を述べた。この考え方については、本委員会の調査結果及び「児童生徒の心身の健康

問題に対応するための指導調査研究団報告書」（平成１７年度 資料―５ 参照）を参考にして考

察した。

3
「子どものメンタルヘルスに関する問題」に対応でき
る校内組織運営の実際

� 組織的な対応の進め方

前述した「子どものメンタルヘルスの問題」に対応できる校内組織づくりに当たっての本委

（図―１５） 組織的な対応の進め方
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員会の基本的な考え方を基に組織的な対応の進め方について述べる。ここでは、子どものメン

タルヘルスに関する問題への対応組織名を「メンタルヘルス委員会」とした。

� 記録について

記録の取り方

� 記録の意義

ア 事例の経過を記録することによって、これまでの支援方針、方法等について分析検討

することができる。

イ 事例の経過を分析検討することによって、今後の支援に生かすことができる。

� 記録の視点

ア 事例の問題理解のための事実関係が把握できる情報

イ 問題を解決するための方策

ウ 経過に基づく支援方針、方法の修正とその理由

エ 子どもの変容と成長の要因

オ 担任及び校内組織との連携

カ 保護者との連携

キ 地域の関係機関（医療機関等）との連携

ク 学校医との連携

ケ その他

第３章 「心の健康つくり」の推進に向けた組織体制づくりと連携
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� 記録様式 例

〈例―１〉 メンタルヘルス個人記録票

＊個人情報につき取り扱い注意

委員会への報告日 平成 年 月 日 曜日

事例の概要（初回提出用）

児童生徒氏名 年 組 男 ・ 女 歳

担任氏名 報告者氏名

問題の概要

（報告者の現時点にお

ける把握）

関係者からの情報収集

◇学級（ホームルーム）

担任所見

◇養護教諭所見

◇子どもの問題把握に

必要と思われる情報

について記入

例：

◇出欠席・遅刻・早退

状況

◇友人関係

◇成績

◇家庭状況

◇保健室来室状況

◇健康状況 等

＊ 各学校の実状に応じて作成する。
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〈例―２〉 会議記録 ＊個人情報につき取り扱い注意

メンタルヘルス委員会会議録

会議開催日時 平成 年 月 日 曜日 時間 ～

会議開催場所 司会者氏名 記録者氏名

出席者氏名

報告事例の概要

検討回数 新規 ・ 継続（ 回目）

児童生徒氏名 年 組 男 ・ 女 歳

担任氏名 報告者氏名

問題の概要
（問題の把握）

話

し

合

っ

た

内

容

対応策の検討
◇事例の問題解
決のための事
実関係が把握
できる情報収
集

◇問題の分析
◇問題を解決す
るための方策
（支援方針・
計画の検討）

◇役割分担
◇事例検討会
◇経過に基づく
支援方針・方
法の見直し

◇校内関係者と
の連携

◇学校医との連
携

◇保護者等との
連携 等

関係機関との連
携
◇主治医との連
携（指導事項
等）

◇専門家のアド
バイス 等

経過報告
◇子どもの変容
と成長の要因

◇本人及び保護
者等の様子
等

評価

次回開催予定日 平成 月 日 曜日 終了

＊ 各学校の実状に応じて作成する。
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� 事例検討会の進め方

� 事例検討会の目的と利点

事例検討会は、関係者により、対象となる子どもの課題や問題状況について理解を深め、

よりよい指導・援助のあり方を見い出すための教育活動である。現在進行中の事例や過去の

事例について検討し合い、今後の対応に生かすことを目的として、定期的に、あるいは対応

に行き詰まったときなどに、積極的に開催していくことが必要である。

事例検討会には、次のような利点がある。

ア 事例に対する自分の理解や対応について客観的に見直す機会となり、その特徴や問題

点、盲点等に気付き、修正することができる。

イ 事例に対する自分の理解や対応の仕方を自己開示し、進んでアドバイスを求めることに

なるため、事例提供者を中心にして、お互いの人間関係が深められる。

ウ 話し合いを通して参加者間の共通理解や協力意識が高められ、緊密な連携が図られ易く

なる。

エ 参加者は、関係者の指導・援助方法や子ども観について知る機会となり、自分がそのよ

うな問題に出会った場合などに役立てることができる。

オ 学校長が責任ある決定をする際の貴重な理解・判断材料となる。

� 事例検討会の持ち方

ア 開催回数

週１回から月１回、あるいは学期に１回程度、学校の実態に応じて定期的に開くことが

望ましい。

イ 時間及び検討事例数

１回の事例検討会で１～２事例とし、１事例につき１～２時間程度が望ましい。

ウ 参加者

数人から１５人程度で開くことが望ましい。参加人数が多い場合は、数人規模の小グルー

プに分けて話し合いを持つことも有効である。参加者は、事例に関係するメンバーに限定

する場合と、自由参加で広くメンバーを集める場合がある。自発的な参加が理想的である。

エ 資料等の準備

資料作成で事例提供者の負担が大きくなると、参加しにくくなる。Ａ４判１～２枚程度

の分量で、しかも記入項目が定められている資料が望ましい。

オ 検討会の進行

事例検討会は、まず第一に、事例提供者にとって有益でなければならない。事例提供者が

最も困っていることについて、何らかの解決策や示唆を得ることが第一である。少なくと

も、「事例を出さなければよかった」と思われるようであってはならない。司会者には、こ
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うした観点から、話し合いを焦点化したり、整理したりすることが求められる。

� 事例検討会の内容

話し合いでは、それまでの経過を踏まえ、基本的には次のような内容に焦点を当てること

が効果的である。

ア アセスメントの吟味・検討

次の点について、アセスメントを深める。

・子どもの性格や行動の特徴

性格や行動の特徴を物語る具体的なエピソードとして伝えると参加者は理解しやす

い。また、「事実」と「判断」を区分して情報提示をする。

・子どもを取り巻く人的・物的環境

家族構成や家族間の人間関係、親の養育態度や子どもへの接し方の特徴、これまでの

家庭生活・生育史上のエピソードや学校生活上のエピソード、友人関係等について報告

する。

・問題場面や問題状況の理解

誰が、どのような場面で、あるいは誰（何）とのかかわりの中で、どのような問題状

況に陥っているのか（困っているのか）を吟味・検討する。

・自己資源や他者資源の理解

子ども自身の好きなことや得意なこと、できること（自己資源）や、友人や周囲の関

係者などの力（他者資源）をできるだけ多く出し合う。

イ 支援方針と対応策の吟味・検討

次に、アセスメントをもとに、問題状況（困っていること）の改善や克服、時には現状

維持に向けた方針や対応策を検討する。特に、どのような状況の中で、どのようなきっか

けから問題状況に陥ったのか、またその問題状況を維持させているものは何かといったス

トーリーやパターンを見立てていくことが効果的である。

� 事例検討会の留意点

事例検討では、対象となる子どもや、子どもを直接支援する援助者（養護教諭、担任等）

にとって有益な結果が得られるような話し合いにしなければならない。そのためには、参加

者は、次の点に留意する必要がある。

ア 事例検討会のねらいと留意点を確認し合う。

イ 援助的な態度での参加を心がけ、自由に発言できる雰囲気をつくる。

ウ 単なる自分の経験談の披露や事例担当者への批判を避ける。

エ 発言が長すぎないように、時間を気にする。

オ 「性格が悪いからもうどうしようもない」「親に問題がある」といった発言は、話し合い
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を妨げることになるので用いない。

メンタルヘルスに関する問題は複雑・多様化し、その理解や対応は困難な面が多い。この

点、学校では、子どもたちを様々な場面で多面的・継続的に捉え、多くの資源を活用しながら

かかわることができる。このような長所を生かしながらメンタルヘルスに関する問題に対処す

る際、事例検討会は極めて有益である。

� 地域保健（医療機関等）との連携の進め方

文部科学省では、子どもの様々な健康問題に対応し、健康教育を充実させるために学校と地

域保健等との連携の推進を図るモデル的な事業を実施するために、平成１６年度より「学校・地

域保健連携推進事業」を行っている。

４７都道府県すべてがこのモデル事業に取り組んでおり、学校と地域保健等との連携を推進す

るためのシステム構築やネットワークづくりの推進を図っているので、この事業の先進的な取

組を行っている事例を紹介する。

� 学校・地域保健連携推進事業のモデル例

【例１】○○県

平成１３年度から小学校・中学校を対象とした「こころの健康アドバイザー事業（○○県学

校保健会事業）」を発足させたところ、時を同じくして文部科学省の「健康相談活動支援体

制整備事業」の委嘱を受けることができ活動を展開していた。引き続き平成１６年度から文部

科学省の「学校・地域保健連携推進事業」の委嘱を受け、「こころの健康アドバイザー事業」

を更に拡充し、こころと体の健康問題の両方に対応できるように、「こころと体の健康アド

バイザー事業」を立ち上げた。
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「こころの健康アドバイザー事業」 

「こころと体の健康アドバイザー事業」 

学校・地域保健連携推進事業の委嘱 

・　県内を13ブロックに分割しアドバイザーAチームを配置 
　　※　心の健康問題のアドバイスにあたる 
　　　　Ａチームメンバー 
　　　　精神科医、小児科医、臨床心理技術者、精神保健福祉士

保健所及び保健福祉センターの担当者 

・　県内を県北、○○市、県南の３つの地域に分割しアドバイザーＢチームを配置 
　　※　アレルギー疾患や感染症など、体の健康問題のアドバイスにあたる 
　　　　Ｂチームメンバー 
　　　　皮膚科医、整形外科医、耳鼻咽喉科医、産婦人科医、歯科医 

・　高等学校は、県内を10地区に分割 
　　※　その学校の養護教諭等が該当ブロック内の事例検討会において

専門スタッフのアドバイスを受ける 

・各ブロックに、事務局校｛校長、養護教諭（小・中・高各１人）｝を配置 

ア 事業内容

（図―１６） ○○県教育委員会・○○県学校保健会の報告より】

（図―１７） 平成１７年度 こころと体の健康アドバイザー事業の流れ
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○○ 

相談終了後、直ちに 
相談依頼書送付 

　書類送付 
（教育事務所 
　市教育委員会を通す） 

○○ 

（図―１８） 相談する際の手続き（例：Ａチーム）

（図―１９） 相談する際の手続き（例：Ｂチーム）
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イ 相談活動における確認事項

ａ 子どものことで、対応に悩んでいる学校への支援である。（養護教諭や担任等）

ｂ 相談内容に応じた助言はするが、問題を解決するまでの治療やカウンセリングを継続

するものではない。（継続的な相談が必要ということは、すでに治療である。）

ｃ 子ども本人や保護者が相談を希望する場合、専門スタッフの了解のもと養護教諭等の

同席を原則とする。

ｄ 相談終了後、事務局へ報告する。

ウ ブロック会議や事例検討会における確認事項

★ブロック会議 各ブロックの事務局校が計画を立て、専門スタッフと事務局校との連絡

会である。

★事例検討会 各ブロックの事務局校が計画を立て、ブロック内の学校に参加を呼びか

け、事例を持ち寄り、専門スタッフからアドバイスを受け、支援につい

ての情報交換を行う。

◆ブロック会議と事例検討会は、同時に開催してもよい。

◆事例検討会で検討した事例は、一つの相談と見なす。

エ 事例検討会について

年間２～３回程度（最低２回は実施）

ａ 事務局校長あいさつ

ｂ チーム紹介

ｃ 専門医からの講話 （例：発達障害について）

ｄ 班別事例検討会

（相談事例を事前にあげ、その内容で行う場合や、課題を決めて行う場合等）

ｅ 参加者にアンケート実施

ｄ その他 （事務連絡等）

オ 成果と課題

不登校、広汎性発達障害、学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）などが学校

現場で増加傾向にあり、その対応に苦慮していた時期に、この事業が展開できたことはた

いへんタイムリーであった。

この事業は、専門スタッフとの相談や事例検討会及び校内研修会への専門スタッフの招

聘等により相談環境が整うことで学校現場に定着しつつあり、かなりの成果をあげてお

り、県全体の「精神保健」に対する県民の意識や理解の向上にも大いに役立っている。な

かでも、事例検討会はこころに問題のある子どもへの支援に悩んでいる養護教諭等にとっ

て、大変有意義であると好評であった。
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課題は、体に関する相談活動がまだ定着していないので、体の不安や悩みの相談にどう

応じていくか等、この事業の全体研修会でとりあげ周知していきたい。高等学校への対応

についても専門スタッフと相談しながら充実させていきたい。

また、学校医やスクールカウンセラーとの連携をどうするかも今後の課題である。

子どものこころの問題は学校だけでは解決できない。保護者はもちろん、地域の関係機

関等と連携していくことが不可欠である。この事業により、学校、保護者等、関係機関等

との連携がより一層推進されることを期待している。

【例２】○○市

○○市では、子どもの山積する健康問題に対応するため、これまでにも○○市医師会や歯

科医師会、保健所・保健センター等の地域保健との連携を重視した様々な取組を行ってき

た。

平成１６年度から文部科学省の学校・地域保健連携推進事業の○○県のモデル地域指定を受

け、これまでの積み重ねを基に、さらに充実した取組を展開している。
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連絡協議会の設置と開催 

専門相談医の委嘱と活動 

地区保健センターと管内中学校養護教諭との連絡会の開催 

連絡協議会の開催（年2回） 
精神科、婦人科、整形外科、皮膚科の専門相談医の委嘱 
学校と保健所、保健センター等地域保健関係機関との連携 
中学生を対象に歯科医師による喫煙防止教育の実施（新規） 
知的障害の子どもやその保護者を対象にした健康教育講座の開催（新規） 

○○ 

・地区保健センターと管内小学校養護教諭との連絡会（教育委員会事業） 
・学校精神保健事例研究会（医師会事業） 
・思春期保健対策事業（保健福祉局事業） 
・思春期の精神相談活動（教育委員会事業） 
・専門相談医に関するアンケート調査の実施（養護教諭会事業） 
・学校専門医の学校保健活動に関する実践研究事業（医師会事業） 

連絡協議会委員8名、２回の連絡協議会開催 

精神科医 ⇒「精神科医と語る会」「巡回事例検討会」「相談支援活動」 
婦人科医 ⇒「婦人科に受診する10代の子どもたちの実態を 
　　　　　　 知ってもらうためのシンポジウム」「相談支援活動」 
整形外科医 ⇒「相談支援活動」 
皮膚科医⇒「アトピー性皮膚炎の子どもの保護者向けアンケート調査」 
　　　　　「相談支援活動」 

ア 事業経過

イ 事業内容

ａ 連絡協議会の設置と開催

連絡協議会委員８名、２回の連絡協議会開催

ｂ 専門相談医の委嘱と活動

全市一地域として、精神科医３名、婦人科医３名、整形外科医１名、皮膚科医１名を

委嘱し、相談活動を実施

ｃ 学校と保健所・保健センター等、地域保健関係機関との連絡会の開催

ｄ 知的障害のある子どもやその保護者を対象にした健康教育講座の開催

ｅ 中学生を対象にした「歯医者さんの喫煙防止教室」の実施

（図―２０） ○○市教育委員会保健体育課「学校・地域保健連携推進事業報告」より
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ウ 活動状況

ａ 精神科医…「精神科医と語る会」、「巡回事例検討会」、「相談支援活動」

ｂ 婦人科医…シンポジウム「１０代の子ども達におくる婦人科医からのメッセージ」の開

催（婦人科相談医の顔と名前・考え等を学校職員に知ってもらうための企画）、「相談支

援活動」

ｃ 整形外科医…「相談支援活動」

ｄ 皮膚科医…「アトピー性皮膚炎の子どもの保護者向けアンケート調査」、「相談支援活

動」

ｅ 地区保健センターと管内小学校、中学校養護教諭との連絡会の開催

市教育委員会主催により、各保健センターで小学校、中学校別に年１回開催

エ 成果と課題

専門相談医については、電話相談やクリニックに出向いての相談等、気軽に相談できる

体制を整備したため、この制度が徐々に浸透しつつあることを実感している。

また、中学校区の小学校、中学校の関係者が一堂に会し、自校の事例について精神科医

が専門的に助言をしてくれる巡回事例検討会は、近隣の小学校、中学校が抱える問題を共

通理解でき、連携が深まる等、好評を得ている。

このほか、中学生を対象にした「歯医者さんの喫煙防止教室」は、歯周疾患が増加する

年代と喫煙に興味を持つ年代とが重なり、口腔の健康に視点を当てたことで目新しい内容

となり、子どもや教職員への啓発に大きな成果を上げている。

課題としては、専門相談医制度をどのように利用したらよいかの周知が不足しているこ

と、子どもの中には婦人科にかかわる問題が潜在しているにもかかわらず、表面に出にく

い現状があること等、専門科目によっては、相談体制を変えることも必要ではないかと考

えている。

また、補助金が無くなったときにも継続可能な事業にしていくことも併せて検討が求め

られている。

以上、「学校・地域保健連携推進事業」における先進的な取組事例を紹介した。学校内の組

織づくりのみならず、地域レベルの組織体制づくりが求められる。

� 地域の主な関係機関等

メンタルヘルスに関する相談を受け付けている地域の主な関係機関等と、その内容につい

ての概要を次に示した（表―５１「地域社会の主な関係機関等一覧」）。地域によって様々な取

組が行われているので代表的なものについて取上げた。地域の関係機関等の役割を理解した

上で、活用していくことが必要である。
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ア 教育センター等教育委員会所管の機関

各都道府県の教育センターに、教育相談を専門に行う部署が設置されており、教員、精

神科医、心理関係職員などが、学校から相談依頼を受けた子どもの対応に当たっている。

イ 児童相談所

各都道府県に設置されており、１８歳未満の子どもの様々な問題に対応している。都道府

県によっては、その規模等に応じて複数の児童相談所及びその支所を設置している。主な

事業内容は、家庭や学校などからの相談に応じること、子どもや家庭について必要な調査

や判定を行い、指導を行う、子どもの一時保護を行うなどである。

ウ 精神保健福祉センター

各都道府県に設置されており、精神障害者の活動の支援を行うなど、精神保健福祉に関

する相談の窓口を持つ相談機関である。精神科医、臨床心理技術者、精神科ソーシャル

ワーカー、作業療法士、保健師、看護師などの専門職が配置されている。主な事業は、精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（精神保健福祉法）により、ａ 精神保健及び精

神障害者の福祉に関する知識の普及を図り、及び調査研究を行うこと。ｂ 精神保健及び

精神障害者の福祉に関する相談及び指導のうち複雑又は困難なものを行うこと。ｃ 精神

医療審査会の事務を行うこと、等について規定されている。

エ 発達障害者支援センター

全国４８都道府県市に設置されている（平成１８年９月１日現在）。主な業務は、発達障害

の早期発見・早期発達支援等に関する本人及びその家族への専門的な相談又は助言、専門

的な就労の支援、関係機関に対する発達障害についての情報提供及び研修、関係機関や団

体との連絡調整等である。

オ 保健所

都道府県、指定都市などに設置されている。主な業務は、栄養の改善及び食品衛生に関

する事項、医事及び薬事に関する事項、保健師に関する事項、母性及び乳幼児並びに老人

の保健に関する事項、歯科保健に関する事項、精神保健に関する事項、エイズ、結核、性

病、感染症その他の疾病の予防に関する事項、その他地域住民の健康の保持及び増進に関

する事項等を行っている。

カ 民生委員・児童委員

民生委員は、民生委員法に基づいて、厚生労働大臣の委嘱を受けると同時に児童福祉法

における「児童委員」を民生委員が担うこととされている。平成６年度には、児童福祉を

専門に活動する「主任児童委員」制度が創設され、子どもに関しては特に、虐待の防止・
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早期発見、在宅サービスなどを行っている。

キ 特別支援学校

地域の幼稚園、小学校、中学校、高等学校等からの要請に応じて、教育上、特別な支援

を必要とする子どもの教育に関し、必要な助言又は援助を行なっている。

� 専門医の診療領域について

専門医の診療領域について、次に概説する。

精神（神経）科 心の問題・脳の問題・体の問題に合併した要因と考えられる精神症状

＊環境や対人関係をはじめとするストレスによる心身の不調や不適応（う

つ状態、自殺願望、食欲低下、感情の不安定、不眠、不登校、引きこも

り 等）

＊発達障害〔アスペルガー障害、自閉性障害、注意欠陥多動性障害

（ADHD）、学習障害（LD）、チック障害、行為障害、精神遅滞 等〕

＊精神病（統合失調症、内因性うつ病、躁うつ病 等）

＊薬物依存、アルコール依存

＊不安障害〔心的外傷後ストレス障害（PTSD）、強迫性障害、パニック

障害 等〕、パーソナリティ障害、解離性障害 等

小児科 � 一般的な身体疾患や心理社会的要因が関与する心身症 等

� 子どもの成長や発達の評価、育児支援 等

＊初診は、１５歳までを対象とする。

心療内科 精神的要因が強く影響する内科・小児科的問題

＊心身症、うつ病や摂食障害などに伴なう身体症状 等

神経内科 内科的治療を要する脳の疾患

＊てんかん、脳炎、結節性硬化症 等
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表―５１ 地域社会の主な関係機関等一覧

地域社会の主な関係機

関等
対象 主な相談の内容 関連法規

�
教育センター等

教育委員会所管の機関

幼児・児童・生

徒

不登校、友人関係、障害、学習や進

路の悩み等
なし

�
児童相談所

（家庭児童相談室等）

児童とは

満１８歳に満たな

い者をいう

子どもの発達、障害、児童虐待、し

つけ、育児の悩み、不登校、非行等

の相談

児童福祉法、児童虐

待の防止に関する法

律

� 福祉事務所
特に

年齢制限はない

生活保護、母子生活支援施設への入

所、知的及び身体障害（児）福祉に

関する相談

社会福祉法関連法規

（生活保護法

児童福祉法

母子及び寡婦福祉

法）

�
精神保健

福祉センター

特に

年齢制限はない

精神保健及び精神障害者福祉に関す

る相談及び指導

引きこもりの問題に悩む家族に対す

る相談窓口（平成１３年度に指定）

精神障害者保健福祉手帳の交付等

精神保健及び精神障

害者福祉に関する法

律（精神保健福祉法）

�
発達障害者

支援センター

特に

年齢制限はない
発達障害に関する相談 発達障害者支援法

�
保健所

（保健センター）

特に

年齢制限はない

うつ病、ひきこもり、アルコール問

題

思春期の健康相談、エイズに関する

相談等

（身近な健康問題は市町村保健セン

ターで対応している。）

地域保健法

� 警察
特に

年齢制限はない

少年非行の問題、ストーカーなどの

被害、児童虐待、いじめなどの問題

等の相談

警察法

刑事訴訟法 等

� 家庭裁判所
特に

年齢制限はない

少年の非行や虞犯についての対応の

仕方、および夫婦関係、親権、その

他の人間関係に関する法的問題の相

談

裁判所法

	 少年鑑別所

少年法での「少

年」とは、２０歳

に満たない者を

いう。

非行の問題、家庭内暴力、交友関係

の問題、性の問題などの相談

少年法

少年院法


 民生委員・児童委員
特に

年齢制限はない

児童に関しては特に、虐待の防止・

早期発見、在宅援助などを行ってい

る。

民生委員法

児童福祉法

�
電話の相談

（いのちの電話など）

特に

年齢制限はない

特に内容についての制約はないが、

自殺防止やいじめ相談等の利用が多

い。

なし

� 特別支援学校
特に

年齢制限はない
特別支援教育に関する相談 学校教育法
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おわりに

以上、本委員会における子どもの心の健康つくりに関する調査結果及び「児童生徒の心身の

健康問題に対応するための指導」調査研究団報告書（フィンランド団）を基に検討した結果を

述べてきた。

近年、社会的な問題になっているいじめや虐待をはじめ、多様なメンタルヘルスに関する問

題が起きている状況のなか、今後、ますます「子どものメンタルヘルスに関する問題」は増加

していくことが予想される。そのため、校内及び地域レベルの組織体制を確立し、子どもの心

の健康つくりを組織的に進めていくことが強く求められる。

最後に、心の健康つくりに関する調査にご協力いただいた関係者に厚く御礼申し上げるとと

もに、本委員会の調査結果及び提言が、子どもの心の健康つくりの推進に役立てられることを

願っている。
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資　料　編 

呼
吸
器
系

【気管支喘息】

小児喘息は、発作性に笛声喘鳴を伴う呼吸困難を繰り返す疾患であり、発生した呼吸困難は自然な

いし治療により軽快、治癒するが、ごくまれには致死的である。アレルギー疾患であるが、心理的因

子が発作の出現に関与している可能性や、喘息による心理社会性の発達の阻害、喘息を難治化させる

心因の存在などに注意する必要がある。薬物療法としては気管支拡張薬、去痰薬、抗アレルギー薬及

び吸入ステロイド薬などが使用される。

【過換気症候群】

激しい運動や疲労などの身体的因子や、不安、恐怖、怒りなどの精神的因子が存在するところに、

ストレスが誘因となり発作的に起こる換気調節障害である。過換気により呼吸性アルカローシス（血

液中のCO２濃度が低下する）を生じ、呼吸促迫、胸が苦しくなる、動悸などとともに、手足のしびれ、
こうちょく

硬直、ふるえ、頭痛、意識消失などの症状が現れる。発作時には落ち着いて対応し、子どもや周り

の者の心理的安定を図ることが大切である。対応はペーパーバック法（紙袋による）が有効である。
がいそう

【心因性咳嗽（神経性咳嗽）】
かくたん

長期間続く喀痰を伴わない咳で、日中、特に人前で多く聞かれ、睡眠中は消失する。心因性である

ので、注意や叱責をしないようにする。予後は比較的良好であるが、難治の場合は薬物療法が行われる。

循
環
器
系

【起立性調節障害】
どう き

立ちくらみ、めまい、気持ち悪い、動悸、息切れ、腹痛、頭痛などの脳貧血症状や自律神経症状を

示す子どもの自律神経失調症である。症状は一般的に午前中に強く、朝なかなか起きられない。小学

校高学年から高等学校までの年齢に多くみられ、不登校を伴うことも少なからずある。基本的には成

長に伴う身体の変化が大きいので、時期が来れば症状は改善される。規則正しい生活や適度な運動を

させることが基本である。薬物療法が行われることもある。

消
化
器
系

【過敏性腸症候群】
ぼうまんかん

腸管機能の亢進した病態に基づき、腹痛、腹部膨満感及び便通異常（下痢、便秘、下痢と便秘を繰

り返す）が持続し、種々の腹部の不定愁訴を訴えるが、器質的病変が証明されないものである。男子
えん げ しょう

では下痢、女子では便秘が多い傾向がある。また空気嚥下症を伴うことが多いため、腹部膨満感、
ふくめい ほう ひ

腹鳴、放屁などのガス症状を呈し、集団生活や対人関係において緊張や不安が増してくる。治療は病

態の説明、生活指導、カウンセリングなどの心理療法や薬物療法が行われる。

【消化性潰瘍】

心理的ストレスの増加や食生活の変化に伴って、小児期では年齢が進むにつれて増加している。最
かいよう

近、内科領域ではヘリコバクターピロリ（ピロリ菌）が主要因子として注目されている。小児の潰瘍
おう と

は十二指腸潰瘍がほとんどで、胃潰瘍はまれである。症状は腹痛、嘔吐、吐血、下血などであるが、

貧血のみが主訴のこともある。ヘリコバクターピロリ感染が認められれば、除菌療法が推奨されてい

る。特に難治例や再発例では、「不規則な生活や食生活の是正」、「学校の問題、友人関係などとの関

連を探る」ことも大切である。治療は、薬物療法が行われる。
おう と

【周期性嘔吐症（自家中毒症）】

急に始まる頻回の嘔吐で、１日から数日で軽快する。腹痛を訴えることが多く、発作時には顔面蒼

白、四肢冷感、無気力、無欲状態となる。誘因が不明のことも多いが、感冒などの体調不良、環境変

化、緊張などのストレス要因が認められる場合もある。年に数回の頻度で反復し、年長になるに従い

軽快する。治療は適切な病態の説明、親子の不安感の除去、薬物療法などが行われる。

資料―１ 心身症及びその関連疾患
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【心因性嘔吐（神経性嘔吐）】

器質的疾患を認めない、様々な心理的要因によって生じる反復性の激しい嘔吐である。治療は嘔吐

や悪心などの症状の緩和を図るとともに、背景にある心理社会的要因を探りそれを取り除くことが必

要である。

内
分
泌
・
代
謝
系

【神経性食欲不振症（拒食症、anorexia nervosa：AN）】

やせる事を強く望み、脂肪が付いている事を恐れるあまり食事を極端に制限し、体重が著しく減っ

てしまった状態をいう。家族内葛藤や個人の心理・身体・行動の特性、自我の成熟度（ストレス耐性

や対処能力）、社会文化的風潮などが発症準備因子となる。ダイエットや太っていることを指摘され

たり体調や環境の変化などが誘因となり、さらに持続・増悪因子が加わり病像が形成される。診断基

準（厚生省研究班）は、�標準体重の－２０％以上のやせ、�食行動の異常（不食、大食、隠れ食い、

など）、�体重や体型についての歪んだ認識、�発症年齢が３０歳以下、�女性ならば無月経、�やせ

の原因として考えられる器質的疾患がない、が示されている。治療は身体的治療、心理的治療、家族

治療などが行われる。

【神経性過食症（過食症、bulimia nervosa：BN）】

発症年齢は平均してANよりやや高く、近年、増加する傾向にある。ANで発症しBNに移行するこ

とも多い。コントロールできない過食を繰り返し（平均して週２回以上）、過食による体重増加を防

ぐために、自己誘発による嘔吐や下剤を乱用したり、絶食または過剰な運動を行ったりする。病因は

ANと同様であり、治療の基本も同様である。

【単純性肥満症】

単純性肥満症のすべてが心身症ではないが、欲求不満や心理的ストレスによって逃避的過食や運動

不足になり、肥満をきたすことが知られている。また、肥満があると自己評価が低くなりがちで、動

くことが億劫になるため徐々に消極的になり、意欲の低下を引き起こすという悪循環を形成してい

く。治療の基本は生活指導と食事指導であるが、心理的なサポートが特に重要である。

排
泄
器
系

【夜尿症】

夜間睡眠中に布団の中で排尿する状態が５～６歳を過ぎても引き続き見られる場合をいう。夜尿症

は、その状態から一次性（生来型）と二次性（獲得型）に分類される。二次性夜尿は数パーセントに

すぎないが、子どもの不安や緊張を増大させるような心理的要因が存在することが多い。また一次性

の場合は子どもに二次的に劣等感や消極性などの心理的問題が生じていることがある。治療は、「起

こさず、あせらず、しからず、成功すればほめる」ことを基本として、水分・塩分摂取量の制限、冷

え症状への対応、排尿抑制訓練、薬物療法などが行われる。
い にょう

【昼間遺尿症】

昼間に尿を漏らすものを昼間遺尿症といい、ほとんどは夜尿症も合併している。原因としては、ト

イレット・トレーニングの失敗や膀胱など尿路系の器質的・機能的障害が基盤にあることが多い。生

活指導としては排尿中断訓練や排尿抑制訓練を行い、薬物療法としては尿失禁治療薬が使用される。

また高学年になると、二次的に心身医学的問題を抱えることが多くなり、十分に配慮した対応や治療

が望まれる。

【心因性頻尿】

心理的な緊張などに伴い生じる頻尿で、幼児期から小学校低学年の子どもによくみられるが短期間

で消失するものが多い。覚醒時にのみ生じ、夜間に頻尿のため睡眠障害になることはなく、覚醒時も

何かに集中していれば尿意を感じないことが多い。尿路感染症との鑑別が必要であるが、排尿痛など

の症状の有無や検尿により容易である。背景になったストレスや性格などを考慮した指導が行われる。
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い ふん

【遺糞症】

４～５歳を過ぎても下着や床などに繰り返し排便してしまう状態をいう。知的障害があり排便訓練

が行われていないもの、排便訓練時の激しい叱責や入学・入園に伴う排便習慣の変化、排便を失敗し

たことによるいじめなど排便に関する問題が引き金になっているものが多い。便性から便秘型と下痢

型に分けられる。治療は、親子が緊張関係におかれていることが多いので、親子関係の改善を図りな

がら、心理的な治療が行われる。便秘型の場合は規則正しい食事、運動、排便習慣の確立、下痢型で

は整腸剤などの薬物療法が行われる。

神
経
・
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【心因性頭痛】

心理的なストレスにより生じた頭痛をいう。朝方訴えることが多く、学校を休むと午後には改善す

ることが多い。偏頭痛や筋緊張性頭痛もストレスなどの心理的要因がその増悪因子として関与してお

り、鑑別することは困難である。心因性頭痛が疑われる場合は、鎮痛薬などの投与とともに心理療法

が行われる。

【運動麻痺】

ヒステリーの転換症状の一つと考えられる。麻痺は片麻痺、単麻痺、対麻痺のいずれの形も見ら
こうしゅく はいようせい い しゅく

れ、期間が長ければ関節拘縮や廃用性萎縮を来たす。器質的疾患は見られない。ヒステリーの症状

であることから、心理療法が行われる。

【チック症】

付随意運動の一種で、突発的に繰り返し起こる急速で、短い、限局的な骨格筋の収縮または発声で

ある。前者は運動チックと呼ばれ、全身に起こりうるが多くは顔面、頚に出現し、後者は音声チック

と呼ばれる。一過性の単純性チックからトウレット障害のような音声チックを伴う複雑チックが１年

以上続く難治性チックが含まれる。治療の基本は支持的精神療法や家族ガイダンスおよび環境調整で

ある。また重症と判断される場合は薬物療法が行われる。

【心因性発熱】

視床下部体温中枢の情動ストレスに対する反応性が亢進し、体質や自律神経系の不安定性が関係し

て発熱を来たすと考えられている。発熱の程度は微熱のこともあるが、３８℃以上になる場合もある。

本人には、心因性であることを理解させた上で、熱を測らせないようにする。解熱薬は使用せず、抗

不安薬や漢方薬が用いられる。

【心因性けいれん】

ヒステリーけいれんともいわれる。てんかん発作を疑わせる症状があるが、非典型的な発作、多様

で一定しない発作、発作後の症状がない、抗てんかん薬に反応しない、ストレスで悪化するなどの特

徴がある。また発作時脳波に異常を認めない。治療は、心理療法が行われる。

感
覚
器
系

【心因性視力障害】

小学生、中学生の子どもに見られ、女児に多い。「見えない」という症状を訴えるが眼科的検査や

中枢神経系の検査などで異常が認められない。他の心身症と合併していることも多い。多くの例は学

校での検診で指摘され、それまでは無自覚で、日常生活は支障なく過ごしている場合が多い。心理的

要因の関与が強いものは心理療法が行われ、自覚症状がないものは経過観察される。予後は比較的良

好で、自然に回復するものが多い。

【心因性聴力障害】

単独で起こる場合と、心因性視力障害と合併して起こる場合とがある。「聞こえない」という症状

を訴えるが、耳鼻科的な疾患は認められない。聴力低下の程度は種々であるが、会話などの日常生活

には支障のない場合が多い。治療や予後は心因性視力障害と同様である。

【その他の疾患】

心因性失声症、心因性知覚障害、心因性味覚障害、心因性嗅覚障害などがある。

資料編 心身症及びその関連疾患
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【円形脱毛症】

瘢痕や皮膚病変を伴わず、円形ないし卵円形の脱毛班として出現する。ほとんどは単発であるが、

時に複数個であったり、まれに全頭部や全身に及ぶこともある。免疫機構の乱れや心理的問題が主た

る要因と考えられている。単発のものは２～３カ月で自然治癒することが多い。治療は、不安を軽減

し、増悪する場合や、再発を繰り返す場合は環境調整や心理療法が行われる。
ばつもう

【抜毛症】

心理的ストレスのために、強迫的に繰り返し毛を抜く習癖である。円形脱毛症に比べて、脱毛の境

界が不明瞭で、ちぎれた短い毛が残っていることが特徴である。頭髪に多いが眉毛や睫にも生じるこ

とがある。症状の増悪には心因が関係し、秘められた攻撃性が考えられる子どももいる。一方で「何

となく抜き始めたが、今では癖になり止らない」という、他の神経性習癖と類似したものもある。治

療は、叱らずに、無意識に行う行為に気付かせることが基本である。その上で環境調整や心理療法が

行われる。

【アトピー性皮膚炎】
かんかい

アレルギー疾患であるアトピー性皮膚炎は、日本皮膚科学会によると「増悪・寛解（症状が改善さ

れる）を繰り返す、掻痒（かゆみ）のある湿疹を主病変とする疾患であり、患者の多くはアトピー素

因を持つ」と定義される。乳児期に発症することが多いが、学童にいたる頃には軽快傾向を示す。一

方、中学校・高等学校進学頃まで症状が持続する重症難治例もある。ストレスにより悪化する。また

アトピー性皮膚炎が心理的問題に強く影響を及ぼしている可能性もあるので、その対応策が必要であ

る。治療は原因・悪化因子への対応、スキンケアー及び薬物療法が行われる。

そ
の
他

きつおん

【吃音】

言語器官の協調運動がうまくいかず、話し言葉のリズムに障害を来たす状態である。最初の音や音

節を反復するもの、引き伸ばすもの、途中で急につまって出てこなくなるものなどがある。２～７歳

に発症し、男児に多い。吃音は緊張している時や不安な時に悪化し、落ち着いている時には消失す

る。治療は保護者等に対して、子どもに不安を与えない、子どもの話をしっかり聞くなどの指導が行

われる。小学校入学後は家族への対応だけでなく、学校の理解・協力が必要となってくる。
かんもくしょう

【緘黙症】

言葉を理解し、話す能力がありながら言葉を発しない状態をいう。あらゆる場所で話さない場合を

全緘黙、特定の場面で話さない場合を選択性（場面）緘黙といい、後者がほとんどである。発生要因

としては、知能低下、遺伝的要因、養育態度の不適切さ、社会的接触を乏しくさせるような環境要因

が指摘されている。治療は話をさせることではなく、緊張や不安を軽減させ、他人と関係をとる力を

つけさせることである。そのためには非指示的・非言語的な遊戯療法から行われ、関係の深まりに応

じて、指示的な治療や集団治療が行われる。

【睡眠障害】
や きょうしょう

子どもの睡眠障害の主なものは、夜驚 症と夢中歩行であり、年齢が高くなると不眠（睡眠リズム

障害）が出現する。夜驚症は睡眠中突然起き上がり、大声をあげ、不安または恐怖を推測させる行動

を示す。多くは数分でおさまり、速やかに再入眠し、翌日には覚えていない。治療は心配している家

族に自然に治ることを判りやすく説明することが基本となる。必要に応じて薬物療法も行う。

夢中歩行は夜驚に比べて感情の表出がなく、突然起き上がり歩き回るが、意識は不鮮明で刺激を加

えても目覚めない。数分の後、再入眠し翌日には覚えていない。発作中の事故防止対策が必要であ

る。治療は夜驚症と同じである。

不眠の訴えで多いのは夜、寝つけないことであり、「夜更かし、昼間寝ている」の悪循環に陥って

いる。思春期の子どもの不眠には起立性調節障害や不登校の結果として生じていることが多い。ま

た、「眠れない」との訴えの背景に神経症的問題を抱えていることも多く、それに基づく心理療法が

必要となる。実際に多い入眠困難に対して、睡眠導入剤が使われることもある。
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【不登校との関係】

不登校の子どもには、健常から心身症、神経症、慢性疾患、精神病、発達障害、児童虐待などあら

ゆる問題や疾患が関与していると考えられる。不登校の初期には、ほとんどの子どもが身体症状を訴

えるので、早期に発見し、早期に適切に対応することが重要である。

資料編 心身症及びその関連疾患
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資料―２ 学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、高機能自閉症等の定義について

�学習障害（LD）の定義 〈Learning Disabilities〉

学習障害とは、基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書

く、計算する又は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な

状態を指すものである。

学習障害は、その原因として、中枢神経系に何らかの機能障害があると推定されるが、

視覚障害、聴覚障害、知的障害、情緒障害などの障害や、環境的な要因が直接の原因とな

るものではない。

（出典：「学習障害児に対する指導について（報告）」（平成１１年７月））

�注意欠陥多動性障害（ADHD）の定義 〈Attention―Deficit／Hyperactivity Disorder〉

ADHDとは、年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、及び／又は衝動性、多動性を

特徴とする行動の障害で、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすものである。

また、７歳以前に現れ、その状態が継続し、中枢神経系に何らかの要因による機能不全

があると推定される。

（出典：「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」（平成１５年３月）

�高機能自閉症の定義 〈High―Functioning Autism〉

高機能自閉症とは、３歳位までに現れ、�他人との社会的関係の形成の困難さ、�言葉

の発達の遅れ、�興味や関心が狭く特定のものにこだわることを特徴とする行動の障害で

ある自閉症のうち、知的発達の遅れを伴わないものをいう。

また、中枢神経系に何らかの要因による機能不全があると推定される。

（出典：「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」（平成１５年３月）

※アスペルガー症候群とは、知的発達の遅れを伴わず、かつ、自閉症の特徴のうち言葉の発達

の遅れを伴わないものである。なお、高機能自閉症やアスペルガー症候群は、広汎性発達障

害に分類されるものである。
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資料―３ 発達障害に関するＱ＆Ａ

Ｑ１ アスペルガー症候群が疑われる子どもがいるのですが、保護者に不安を与えないよう

に、どのような点に注意して、受診を勧めたらよいでしょうか。

Ａ１ アスペルガー症候群（アスペルガー障害）が疑われる子どもを持つ保護者は、自分の子

どもが普通の子どもとは様子が違うとは認識するものの、障害があるとはほとんどの場合思

わないものです。

受診を勧めるに当たっては、これまで築いてきた信頼関係をもとに、保護者と子どもの問

題についてできる限り共通認識をもち、なるべく早期に受診を勧め、子どもの持つ障害に対

する理解を深めて適切な支援をしていくことが必要です。

受診を勧めるに当たっては、学校関係者（管理職、担任、養護教諭、特別支援教育コー

ディネーターなど）が協議の上、保護者に不安を与えないように組織的に対応することが大

切です。

また、必要に応じて特別支援学校、発達障害者支援センター、児童相談所、市町村などの

専門機関と連携して、対応していくことも考えられます。

Ｑ２ 発達障害のある子どもが教室でパニック状態（教室でさわぐ、あばれるなど）に陥っ

た場合、どのように対応したらよいのでしょうか。

Ａ２ まず、対応に当たる教員があわてないようにする必要があります。ふとしたきっかけで

パニックに陥るのは、多くは広汎性発達障害を持つ子どもです。その場合、わがままで騒ぎ

を起こしている訳ではなく、また、慰めることで容易に治まる訳ではありません。混乱が最

小限となるよう、周囲の子どもを静止した上、多くの言葉かけに頼らず、少し静観するか、

別室誘導するなどの方法があります。あるいは、本人が落ち着きやすい場所を教室内に準備

しておくのが有効なこともあります。例えば、最後列に机を用意し、落ち着きを取り戻すた

めの写真をそこに置いておくなどの方法があります。

また、別室誘導については、原則として事前に本人や保護者ともよく話し合い、懲戒等で

はなく、本人の支援のために行うものであるとの共通理解のもとに行うことも大切です。

パニックの背景は、苦手な音などへの知覚過敏、周囲の子どもからのからかい、不適応が

続いた結果としての被害感など様々です。それらに対する普段からの支援がパニックの回数

を減らす上で重要となります。保健室がパニック回復の場である場合、養護教諭がパニック

に至る背景をうまく聴取するのが良いでしょう。さらに、パニックから早く回復する工夫

（鎮静化の方法）を本人と考えることができれば試みましょう。

なお、同じクラスの子どもたちの理解を得るために、子どもの障害を説明するかどうかに

資料編 発達障害に関するＱ＆Ａ
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ついては、本人や保護者の意向を尊重しつつ、個々のケースに応じて判断する必要がありま

す。

Ｑ３ 保護者や本人の了解を得て、相談者等が直接主治医と面談等をするときの留意点を教

えてください。

Ａ３ 主治医と面談等をする際に留意すべきこととして、まず、個人情報の扱いに関すること

が挙げられます。

医療は重要な個人情報を扱う特殊な領域であることを十分念頭に置く必要があります。医

師は医療情報の扱いには慎重ですが、メンタルヘルスの領域では特に慎重になります。その

ため、保護者及び本人の了解を得て行うことが原則です。いきなり電話で医療情報（診断名

など）を尋ねると回答を拒否されることになります（相手の身元の確認ができないため）。

治療を受けている子どもを継続的に支援するには、学校と医療機関との連携が必要になり

ます。その際、多くの子どもたちとともに過ごす学校という教育現場を主治医に理解しても

らう必要があります。学校でできる医療的支援には限界がある一方、学校でしかできない教

育的支援を行うことができます。また、保護者と学校が良い協力関係を築けるような方向性

を医療機関と連携して歩むことが、子どもの支援にとっても肝要です。できれば、学校教育

に理解のある医療機関を確保し、いざという時にスムーズな連携が図れるようにすると良い

でしょう。

医療機関との連携は今後の重要な課題です。医療機関との連携の基礎は、相互の立場を理

解することであり、信頼関係は一つ一つのケースを通じて互いに築いてゆくものです。

Ｑ４ 高等学校で初めて発達障害と診断された子どもに対して、どのように対応して社会適

応させて行ったらよいのでしょうか。

Ａ４ 診断を受けた時期によらず、学校での一貫した対応が重要です。そのためには、すべて

の教職員が発達障害に関する基礎知識を持ち、障害に対する共通理解をもとに校内連携を図

る必要があります。

発達障害の中でも、注意欠陥多動性障害（ADHD）の子どもの場合は、年齢が進むにつ

れ多動性が目立たなくなっていく傾向があります。また医療による対応が効果を上げること

も少なくないので、医師との十分な連携が必要です。高等学校まで障害に気付かれなかった

ケースの場合、学校での対応は、周囲の人が障害を知らない又は誤った理解等により生じた

二次的な障害を解消することが中心になる場合があります。この点は、アスペルガー症候群

などの広汎性発達障害や学習障害（LD）の場合も同様です。

学習障害（LD）の場合は、理解が困難な教科の学習について、”本人の努力不足”と誤解す

ることなく、必要な学習支援を見出すことが大切です。
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不適応が続くと、周囲に対して被害感を持つ子どもが少なくありません。これは、その後

の社会適応にとって不利な状況を生みます。たとえ卒業まで間がない時期に診断された場合

でも、周囲の理解を得てクラスメートや教職員と安心した時間を過ごすことは大きな意味が

あります。

ただし、本人の混乱や被害感があまりに強い場合は、周りの子どもとの距離を取り、本人

が安心して学習できる場を確保する方がよいこともあります。

また、支援のための校内組織は、進学や就労に当たり、必要に応じた移行支援をする上で

も重要です。就労については、地域のハローワークと連携して支援を行うこともよいでしょ

う。

資料編 発達障害に関するＱ＆Ａ
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資料―４ 子どもの心のケアのために―PTSDの理解とその予防―（保護者用）
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資料編 子どもの心のケアのために―PTSDの理解とその予防―

８７



「児童生徒の心身の健康問題に対応するための指導」調査研究団報告書

（フィンランド団）より抜粋

（平成１７年度 教員研修センター事業）

調査研究結果のまとめ

１ はじめに

日本では、いじめや不登校等、子どもの心身の健康問題は多様化している。さらに、近年で

は、自然災害のみならず、学校内外における事件事故の発生、児童虐待の増加等により、それ

に伴う子どもの心のケアが重要な健康問題となっており、適切な対応が求められている。

このような状況のなか、子どもの心身の健康問題への対応の充実を図るため、子どもの心の

ケアへの組織的な取組が進んでいるフィンランドにおいて調査研究を行った（派遣者：養護教

諭等）。

ここでは、調査研究結果と分析を基に、日本の子どもたちに何が生かせるかの観点に立っ

て、心身の健康問題への解決に向けて、子どもへの支援方法、教職員の役割や連携の進め方、

組織づくり等について、調査研究計画を踏まえて考察してみたい。

２ フィンランドにおける子どもの心身の健康状況と課題

� 心身の健康状況

� 不登校

フィンランドでは、日本で大きな問題となっている不登校は少ないため、あまり問題と

なっていない。その背景には、学校で教育を受けることは子どもの権利であり、子どもに

学習する環境を提供することは大人の義務であるという考え方が基本にある。

フィンランドでは、学習の遅れている子どもの支援を徹底させていることが、不登校が

起こりにくい要因の一つになっていることが推察された。

� いじめ

フィンランドでは、精神的ないじめが増加傾向にあり問題となっている。しかし、いじ

めが原因で不登校になる子どもは小学生段階ではほとんど見られない。フィンランドの南

部全域の児童生徒支援チームを対象に行った２００５年の調査では、１０～１５％の子どもがいじ

めを体験しているという結果が出ている。

いじめの対応については、児童生徒支援チームが果たしている役割は大きい。移民の多

い国であるフィンランドにおいては、いじめや差別を防止することに力を入れており、移

民法によりその権利が保障されているとともに、手厚い保護が受けられるようになってい

る。

� メンタルヘルス

思春期の女子に起こりやすい摂食障害、ヒステリー性疾患、子どものうつ病などが増加

傾向にある。

資料―５
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� 生活習慣に関連した問題

肥満が増加傾向にあることや睡眠不足など生活習慣の乱れが見られている。

� 児童虐待

フィンランドにおいても、子どもの虐待は頻発している現状がある。親のアルコール依存

症が多いことも、要因の一つとなっている。

虐待の対応は、主にファミリーカウンセラー（市の社会福祉課）が対応する。早期発見と

疑いの段階での通報義務があるのは日本と同じである。

� 発達障害

学習に集中できない子どもの問題が上位になっていることから、学習障害児等も含まれて

いることが予想されるが、詳細については十分な回答が得られなかった。

発達障害への対応は、障害の程度により発達障害（アスペルガー障害や自閉症等）の子ど

もだけを集めた特別学級で学ぶ場合と普通学級で学ぶ場合とがある。対応する指導者（特別

学級支援教諭、補助教員等）の数は多い。

� PTSDの予防およびケア

視察校では、PTSDが予想される場合などについては、学校サイコロジストから市の社会

福祉課に連絡され、スタッフが家庭訪問をするなどして対応していた。予防的な措置として

は、学級で話し合いをすることや学校サイコロジストが学級指導をするなどの対応をしてい

る。

� フィンランドの南部全域における「児童生徒支援チーム」を対象とした調査結果

２００５年９月に行われたフィンランド南部の学校を対象に「児童生徒支援チーム」が対応し

た問題について調査した結果。

� 学習成績の低下、学習態度の問題 ９０％

� 特別な支援への対応 ８０％

� いじめ ６０％

次に学校生活において集中ができない、喫煙、薬物乱用、精神不安、不登校、校内暴力、

盗難、家庭内暴力の順になっている。校内暴力については、警察が介入することもある。

フィンランドにおいても、身体的には問題はないが、心に悩みがあり支援を必要とする子

どもが増えている。子どもの精神疾患が増加傾向にあることなどは、日本と同様な傾向が見

られた。
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� 課題

現場で対応している教員の精神的問題のサポートが必要であることや健全な学校の運営に

対して、保護者の満足度が低くなっていること、財政難により人員確保が難しくなっている

ことなどが挙げられていた。

３ フィンランドにおける子どもの心身の健康問題への対応

� 「児童生徒福祉」について

義務教育法（kaki.perusopetuslain muuttamisesta）における支援教育（Erityisopetus）

のなかに「児童生徒福祉」について「児童生徒は無料で児童生徒福祉を受ける権利がある。

児童生徒福祉とは、健全な学習環境、精神的・身体的な健康、社会福祉的に適切な配慮が受

けられること。」と規定されている。詳細については、フィンランド全国教育委員会が定め

ている「基礎教育用全国コア・カリキュラム」において、教育体系の一部として「児童生徒

福祉」の目的及び「児童生徒福祉」と学校、家庭間の協力の基本原則について明記されてい

る。

� 「児童生徒福祉」の歴史的背景と法的位置付け

「児童生徒福祉」の歴史は、約１００年前から始まった。フィンランドの特徴の一つは移民が

多く多国籍の子どもが集まっているということである。移民を受け入れ始めた当時は貧困が

あり、保健衛生の状態もよくなかったことから、子どもたちの健康を守るために、栄養のバ

ランスが取れた食事の提供や衛生的な環境を整備することに努めてきた。現在では、一日に

一度は必ず栄養バランスの取れた温かい給食が摂れるようになっている。

１９５０年代からいじめなどの精神的な問題への支援が始まり、２００３年からは法の改正によ

り、どの地域においても「児童生徒福祉」の実施が義務化された。それに伴い、「児童生徒

支援チーム」の設置がどの学校にも義務付けられた。

� 「児童生徒支援チーム」について

� 構成メンバー

校長、学校サイコロジスト、パブリック・ヘルス・ナース、学校ケースワーカー、特別

学級支援教諭、学習アドバイザー、担任、必要に応じて学校医、保護者等

� 主なメンバーの役割

ア 校長：チームのリーダーとして話し合いの決定権をもつ。

イ 学習アドバイザー（中学校・高等学校）：進路指導の専門家で、中学校、高等学校に

配置されている。学習アドバイザーを養成する大学の課程を終了して資格を取得してい

る。

ウ パブリック・ヘルス・ナース：保健部局に所属し、主な職務内容は健康診断、保健指

導、救急処置、貧血検査などの臨床医学的活動、医療機関との連携などである。
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エ 学校サイコロジスト：教育委員会に所属しており、医療機関への紹介をはじめとし

て、児童精神科医の役割に類した診断的見立てを主に行っている。

オ 学校ケースワーカー（小学校・中学校）：教育委員会に所属しており、日常的な学校

生活に関する諸問題の相談、地域の社会福祉機関との連携、個別（保護者を含む）相談

などを行っている。

カ 特別学級支援教諭：特別な支援を必要とする子どもの指導のための研修を受けて資格

を取得している。対象とする子どもは、虐待、非行（暴力、薬物等）、発達障害など広

範囲に及んでいる。

キ その他：担任、保護者、子ども等が必要に応じて出席する。

� 学校・家庭・地域の関係機関等との連携について

「基礎教育用全国コア・カリキュラム」（フィンランド国家教育委員会、２００４）において、

学校と家庭間の協力については、「教育課程のなかに地方自治体の社会健康サービスを推進

する担当部署と協力して、行わなければならない」ことが規定されており、学校・家庭・地

域の関係機関等との連携は重要視されて行われている。

また、「子どもの育成には両親および保護者が第一義的責任を負うこと、学校は、家庭的

任務を支援し、学校社会の一員として子どもの教育と指導に責任を負うこと」などについて

も明記されている。

視察校では、家庭との連携については、年に一度すべての子どもと保護者との面談を実施

し、問題の早期発見に努めており、ファミリーカウンセラーの支援が必要な場合は学校が連

絡をとっている。医療機関との連携については、医師の診察が必要な場合は、病院までは、

職員が必ず付き添い、授業に影響する場合は校長か副校長が同行する。保護者の希望で、同

伴を断られる場合がまれにあるが、その場合は、医師や保護者から結果の報告を受け、連携

を図っていた。

４ 児童生徒支援チーム制度から学ぶ

フィンランドの「児童生徒福祉」の考え方や「児童生徒支援チーム」の対応の進め方等にお

いて、日本の子どもの心のケアに何が生かせるかの観点に立って考えてみたい。

フィンランドの「子どもの心のケア」への対応において、「児童生徒支援チーム」が果たし

ている役割は大きい。特徴的なところは、�子どもの支援に当たっては組織的に対応すること

が法律で義務付けられていること、�校長がリーダーとなって組織されていること、�週１回

の会合が義務付けられており、問題の早期発見に努めていること、�児童生徒支援チームが、

子どもたちのすべての問題に対応している、�構成メンバーの役割分担が明確である、�連携

において、学校・家庭・地域の関係機関等の役割分担が明確である、�問題のある子どものみ

ならず、年に１～２回すべての子どもについて話し合いを持っている等が挙げられる。

日本でもいじめや不登校等の子どもの心身の健康問題については、組織的に対応していくこ

資料編 「児童生徒の心身の健康問題に対応するための指導」調査研究団報告書（フィンランド団）より抜粋
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とが以前から求められているが、組織が機能していない学校も見られる現状がある。組織の活

動をより円滑に機能させるためには、校長のリーダーシップは欠かせないことであり、報告を

受けるだけではなく、メンバーとして組織に参加する必要がある。さらに、会議の定例化を図

り、子どもの情報を共有し問題の早期発見に努めることが必要である。

これらのことは、複雑・多様化した子どもの心身の健康問題の解決のために、基本的な対応

であると考える。

また、日本では、子どもの個々の問題への対応については、生徒指導委員会、教育相談部

会、就学指導委員会、進路指導委員会、特別支援委員会、いじめ対策委員会等が別々に組織さ

れているが、これらの組織間の情報の共有化を図り効果的な連携が図れるようにする必要があ

る。

５ 子どもの心身の健康問題への対応に向けた養護教諭の役割について

フィンランドにおける「児童生徒支援チーム」の関係者のそれぞれの役割を、日本において

は、養護教諭がその多くの部分を担っていることが明らかになった。そのため、養護教諭は、

複雑・多様化した子どもの心身の健康問題の解決に向けて、それらの役割を十分果たせるよう

に、専門職としてより一層の研鑽を積むことが必要である。さらに、管理職、教職員、保護

者、学校医、医療機関等の役割分担も明確にしながら効果的な連携を推進していく必要があ

る。また、効果的な連携の推進に当たり、フィンランドの「児童生徒支援チーム」のような機

能を持つ組織体制づくりをするために、積極的に働きかけていくことが必要と考える。
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１８文科初第７１１号

平成１８年１０月１９日

各都道府県教育委員会教育長

各指定都市教育委員会教育長 殿

各 都 道 府 県 知 事

附属学校を置く各国立大学法人学長

文部科学省初等中等教育局長

銭 谷 眞 美

（印影印刷）

いじめの問題への取組の徹底について（通知）

いじめにより児童生徒が自らその命を絶つという痛ましい事件が相次いで発生していることは、極

めて遺憾であります。児童生徒が自らの命を絶つということは、理由の如何を問わずあってはなら

ず、深刻に受け止めているところであります。

これらの事件では、子どもを守るべき学校・教職員の認識や対応に問題がある例や、自殺という最

悪の事態に至った後の教育委員会の対応が不適切であった例が見られ、保護者をはじめ国民の信頼を

著しく損なっています。

いじめは、決して許されないことであり、また、どの子どもにも、どの学校でも起こり得るもので

もあります。現にいま、いじめに苦しんでいる子どもたちのため、また、今回のような事件を二度と

繰り返さないためにも、学校教育に携わるすべての関係者一人ひとりが、改めてこの問題の重大性を

認識し、いじめの兆候をいち早く把握して、迅速に対応する必要があります。また、いじめの問題が

生じたときは、その問題を隠さず、学校・教育委員会と家庭・地域が連携して、対処していくべきも

のと考えます。

ついては、各学校及び教育委員会におかれては、別添「いじめの問題への取組についてのチェック

ポイント」等も参考としつつ、いま一度総点検を実施するとともに、下記の事項に特にご留意の上、

いじめへの取組について、更なる徹底を図るようお願いします。

なお、都道府県・指定都市教育委員会にあっては所管の学校及び域内の市区町村教育委員会等に対

して、都道府県知事にあっては所轄の私立学校に対して、この趣旨について周知を図るとともに、適

切な対応がなされるよう御指導をお願いします。

記

１ いじめの早期発見・早期対応について

資料―６ いじめの問題への取組の徹底について

資料編 いじめの問題への取組の徹底について
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� いじめは、「どの学校でも、どの子にも起こり得る」問題であることを十分認識すること。

日頃から、児童生徒等が発する危険信号を見逃さないようにして、いじめの早期発見に努める

こと。

スクールカウンセラーの活用などにより、学校等における相談機能を充実し、児童生徒の悩み

を積極的に受け止めることができるような体制を整備すること。

� いじめが生じた際には、学級担任等の特定の教員が抱え込むことなく、学校全体で組織的に対

応することが重要であること。学校内においては、校長のリーダーシップの下、教職員間の緊密

な情報交換や共通理解を図り、一致協力して対応する体制で臨むこと。

� 事実関係の究明に当たっては、当事者だけでなく、保護者や友人関係等からの情報収集等を通

じ、事実関係の把握を正確かつ迅速に行う必要があること。

なお、把握した児童生徒等の個人情報については、その取扱いに十分留意すること。

� いじめの問題については、学校のみで解決することに固執してはならないこと。学校において

いじめを把握した場合には、速やかに保護者及び教育委員会に報告し、適切な連携を図ること。

保護者等からの訴えを受けた場合には、まず謙虚に耳を傾け、その上で、関係者全員で取組む姿

勢が重要であること。

� 学校におけるいじめへの対処方針、指導計画等の情報については、日頃より、家庭や地域へ積

極的に公表し、保護者や地域住民の理解を得るよう努めること。

実際にいじめが生じた際には、個人情報の取扱いに留意しつつ、正確な情報提供を行うことに

より、保護者や地域住民の信頼を確保することが重要であり、事実を隠蔽するような対応は許さ

れないこと。

２ いじめを許さない学校づくりについて

� 「いじめは人間として絶対に許されない」との意識を、学校教育全体を通じて、児童生徒一人

一人に徹底すること。特に、いじめる児童生徒に対しては、出席停止等の措置も含め、毅然とし

た指導が必要であること。

また、いじめられている児童生徒については、学校が徹底して守り通すという姿勢を日頃から

示すことが重要であること。

� いじめを許さない学校づくり、学級（ホームルーム）づくりを進める上では、児童生徒一人一

人を大切にする教職員の意識や、日常的な態度が重要であること。

特に、教職員の言動が児童生徒に大きな影響力を持つことを十分認識し、いやしくも、教職員

自身が児童生徒を傷つけたり、他の児童生徒によるいじめを助長したりすることがないようにす

ること。

� いじめが解決したと見られる場合でも、教職員の気づかないところで陰湿ないじめが続いてい

ることも少なくないことを認識し、そのときの指導により解決したと即断することなく、継続し

て十分な注意を払い、折に触れて必要な指導を行うこと。
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別 添

３ 教育委員会による支援について

教育委員会において、日頃から、学校の実情把握に努め、学校や保護者からいじめの訴えがあった

場合には、当該学校への支援や当該保護者への対応に万全を期すこと。

「いじめの問題への取組についてのチェックポイント」

〈趣旨〉

このチェックポイントは、いじめの問題に関する学校及び教育委員会の取組の充実のために、具体

的に点検すべき項目を参考例として示したものである。

各学校・教育委員会においては、このチェックポイントを参照しつつ、それぞれの実情に応じて適

切な点検項目を作成して、点検・評価を行うことが望ましい。

なお、「いじめ」の定義については、一般的には、「�自分より弱いものに対して一方的に、�身体

的・心理的な攻撃を継続的に加え、�相手が深刻な苦痛を感じているもの」とされているが、個々の

行為がいじめに当たるか否かの判断は、表面的・形式的に行うことなく、いじめられた児童生徒の立

場に立って行うことに留意する必要がある。

〈チェックポイント〉

� 学 校

（指導体制）

� いじめの問題の重大性を全教職員が認識し、校長を中心に一致協力体制を確立して実践に当

たっているか。

� いじめの態様や特質、原因・背景、具体的な指導上の留意点などについて職員会議などの場で

取り上げ、教職員間の共通理解を図っているか。

� いじめの問題について、特定の教員が抱え込んだり、事実を隠したりすることなく、学校全体

で対応する体制が確立しているか。

（教育指導）

� お互いを思いやり、尊重し、生命や人権を大切にする指導等の充実に努めているか。特に、

「いじめは人間として許されない」との強い認識に立って指導に当たっているか。

� 学校全体として、校長をはじめ各教師がそれぞれの指導場面においていじめの問題に関する指

導の機会を設け、積極的に指導を行うよう努めているか。

� 道徳や学級（ホームルーム）活動の時間にいじめにかかわる問題を取り上げ、指導が行われて

資料編 いじめの問題への取組の徹底について
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いるか。

� 学級活動や児童生徒会活動などにおいて、いじめの問題とのかかわりで適切な指導助言が行わ

れているか。

� 児童生徒に幅広い生活体験を積ませたり、社会性のかん養や豊かな情操を培う活動の積極的な

推進を図っているか。

	 教職員の言動が、児童生徒を傷つけたり、他の児童生徒によるいじめを助長したりすることの

ないよう、細心の注意を払っているか。


 いじめを行う児童生徒に対しては、特別の指導計画による指導のほか、さらに出席停止や警察

との連携による措置も含め、毅然とした対応を行うこととしているか。

� いじめられる児童生徒に対し、心のケアやさまざまな弾力的措置など、いじめから守り通すた

めの対応を行っているか。

� いじめが解決したと見られる場合でも、継続して十分な注意を払い、折に触れ必要な指導を

行っているか。

（早期発見・早期対応）


 教師は、日常の教育活動を通じ、教師と児童生徒、児童生徒間の好ましい人間関係の醸成に努

めているか。

� 児童生徒の生活実態について、たとえば聞取り調査や質問紙調査を行うなど、きめ細かく把握

に努めているか。

� いじめの把握に当たっては、スクールカウンセラーや養護教諭など学校内の専門家との連携に

努めているか。

� 児童生徒が発する危険信号を見逃さず、その一つ一つに的確に対応しているか。

� いじめについて訴えなどがあったときは、問題を軽視することなく、保護者や友人関係等から

の情報収集等を通じて事実関係の把握を正確かつ迅速に行い、事実を隠蔽することなく、的確に

対応しているか。

� いじめの問題解決のため、教育委員会との連絡を密にするとともに、必要に応じ、教育セン

ター、児童相談所、警察等の地域の関係機関と連携協力を行っているか。

� 校内に児童生徒の悩みや要望を積極的に受け止めることができるような教育相談の体制が整備

されているか。また、それは、適切に機能しているか。

� 学校における教育相談について、保護者にも十分理解され、保護者の悩みに応えることができ

る体制になっているか。

� 教育相談の実施に当たっては、必要に応じて教育センターなどの専門機関との連携が図られて

いるか。教育センター、人権相談所、児童相談所等学校以外の相談窓口について、周知や広報の

徹底が行われているか。
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� 児童生徒等の個人情報の取扱いについて、ガイドライン等に基づき適切に取り扱われている

か。

（家庭・地域社会との連携）

� 学校におけるいじめへの対処方針や指導計画等を公表し、保護者や地域住民の理解を得るよう

努めているか。

� 家庭や地域に対して、いじめの問題の重要性の認識を広めるとともに、家庭訪問や学校通信な

どを通じて、家庭との緊密な連携協力を図っているか。

� いじめが起きた場合、学校として、家庭との連携を密にし、一致協力してその解決に当たって

いるか。いじめの問題について、学校のみで解決することに固執しているような状況はないか。

� PTAや地域の関係団体等とともに、いじめの問題について協議する機会を設け、いじめの根

絶に向けて地域ぐるみの対策を進めているか。

� 教育委員会

（学校の取組の支援等・点検）

� 管下の学校等に対し、いじめの問題に関する教育委員会の指導の方針などを明らかにし、積極

的な指導を行っているか。

� 管下の学校におけるいじめの問題の状況について、学校訪問や調査の実施などを通じて実態の

的確な把握に努めているか。

� 学校や保護者等からいじめの報告があったときは、その実情の把握を迅速に行うとともに、事

実を隠蔽することなく、学校への支援や保護者等への対応を適切に行っているか。

� 各学校のニーズに応じ、研修講師やスクールカウンセラー等の派遣など、適切な支援を行って

いるか。

� いじめの問題について指導上困難な課題を抱える学校に対して、指導主事や教育センターの専

門家の派遣などによる重点的な指導、助言、援助を行っているか。

� 深刻ないじめを行う児童生徒に対しては、出席停止を命ずることもできるよう、必要な体制の

整備が図られているか。

� いじめられる児童生徒については、必要があれば、就学校の指定の変更や区域外就学など弾力

的な措置を講じることとしているか。

� 関連の通知などの資料がどう活用されたか、その趣旨がどう周知・徹底されたのかなど、学校

の取組状況を点検し、必要な指導、助言を行っているか。

（教員研修）

	 教育委員会として、いじめの問題に留意した教員の研修を積極的に実施しているか。

資料編 いじめの問題への取組の徹底について
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 研修内容・方法について、様々な分野から講師を招いたり、講義形式のみに偏らないようにす

るなどの工夫を行っているか。

� いじめの問題に関する指導の充実のための教師用手引書などを作成・配布しているか。

（組織体制・教育相談）

� 教育委員会に、学校からの相談はもとより、保護者からの相談も直接受けとめることのできる

ような教育相談体制が整備されているか。また、それは、利用しやすいものとするため、相談担

当者に適切な人材を配置するなど運用に配慮がなされ、適切に機能しているか。


 教育相談の利用について関係者に広く周知を図っているか。また、教育センター、人権相談

所、児童相談所等学校以外の相談窓口について、児童生徒、保護者、教師に対し周知徹底が図ら

れているか。

� 教育相談の内容に応じ、学校とも連絡・協力して指導に当たるなど、継続的な事後指導を適切

に行っているか。

� 教育相談の実施に当たっては、必要に応じて、医療機関などの専門機関との連携が図られてい

るか。

（家庭・地域との連携）

� 学校とPTA、地域の関係団体等がいじめの問題について協議する機会を設け、いじめの根絶

に向けて地域ぐるみの対策を推進しているか。

� いじめの問題への取組の重要性の認識を広め、家庭や地域の取組を推進するための啓発・広報

活動を積極的に行っているか。

� 教育委員会は、いじめの問題の解決のために、関係部局・機関と適切な連携協力を図っている

か。
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発達障害者支援法

（平成十六年十二月十日法律第百六十七号）

最終改正年月日：平成一八年六月二一日法律第八〇号

第一章 総則（第一条―第四条）

第二章 児童の発達障害の早期発見及び発達障害者の支援のための施策（第五条―第十三条）

第三章 発達障害者支援センター等（第十四条―第十九条）

第四章 補則（第二十条―第二十五条）

附 則

第一章 総則

（目的）

第一条

この法律は、発達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障害の症

状の発現後できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要であることにかんがみ、発達障害を早期

に発見し、発達支援を行うことに関する国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、学校教

育における発達障害者への支援、発達障害者の就労の支援、発達障害者支援センターの指定等につい

て定めることにより、発達障害者の自立及び社会参加に資するようその生活全般にわたる支援を図

り、もってその福祉の増進に寄与することを目的とする。

（定義）

第二条

この法律において「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習

障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において

発現するものとして政令で定めるものをいう。

２ この法律において「発達障害者」とは、発達障害を有するために日常生活又は社会生活に制限を

受ける者をいい、「発達障害児」とは、発達障害者のうち十八歳未満のものをいう。

３ この法律において「発達支援」とは、発達障害者に対し、その心理機能の適正な発達を支援し、

及び円滑な社会生活を促進するため行う発達障害の特性に対応した医療的、福祉的及び教育的援助

をいう。

（国及び地方公共団体の責務）

第三条
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国及び地方公共団体は、発達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発

達障害の症状の発現後できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要であることにかんがみ、発達

障害の早期発見のため必要な措置を講じるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、発達障害児に対し、発達障害の症状の発現後できるだけ早期に、その者

の状況に応じて適切に、就学前の発達支援、学校における発達支援その他の発達支援が行われると

ともに、発達障害者に対する就労、地域における生活等に関する支援及び発達障害者の家族に対す

る支援が行われるよう、必要な措置を講じるものとする。

３ 発達障害者の支援等の施策が講じられるに当たっては、発達障害者及び発達障害児の保護者（親

権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護するものをいう。以下同じ。）の意思が

できる限り尊重されなければならないものとする。

４ 国及び地方公共団体は、発達障害者の支援等の施策を講じるに当たっては、医療、保健、福祉、

教育及び労働に関する業務を担当する部局の相互の緊密な連携を確保するとともに、犯罪等により

発達障害者が被害を受けること等を防止するため、これらの部局と消費生活に関する業務を担当す

る部局その他の関係機関との必要な協力体制の整備を行うものとする。

（国民の責務）

第四条

国民は、発達障害者の福祉について理解を深めるとともに、社会連帯の理念に基づき、発達障害者

が社会経済活動に参加しようとする努力に対し、協力するように努めなければならない。

第二章 児童の発達障害の早期発見及び発達障害者の支援のための施策

（児童の発達障害の早期発見等）

第五条

市町村は、母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第十二条及び第十三条に規定する健康診査

を行うに当たり、発達障害の早期発見に十分留意しなければならない。

２ 市町村の教育委員会は、学校保健法（昭和三十三年法律第五十六号）第四条に規定する健康診断

を行うに当たり、発達障害の早期発見に十分留意しなければならない。

３ 市町村は、児童に発達障害の疑いがある場合には、適切に支援を行うため、当該児童についての

継続的な相談を行うよう努めるとともに、必要に応じ、当該児童が早期に医学的又は心理学的判定

を受けることができるよう、当該児童の保護者に対し、第十四条第一項の発達障害者支援セン

ター、第十九条の規定により都道府県が確保した医療機関その他の機関（次条第一項において「セ

ンター等」という。）を紹介し、又は助言を行うものとする。

４ 市町村は、前三項の措置を講じるに当たっては、当該措置の対象となる児童及び保護者の意思を
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尊重するとともに、必要な配慮をしなければならない。

５ 都道府県は、市町村の求めに応じ、児童の発達障害の早期発見に関する技術的事項についての指

導、助言その他の市町村に対する必要な技術的援助を行うものとする。

（早期の発達支援）

第六条

市町村は、発達障害児が早期の発達支援を受けることができるよう、発達障害児の保護者に対し、

その相談に応じ、センター等を紹介し、又は助言を行い、その他適切な措置を講じるものとする。

２ 前条第四項の規定は、前項の措置を講じる場合について準用する。

３ 都道府県は、発達障害児の早期の発達支援のために必要な体制の整備を行うとともに、発達障害

児に対して行われる発達支援の専門性を確保するため必要な措置を講じるものとする。

（保育）

第七条

市町村は、保育の実施に当たっては、発達障害児の健全な発達が他の児童と共に生活することを通

じて図られるよう適切な配慮をするものとする。

（教育）

第八条

国及び地方公共団体は、発達障害児（十八歳以上の発達障害者であって高等学校、中等教育学校、

盲学校、聾学校及び養護学校に在学する者を含む。）がその障害の状態に応じ、十分な教育を受けら

れるようにするため、適切な教育的支援、支援体制の整備その他必要な措置を講じるものとする。

２ 大学及び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配慮をするものとす

る。

（放課後児童健全育成事業の利用）

第九条

市町村は、放課後児童健全育成事業について、発達障害児の利用の機会の確保を図るため、適切な

配慮をするものとする。

（就労の支援）

第十条

都道府県は、発達障害者の就労を支援するため必要な体制の整備に努めるとともに、公共職業安定

所、地域障害者職業センター（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五年法律第百二十三号）
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第十九条第一項第三号の地域障害者職業センターをいう。）、障害者就業・生活支援センター（同法第

三十三条の指定を受けた者をいう。）、社会福祉協議会、教育委員会その他の関係機関及び民間団体相

互の連携を確保しつつ、発達障害者の特性に応じた適切な就労の機会の確保に努めなければならな

い。

２ 都道府県及び市町村は、必要に応じ、発達障害者が就労のための準備を適切に行えるようにする

ための支援が学校において行われるよう必要な措置を講じるものとする。

（地域での生活支援）

第十一条

市町村は、発達障害者が、その希望に応じて、地域において自立した生活を営むことができるよう

にするため、発達障害者に対し、社会生活への適応のために必要な訓練を受ける機会の確保、共同生

活を営むべき住居その他の地域において生活を営むべき住居の確保その他必要な支援に努めなければ

ならない。

（権利擁護）

第十二条

国及び地方公共団体は、発達障害者が、その発達障害のために差別されること等権利利益を害され

ることがないようにするため、権利擁護のために必要な支援を行うものとする。

（発達障害者の家族への支援）

第十三条

都道府県及び市町村は、発達障害児の保護者が適切な監護をすることができるようにすること等を

通じて発達障害者の福祉の増進に寄与するため、児童相談所等関係機関と連携を図りつつ、発達障害

者の家族に対し、相談及び助言その他の支援を適切に行うよう努めなければならない。

第三章 発達障害者支援センター等

（発達障害者支援センター等）

第十四条

都道府県知事は、次に掲げる業務を、社会福祉法人その他の政令で定める法人であって当該業務を

適正かつ確実に行うことができると認めて指定した者（以下「発達障害者支援センター」という。）

に行わせ、又は自ら行うことができる。

一 発達障害の早期発見、早期の発達支援等に資するよう、発達障害者及びその家族に対し、専門

的に、その相談に応じ、又は助言を行うこと。
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二 発達障害者に対し、専門的な発達支援及び就労の支援を行うこと。

三 医療、保健、福祉、教育等に関する業務（次号において「医療等の業務」という。）を行う関

係機関及び民間団体並びにこれに従事する者に対し発達障害についての情報提供及び研修を行う

こと。

四 発達障害に関して、医療等の業務を行う関係機関及び民間団体との連絡調整を行うこと。

五 前各号に掲げる業務に附帯する業務

２ 前項の規定による指定は、当該指定を受けようとする者の申請により行う。

（秘密保持義務）

第十五条

発達障害者支援センターの役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、職務上知ることのでき

た個人の秘密を漏らしてはならない。

（報告の徴収等）

第十六条

都道府県知事は、発達障害者支援センターの第十四条第一項に規定する業務の適正な運営を確保す

るため必要があると認めるときは、当該発達障害者支援センターに対し、その業務の状況に関し必要

な報告を求め、又はその職員に、当該発達障害者支援センターの事業所若しくは事務所に立ち入り、

その業務の状況に関し必要な調査若しくは質問をさせることができる。

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があるときは、これを提示しなければならない。

３ 第一項の規定による立入調査及び質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。

（改善命令）

第十七条

都道府県知事は、発達障害者支援センターの第十四条第一項に規定する業務の適正な運営を確保す

るため必要があると認めるときは、当該発達障害支援センターに対し、その改善のために必要な措置

をとるべきことを命ずることができる。

（指定の取消し）

第十八条

都道府県知事は、発達障害者支援センターが第十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚

偽の報告をし、若しくは同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に
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対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした場合において、その業務の状況の把握に著しい支障が

生じたとき、又は発達障害者支援センターが前条の規定による命令に違反したときは、その指定を取

り消すことができる。

（専門的な医療機関の確保等）

第十九条

都道府県は、専門的に発達障害の診断及び発達支援を行うことができると認める病院又は診療所を

確保しなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、前項の医療機関の相互協力を推進するとともに、同項の医療機関に対

し、発達障害者の発達支援等に関する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。

第四章 補則

（民間団体への支援）

第二十条

国及び地方公共団体は、発達障害者を支援するために行う民間団体の活動の活性化を図るよう配慮

するものとする。

（国民に対する普及及び啓発）

第二十一条

国及び地方公共団体は、発達障害に関する国民の理解を深めるため、必要な広報その他の啓発活動

を行うものとする。

（医療又は保健の業務に従事する者に対する知識の普及及び啓発）

第二十二条

国及び地方公共団体は、医療又は保健の業務に従事する者に対し、発達障害の発見のため必要な知

識の普及及び啓発に努めなければならない。

（専門的知識を有する人材の確保等）

第二十三条

国及び地方公共団体は、発達障害者に対する支援を適切に行うことができるよう、医療、保健、福

祉、教育等に関する業務に従事する職員について、発達障害に関する専門的知識を有する人材を確保

するよう努めるとともに、発達障害に対する理解を深め、及び専門性を高めるため研修等必要な措置

を講じるものとする。

１０４



（調査研究）

第二十四条

国は、発達障害者の実態の把握に努めるとともに、発達障害の原因の究明、発達障害の診断及び治

療、発達支援の方法等に関する必要な調査研究を行うものとする。

（大都市等の特例）

第二十五条

この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、地方自治法（昭和二

十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）にお

いては、政令で定めるところにより、指定都市が処理するものとする。この場合においては、この法

律中都道府県に関する規定は、指定都市に関する規定として指定都市に適用があるものとする。

附則

（施行期日）

１ この法律は、平成十七年四月一日から施行する。

（見直し）

２ 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を

加え、その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。

附則 （平成一八年六月二一日法律第八〇号） 抄

（施行期日）

第一条

この法律は、平成十九年四月一日から施行する。

（罰則に関する経過措置）

第十条

この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
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発達障害者支援法施行令

（平成十七年四月一日政令第百五十号）

内閣は、発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号）第二条第一項、第十四条第一項及び第

二十五条の規定に基づき、この政令を制定する。

（発達障害の定義）

第一条

発達障害者支援法（以下「法」という。）第二条第一項の政令で定める障害は、脳機能の障害であっ

てその症状が通常低年齢において発現するもののうち、言語の障害、協調運動の障害その他厚生労働

省令で定める障害とする。

（法第十四条第一項の政令で定める法人）

第二条

法第十四条第一項の政令で定める法人は、発達障害者の福祉の増進を目的として設立された民法

（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の法人、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第

二十二条に規定する社会福祉法人又は特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に

規定する特定非営利活動法人とする。

（大都市等の特例）

第三条

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定

都市」という。）において、法第二十五条の規定により、指定都市が処理する事務については、地方

自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百七十四条の三十六の二に定めるところによる。

附則 抄

（施行期日）

第一条

この政令は、公布の日から施行する。

資料―８ 発達障害者支援法施行令
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発達障害者支援法施行規則

（平成十七年四月一日厚生労働省令第八十一号）

発達障害者支援法施行令（平成十七年政令第百五十号）第一条の規定に基づき、発達障害者支援法

施行規則を次のように定める。

発達障害者支援法施行令第一条の厚生労働省令で定める障害は、心理的発達の障害並びに行動及び

情緒の障害（自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、

言語の障害及び協調運動の障害を除く。）とする。

附則

この省令は、公布に日から施行する。

資料―９ 発達障害者支援法施行規則
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１７文科初第２１１号

平成１７年４月１日

各 都 道 府 県 知 事

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長
殿

各 国 公 私 立 大 学 長

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 長

独立行政法人国立特殊教育総合研究所理事長

文部科学省初等中等教育局長 銭 谷 眞 美

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 長 石 川 明

文部科学省スポーツ・青少年局長 素 川 富 司

発達障害のある児童生徒等への支援について（通知）

「発達障害者支援法」（平成１６年法律第１６７号）、「発達障害者支援法施行令」（平成１７年政令第１５０号）

及び「発達障害者支援法施行規則」（平成１７年厚生労働省令第８１号）の趣旨及び概要については、「発

達障害者支援法の施行について」（平成１７年４月１日付け文科初第１６号・厚生労働省発障第０４０１００８号）

をもってお知らせしました。

本法の施行に伴い、教育の部分について、留意すべき事項については下記のとおりですので、十分

に御了知の上、適切に対処下さるようお願いします。

また、都道府県知事及び都道府県教育委員会におかれては、域内の区市町村教育委員会、所管の学

校への周知に努めていただきますようお願いいたします。

記

第１ 発達障害について

１ 対象となる障害

本法における発達障害とは、脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するも

ののうち、ICD―１０（疾病及び関連保健問題の国際統計分類）における「心理的発達の障害（F８０

―８９）」及び「小児〈児童〉期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害（F９０―９８）」に含ま

れる障害であるが、これらは、基本的に、従来から、盲・聾・養護学校、特殊学級若しくは通級

による指導の対象となっているもの、又は小学校及び中学校（以下「小学校等」という。）の通

常の学級に在籍する学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、高機能自閉症及びアスペ

ルガー症候群（以下「LD等」という。）の児童生徒に対する支援体制整備の対象とされているも

資料―１０ 発達障害のある児童生徒への支援について（通知）
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のであること。

２ 発達障害の早期発見

市町村教育委員会は、学校保健法（昭和３３年法律第５６号）第４条に規定する健康診断を行うに

当たり、発達障害の早期発見に十分留意するとともに、発達障害の疑いのある者に対し、継続的

に相談を行い、必要に応じ、早期に医学的又は心理的判断がなされるよう、また、就学後に適切

な教育的支援を受けられるよう必要な措置をとること。

なお、その際には、関係部局や関係機関との緊密な連携の下、必要に応じ、専門家等の協力を

得ること。

第２ 発達障害のある児童生徒等への支援について

１ 学校における発達障害のある幼児児童生徒への支援

� 文部科学省としては、平成１９年度までを目途に、全ての小学校等の通常の学級に在籍する

LD等を含む障害のある児童生徒に対する適切な教育的支援のための支援体制を整備すること

を目指し、各都道府県への委嘱事業を通じ、次のような取組を進めることとしていること。ま

た、平成１７年度においては、幼稚園及び高等学校についても、一貫した支援体制の整備を推進

するため、同様の取組を進めていること。

なお、教育委員会及び学校において支援体制を整備する際には、平成１６年１月に文部科学省

が作成した「小・中学校におけるLD（学習障害），ADHD（注意欠陥／多動性障害），高機能自

閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」を参考にされたい。

� 教育委員会における専門家チームの設置及び巡回相談の実施

都道府県及び指定都市教育委員会において、LD等か否かの判断や望ましい教育的対応に

ついて、専門的な意見等を小学校等に提示する専門家チームを設置すること。また、小学校

等を巡回して教員等に指導内容や方法に関する指導や助言を行う巡回相談を実施すること。

� 小学校等における校内の体制整備

小学校等においては、校長のリーダーシップの下、全校的な支援体制を確立するため、

LD等の実態把握や支援方策の検討等を行う校内委員会を設置するとともに、関係機関との

連絡調整や保護者の連絡窓口、校内委員会の推進役としてのコーディネーター的な役割を担

う教員（以下「特別支援教育コーディネーター」という。）を指名し、これらを校務分掌に

明確に位置付けること。

� 小学校等における「個別の指導計画」及び「個別の教育支援計画」の作成

小学校等においては、必要に応じ、児童生徒一人一人のニーズに応じた指導目標や内容、

方法等を示した「個別の指導計画」及び関係機関の連携による乳幼児期から学校卒業後まで

一貫した支援を行うための教育的支援の目標や内容等を盛り込んだ「個別の教育支援計画」

の作成を進めること。

� 盲・聾・養護学校、小学校等の特殊学級及び通級による指導においては、自閉症の幼児児童

資料編 発達障害のある児童生徒への支援について（通知）
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生徒に対する適切な指導の推進を図ること。その際には、「個別の指導計画」及び「個別の教

育支援計画」の作成を進めること。

２ 就労の支援

都道府県及び教育委員会は、必要に応じ、発達障害者が就労のための準備を適切に行えるよう

にするための支援が学校において行われるよう必要な措置を講じること。

３ 発達障害のある児童生徒等の権利擁護

教育委員会及び学校においては、個人情報が漏洩したり差別的な取り扱いがなされたりするこ

とがないよう発達障害のある児童生徒等の権利擁護に十分配慮して、適切な教育的支援、支援体

制の整備等を行うとともに、保護者及び児童生徒等に対して、発達障害に関する理解を深めるた

め、必要な普及啓発を行うこと。

４ 関係部局の連携

LD等の幼児児童生徒の支援体制の整備に当たっては、都道府県及び教育委員会においては、

学校と地域の関係機関との連携協力による支援体制の整備を推進するため、広域又は地域の特別

支援連携協議会の設置を通じ、医療、保健、福祉、労働等の関係部局とのネットワークを構築す

ること。

５ 大学及び高等専門学校における教育上の配慮

発達障害のある学生に対し、障害の状態に応じて、例えば、試験を受ける環境等についての配

慮や、これらの学生の学生生活や進路等についての相談に適切に対応する等の配慮を行うこと。

第３ 発達障害に関する専門性の向上について

１ 教員の専門性の向上

� 大学における教員養成について、盲・聾・養護学校、小学校等並びに幼稚園及び高等学校の

教員養成課程において、発達障害に関する内容も含めて取扱うこととするよう、その充実に努

めること。

� 各都道府県教育委員会においては、平成１９年度までを目途に、すべての小学校等において特

別支援教育コーディネーターの指名がなされるよう、研修を計画的に実施する必要があるこ

と。併せて、小学校等の教員に対して、発達障害に関する普及啓発を行うとともに、指導力の

向上を図るための研修を実施すること。

その際、独立行政法人国立特殊教育総合研究所においては、各都道府県において特別支援教

育コーディネーター養成又はLD等の指導について指導的な役割を果たす教育委員会の指導主

事や教員を養成するための研修を実施していること、また、平成１７年度からは、新たに各都道

府県における自閉症の幼児児童生徒の教育に指導的な役割を果たす教育委員会の指導主事や教

員を対象に「自閉症教育推進指導者講習会」を実施することとしていることに留意されたい。

２ 発達障害に関する調査研究

独立行政法人国立特殊教育総合研究所においては、発達障害に関する主な研究として、次に掲
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げる研究を実施しており、その成果をまとめているため、活用されたいこと。

� 「小・中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導に関する研究」（平成１５年度

～１７年度）

小・中学校に在籍するLD等の特別な支援を必要とする児童生徒に対する指導内容や方法の

在り方について研究を実施していること。その成果として「LD・ADHD・高機能自閉症の子

どもの指導ガイド」が平成１７年３月に作成されたこと。

� 「養護学校における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的支援に関する研

究」（平成１５年度～１７年度）

知的障害養護学校における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の増加に伴い、自閉症を併せ有

する幼児児童生徒の特性に応じた指導内容や指導法について研究を実施していること。その成

果として「自閉症教育実践ガイドブック」が平成１６年６月に作成されたこと。

� 「軽度知的障害学生に対する高等教育機関等における支援体制に関する研究」（平成１４年度～

１６年度）

高等教育機関における、知的障害や学習障害等のある学生の学習困難の状態や実際の支援内

容・方法について、その状況を明らかにするとともに、適切な支援内容・方法の在り方につい

て検討したこと。その成果として「発達障害のある学生支援ガイドブック」が平成１７年３月に

作成されたこと。

（【本件連絡先】略）

資料編 発達障害のある児童生徒への支援について（通知）
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学校教育法（抜粋）

第六章 特別支援教育

第七十一条 特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身

体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施

すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授け

ることを目的とする。

第七十一条の二 特別支援学校においては、文部科学大臣の定めるところにより、前条に規定する者

に対する教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとする。

第七十一条の三 特別支援学校においては、第七十一条の目的を実現するための教育を行うほか、幼

稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、第七十五条第一項に規定する

児童、生徒又は幼児の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努めるものとする。

第七十一条の四 第七十一条に規定する視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病

弱者の障害の程度は、政令で、これを定める。

第七十五条 小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び幼稚園においては、次項各号のいずれか

に該当する児童、生徒及び幼児その他教育上特別の支援を必要とする児童、生徒及び幼児に対し、

文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を

行うものとする。

� 小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれかに該当する児童及び生

徒のために、特別支援学級を置くことができる。

一 知的障害者

二 肢体不自由者

三 身体虚弱者

四 弱視者

五 難聴者

六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの

資料―１１ 学校教育法（抜粋）
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学校教育法施行規則（抜粋）

第七十三条の二十一

小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において、次の各号の一に該当する児童又は生

徒（特殊学級の児童及び生徒を除く。）のうち当該心身の故障に応じた特別の指導を行う必要がある

ものを教育する場合には、文部科学大臣が別に定めるところにより、第二十四条第一項、第二十四条

の二及び第二十五条の規定並びに第五十三条から第五十四条の二までの規定にかかわらず、特別の教

育課程によることができる。

一 言語障害者

二 自閉症者

三 情緒障害者

四 弱視者

五 難聴者

六 学習障害者

七 注意欠陥多動性障害者

八 その他心身に故障のある者で、本項の規定により特別の教育課程による教育を行うことが適当

なもの

資料―１２ 学校教育法施行規則（抜粋）
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＜現　　　行＞ 

第５号　その他心身に故障のある者
で、本項の規定により特別
の教育課程による教育を行
うことが適当なもの 

第１号　言語障害者 

第２号　情緒障害者 

第４号　難聴者 

第３号　弱視者 

自閉症等 

選択性かん黙等 

＜改 正 後＞ 

第８号　その他心身に故障のある者
で、本項の規定により特別
の教育課程による教育を行
うことが適当なもの 

第１号　言語障害者 

第２号　自閉症者 

第３号　情緒障害者 
　　　　　選択性かん黙等 

第５号　難聴者 

第６号　学習障害者 

第７号　注意欠陥多動性障害者 

第４号　弱視者 

資料―１３ 学校教育法施行規則の一部を改正する省令について

学校教育法施行規則の一部を改正する省令について

文部科学省

１．改正の趣旨

中央教育審議会「特別支援教育を推進するための制度の在り方について（答申）」（平成１７年１２月８日）の

提言を踏まえ、LD（学習障害）及びADHD（注意欠陥多動性障害）の児童生徒を通級による指導（※）の

対象とすること等により、障害のある児童生徒に対する教育の充実を図る。

�
�
�
�
�
�

※ 「通級による指導」とは、小中学校の通常の学級に在籍する比較的軽度の障害のある児童生徒に

対し、その障害の状態に応じ、週に１回～８回程行われる特別の指導を指す。現在、３８，７３８名の児

童生徒が利用している。（平成１７年５月１日現在）

�
�
�
�
�
�

２．改正の概要

学校教育法施行規則第７３条の２１においては、通級による指導の対象となる者について、第１号から第５号

までにおいて列記している。

今般、LD及びADHDの児童生徒を通級による指導の対象とするため、それぞれ各号に位置づけることと

する。

あわせて、現行の第２号では「情緒障害者」と規定し、�自閉症等及び�選択性かん黙等の者を対象とし

てきたが、これらは障害の原因や指導法が異なることから、「情緒障害者」の分類を整理し、「自閉症等」の

者を独立の号として規定することとする。

３．施行日

平成１８年４月１日
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1.86（％） 
（約20万人） 

特 別 支 援 教 育 の 対 象 の 概 念 図 
〔義務教育段階〕 

義務教育段階の全児童生徒数　1,086万人 

盲・聾・養護学校 

視覚障害 
聴覚障害 
知的障害 
 

肢体不自由 
病弱・身体虚弱 

視覚障害 
聴覚障害 
知的障害 
肢体不自由 

病弱・身体虚弱 
言語障害 
情緒障害 

視覚障害 
聴覚障害 
肢体不自由 
病弱・身体虚弱 
言語障害 

自閉症 
情緒障害 
学習障害（LD） 
注意欠陥多動性障害（ADHD） 

※1　この数値は、平成14年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された回答
に基づくものであり、医師の診断によるものでない。 

（※1を除く数値は平成18年5月1日現在） 

小学校・中学校 

特殊学級 

通級による指導 

通常の学級 

LD・ADHD・高機能自閉症等 
 

6.3％程度の在籍率※1 

（約68万人） 

0.52（％） 
（約5万6千人） 

1.86（％） 
（約20万人） 

0.96（％） 
（約10万5千人） 

0.38（％） 
（約4万1千人） 

軽 

重 

障
害
の
程
度 

資料―１４ 特別支援教育の対象の概念図
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自殺対策基本法

（平成十八年六月二十一日法律第八十五号）

第一章 総則（第一条―第十条）

第二章 基本的施策（第十一条―第十九条）

第三章 自殺総合対策会議（第二十条・第二十一条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移していることにか

んがみ、自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするととも

に、自殺対策の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止

を図り、あわせて自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持っ

て暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第二条 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみとらえられるべきものではなく、その背景に

様々な社会的な要員があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならない。

２ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、単に精神

保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければならない。

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自殺が未遂に

終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなければならない。

４ 自殺対策は、国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校、自殺の防止等に関する活動を行う民

間の団体その他の関係する者の相互の密接な連携の下に実施されなければならない。

（国の責務）

第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対策を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域の状

況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（事業主の責務）

第五条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇用する労働

者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
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（国民の責務）

第六条 国民は、自殺対策の重要性に対する関心と理解を深めるよう努めるものとする。

（名誉及び生活の平穏への配慮）

第七条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び

生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければならな

い。

（施策の大綱）

第八条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対策の大綱を定

めなければならない。

（法制上の措置等）

第九条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講

じなければならない。

（年次報告）

第十条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概要及び政府が講じた自殺対策の実施の状況

に関する報告書を提出しなければならない。

第二章 基本的施策

（調査研究の推進等）

第十一条 国及び地方公共団体は、自殺の防止等に関し、調査研究を推進し、並びに情報の収集、整

理、分析及び提供を行うものとする。

２ 国は、前項の施策の効果的かつ効率的な実施に資するための体制の整備を行うものとする。

（国民の理解の増進）

第十二条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺の防止等に関する国民の理

解を深めるよう必要な施策を講ずるものとする。

（人材の確保等）

第十三条 国及び地方公共団体は、自殺の防止等に関する人材の確保、養成及び資質の向上に必要な

施策を講ずるものとする。

（心の健康の保持に係る体制の整備）

第十四条 国及び地方公共団体は、職場、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係る体制の

整備に必要な施策を講ずるものとする。

（医療提供体制の整備）

第十五条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺のおそれがあ

る者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する者が精神保健に関して

学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」という。）の診療を受けやすい環境の整
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備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精神科医との

適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保等必要な施策を講ずるも

のとする。

（自殺発生回避のための体制の整備等）

第十六条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その他の自殺の

発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を講ずるものとする。

（自殺未遂者に対する支援）

第十七条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未遂者に対す

る適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。

（自殺者の親族等に対する支援）

第十八条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼす深刻

な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等に対する適切な支援を行うために必要な施策を講ずる

ものとする。

（民間団体の活動に対する支援）

第十九条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止等に関する活動を支援するために必

要な施策を講ずるものとする。

第三章 自殺総合対策会議

（設置及び所掌事務）

第二十条 内閣府に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）を置く。

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 第八条の大綱の案を作成すること。

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺対策の実施

を推進すること。

（組織等）

第二十一条 会議は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、内閣官房長官をもって充てる。

３ 委員は、内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者をもって充てる。

４ 会議に、幹事を置く。

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。
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附則

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。
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児童虐待の防止等に関する法律

（平成十二年五月二十四日法律第八十二号）

最終改正年月日：平成一八年六月七日法律第五三号

（目的）

第一条

この法律は、児童虐待が児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響

を与えるとともに、我が国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼすことにかんがみ、児童に対す

る虐待の禁止、児童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の

責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援のための措置等を定めることにより、児童虐待の

防止等に関する施策を促進することを目的とする。

（児童虐待の定義）

第二条

この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童

を現に監護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童（十八歳に満たない者をいう。以下同

じ。）について行う次に掲げる行為をいう。

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。

二 児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以外の同居人に

よる前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の保護者としての監護を著しく怠る

こと。

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における配偶者に対す

る暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）

の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有

害な影響を及ぼす言動をいう。）その他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

（児童に対する虐待の禁止）

第三条

何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。
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（国及び地方公共団体の責務等）

第四条

国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適切な児童虐待を受けた児童の保

護及び自立の支援（児童虐待を受けた後十八歳となった者に対する自立の支援を含む。第三項及び次

条第二項において同じ。）並びに児童虐待を行った保護者に対する親子の再統合の促進への配慮その

他の児童虐待を受けた児童が良好な家庭的環境で生活するために必要な配慮をした適切な指導及び支

援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その

他児童虐待の防止等のために必要な体制の整備に努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機関の職員及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、

医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者が児童虐待を早期に発見し、その他

児童虐待の防止に寄与することができるよう、研修等必要な措置を講ずるものとする。

３ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援を専門的知識に基づき適切

に行うことができるよう、児童相談所等関係機関の職員、学校の教職員、児童福祉施設の職員その

他児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援の職務に携わる者の人材の確保及び資質の向上を図

るため、研修等必要な措置を講ずるものとする。

４ 国及び地方公共団体は、児童虐待の防止に資するため、児童の人権、児童虐待が児童に及ぼす影

響、児童虐待に係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動に努めなければならない。

５ 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期発見のための方策、児童虐待を受けた児童のケ

ア並びに児童虐待を行った保護者の指導及び支援のあり方、学校の教職員及び児童福祉施設の職員

が児童虐待の防止に果たすべき役割その他児童虐待の防止等のために必要な事項についての調査研

究及び検証を行うものとする。

６ 何人も、児童の健全な成長のために、良好な家庭的環境及び近隣社会の連帯が求められているこ

とに留意しなければならない。

（児童虐待の早期発見等）

第五条

学校、児童福祉施設、病院その他児童の福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉

施設の職員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を発見しや

すい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない。

２ 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の防止並びに児童虐待を受けた児童の保

護及び自立の支援に関する国及び地方公共団体の施策に協力するよう努めなければならない。

３ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、児童虐待の防止のための教育又は啓発に努

めなければならない。
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（児童虐待に係る通告）

第六条

児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、これを市町村、都道府県の設置する

福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しく

は児童相談所に通告しなければならない。

２ 前項の規定による通告は、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十五条の規定によ

る通告とみなして、同法の規定を適用する。

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、

第一項の規定による通告をする義務の遵守を妨げるものと解釈してはならない。

第七条

市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所が前条第一項の規定による通告を受けた場

合においては、当該通告を受けた市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所の所長、所

員その他の職員及び当該通告を仲介した児童委員は、その職務上知り得た事項であって当該通告をし

た者を特定させるものを漏らしてはならない。

第八条

市町村又は都道府県の設置する福祉事務所が第六条第一項の規定による通告を受けたときは、市町

村又は福祉事務所の長は、必要に応じ近隣住民、学校の教職員、児童福祉施設の職員その他の者の協

力を得つつ、当該児童との面会その他の手段により当該児童の安全の確認を行うよう努めるととも

に、必要に応じ児童福祉法第二十五条の七第一項第一号若しくは第二項第一号又は第二十五条の八第

一号の規定による児童相談所への送致を行うものとする。

２ 児童相談所が第六条第一項の規定による通告又は児童福祉法第二十五条の七第一項第一号若しく

は第二項第一号又は第二十五条の八第一号の規定による送致を受けたときは、児童相談所長は、必

要に応じ近隣住民、学校の教職員、児童福祉施設の職員その他の者の協力を得つつ、当該児童との

面会その他の手段により当該児童の安全の確認を行うよう努めるとともに、必要に応じ同法第三十

三条第一項の規定による一時保護を行うものとする。

３ 前二項の児童の安全の確認、児童相談所への送致又は一時保護を行う者は、速やかにこれを行う

よう努めなければならない。

（立入調査等）

第九条

都道府県知事は、児童虐待が行われているおそれがあると認めるときは、児童委員又は児童の福祉

に関する事務に従事する職員をして、児童の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさせる
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ことができる。この場合においては、その身分を証明する証票を携帯させなければならない。

２ 前項の規定による児童委員又は児童の福祉に関する事務に従事する職員の立入り及び調査又は質

問は、児童福祉法第二十九条の規定による児童委員又は児童の福祉に関する事務に従事する吏員の

立入り及び調査又は質問とみなして、同法第六十二条第四号の規定を適用する。

（警察署長に対する援助要請等）

第十条

児童相談所長は、第八条第二項の児童の安全の確認又は一時保護を行おうとする場合において、こ

れらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該児童の住所又は居所の所在地を管轄する警

察署長に対し援助を求めることができる。都道府県知事が、前条第一項の規定による立入り及び調査

又は質問をさせようとする場合についても、同様とする。

２ 児童相談所長又は都道府県知事は、児童の安全の確認及び安全の確保に万全を期する観点から、

必要に応じ適切に、前項の規定により警察署長に対し援助を求めなければならない。

３ 警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、児童の生命又は身体の安全

を確認し、又は確保するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に、同項の職務の執行

を援助するために必要な警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定め

るところによる措置を講じさせるよう努めなければならない。

（児童虐待を行った保護者に対する指導）

第十一条

児童虐待を行った保護者について児童福祉法第二十七条第一項第二号の規定により行われる指導

は、親子の再統合への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な家庭的環境で生活するために必要

な配慮の下に適切に行われなければならない。

２ 児童虐待を行った保護者について児童福祉法第二十七条第一項第二号の措置が採られた場合にお

いては、当該保護者は、同号の指導を受けなければならない。

３ 前項の場合において保護者が同項の指導を受けないときは、都道府県知事は、当該保護者に対

し、同項の指導を受けるよう勧告することができる。

（面会又は通信の制限等）

第十二条

児童虐待を受けた児童について児童福祉法第二十七条第一項第三号の措置（以下「施設入所等の措

置」という。）（同法第二十八条の規定によるものに限る。）が採られた場合においては、児童相談所

長又は同号に規定する施設の長は、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保護の観点から、当

該児童虐待を行った保護者について当該児童との面会又は通信を制限することができる。
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第十二条の二

児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置（児童福祉法第二十八条の規定によるものを除

く。）が採られた場合において、当該児童虐待を行った保護者が当該児童の引渡し又は当該児童との

面会若しくは通信を求め、かつ、これを認めた場合には再び児童虐待が行われ、又は児童虐待を受け

た児童の保護に支障をきたすと認めるときは、児童相談所長は、次項の報告を行うに至るまで、同法

第三十三条第一項の規定により児童に一時保護を行うことができる。

２ 児童相談所長は、前項の一時保護を行った場合には、速やかに、児童福祉法第二十六条第一項第

一号の規定に基づき、同法第二十八条の規定による施設入所等の措置を要する旨を都道府県知事に

報告しなければならない。

（児童福祉司等の意見の聴取）

第十三条

都道府県知事は、児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置が採られ、及び当該児童の保護

者について児童福祉法第二十七条第一項第二号の措置が採られた場合において、当該児童について採

られた施設入所等の措置を解除しようとするときは、当該児童の保護者について同号の指導を行うこ

ととされた児童福祉司等の意見を聴かなければならない。

（児童虐待を受けた児童等に対する支援）

第十三条の二

市町村は、児童福祉法第二十四条第三項の規定により保育所に入所する児童を選考する場合には、

児童虐待の防止に寄与するため、特別の支援を要する家庭の福祉に配慮をしなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童がその年齢及び能力に応じ充分な教育が受けられ

るようにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければならな

い。

３ 国及び地方公共団体は、居住の場所の確保、進学又は就業の支援その他の児童虐待を受けた者の

自立の支援のための施策を講じなければならない。

（略）

附則 抄

（施行期日）

第一条

この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
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ただし、附則第三条中児童福祉法第十一条第一項第五号の改正規定及び同法第十六条の二第二項第四

号の改正規定並びに附則第四条の規定は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令

で定める日から施行する。

（検討）

第二条

児童虐待の防止等のための制度については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行

状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。

附則 （平成一三年一二月一二日法律第一五三号） 抄

（略）

附則 （平成一六年四月一四日法律第三〇号） 抄

（施行期日）

第一条

この法律は、平成十六年十月一日から施行する。ただし、第二条の規定は児童福祉法の一部を改正

する法律（平成十六年法律第百五十三号）附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日から、附則第三

条の規定は同法の施行の日から施行する。

（検討）

第二条

児童虐待の防止等に関する制度に関しては、この法律の施行後三年以内に、児童の住所又は居所に

おける児童の安全の確認又は安全の確保を実効的に行うための方策、親権の喪失等の制度のあり方そ

の他必要な事項について、この法律による改正後の児童虐待の防止等に関する法律の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。
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資料―１８「心の健康つくりに関する調査」結果 索引

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の実態

問５� 養護教諭が必要と判断して直接支援した子どもがいた学校の有無（養護教諭）…１２

問４� 平成１６年度担任していたクラスにおいて、メンタルヘルスに関する問題で支

援した子どもの有無（担任）……………………………………………………………１３

問４� 平成１６年度担任したクラスにおいて、メンタルヘルスに関する問題で支援し

た子どもの人数及び担任１人平均の支援人数（担任）………………………………１３

問４�―１ 担任がメンタルヘルスに関する問題で支援した子どものなかで、医療機関の

受診や相談機関等を利用した子どもの有無（担任）…………………………………１４

問４�―１ メンタルヘルスに関する問題で、医療機関の受診や相談機関等の利用をした

子どもの内訳（担任）……………………………………………………………………１５

問５� 養護教諭が必要と判断して、直接支援した子どもの人数（養護教諭）

養護教諭が必要と判断して支援した、子どものメンタルヘルスに関する主な

問題とその人数 …………………………………………………………………………１６

問５� 養護教諭が担任や保護者等から相談依頼を受けて支援した子どもがいた学校

の有無（養護教諭）………………………………………………………………………１７

○養護教諭が支援した子どもの総人数とその内訳 …………………………………１７

○相談依頼者の内訳 ……………………………………………………………………１８

○「養護教諭がメンタルヘルスに関する問題で支援した子ども」１校平均の

支援人数 ………………………………………………………………………………１８

○スクールカウンセラー配置校 ………………………………………………………１９

問５� 養護教諭が支援した子どものうち、養護教諭が必要と判断し関係者と協議の

上、医療機関や相談機関等の受診等を勧めた子どもの人数（養護教諭）…………１９

○養護教諭が受診等を勧めた子どもがいた学校の割合 ……………………………１９

問５� 養護教諭が受診等を勧めた子どものうち、実際に受診等をした人数

（養護教諭）………………………………………………………………………………２０

問５� 受診等をしなかった主な理由（養護教諭）……………………………………………２１

問４� 学校医がメンタルヘルスに関する問題で支援した子どもがいた学校の有無

（学校医）…………………………………………………………………………………２２

問４� 学校医１人平均の支援人数（学校医）…………………………………………………２２

� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」への対応に当たっての組織体制及び地域の関

係機関との連携状況

問８� 子どものメンタルヘルスに関する校内組織の有無（養護教諭・担任）……………２３

○校内組織があるとの回答が、同一校の４人（担任３人・養護教諭１人）と
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も一致した学校 ………………………………………………………………………２３

問８�―２ 校内組織の活動状況（養護教諭・担任）………………………………………………２４

問６� 効果的な校内連携が図られた状態（担任）……………………………………………２４

問８�―２ 校内組織の会議の計画的な実施の有無（養護教諭） ………………………………２５

問８�―３ 事例検討会の実施の有無（養護教諭） ………………………………………………２５

問８�―１ 校内組織の会議の開催状況（養護教諭）………………………………………………２６

問８� 養護教諭の校内組織への位置付け（養護教諭）………………………………………２７

問８�―１ 校内組織の名称（養護教諭）……………………………………………………………２７

問６ メンタルヘルスに関する問題の解決のため、地域の関係機関等と連携した事

例の有無（養護教諭）……………………………………………………………………２８

問７ メンタルヘルスに関する問題で、校内及び関係機関等との連携は、全体的に

円滑に進められたか。（養護教諭）……………………………………………………２８

問４�―３ メンタルヘルスに関する問題で、関係機関等との連携は全体的に円滑に進め

られたか。（担任）………………………………………………………………………２９

問７�―１ 校内及び関係機関等との連携が円滑に進められなかった事例の有無

（養護教諭）………………………………………………………………………………２９

問７�―２ 連携が円滑に進められなかった事例の主な理由（養護教諭）………………………２９

問４�―４ 連携が円滑に進められなかった事例の有無（担任）…………………………………３０

問４�―４ 連携が円滑に進められなかった事例の主な理由（担任）……………………………３０

問９� 保健室登校・別室登校をした子どもがいた学校の有無（養護教諭）………………３１

○保健室登校・別室登校別の学校数 …………………………………………………３１

問９� 保健室登校・別室登校をした子どもの人数（養護教諭）……………………………３２

○養護教諭がかかわった保健室・別室登校の１校平均の子どもの人数 …………３２

問９� 保健室登校・別室登校への対応の問題点（養護教諭）………………………………３３

問９ 学校の内規などにより「保健室・別室登校を教室での受講と同一と見なす」

というような条件整備がされていたか。（高等学校養護教諭）……………………３４

問１０� スクールカウンセラーが担当した子どもについて、養護教諭との十分な情報

交換はなされていたか。（養護教諭）…………………………………………………３５

問１０� スクールカウンセラーとの連携について課題を感じたことがあったか。

（養護教諭）………………………………………………………………………………３５

○「課題の具体的な内容」（記述）……………………………………………………３５

問４� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の支援に当たっての課題（担任）……３６

� 課題の解決に向けて必要と考えられていること

問１１ 「子どものメンタルヘルスに関する問題」を解決するための連携の推進に当

たって現在特に必要と思うこと。（校内連携及び地域の関係機関等との連携）
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（養護教諭）………………………………………………………………………………３７

問６ 子どものメンタルヘルスに関する問題を解決するための連携の推進に当たっ

て現在特に必要と思うこと。（校内連携及び地域の関係機関等との連携）（担任）

……………………………………………………………………………………………３９

問１２ メンタルヘルスの対応に当たって、感じていることや困っていることがある

か。（記述）（養護教諭） ………………………………………………………………４１

問８ メンタルヘルスの対応に当たって、感じていることや困っていることがある

か。（記述）（担任）………………………………………………………………………４１

問４� 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の対応についての意見（記述）（学

校医） ……………………………………………………………………………………４１

問７ 養護教諭の役割について（担任）………………………………………………………４２

「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けての養護教諭の役割

に対する期待

問５ 「子どものメンタルヘルスに関する問題」の解決に向けて養護教諭、担任及

び管理職の役割としてどのようなことを期待するか。（学校医）…………………４３

問５� 養護教諭の役割（必要性の高いもの）（学校医）……………………………………４３

問５� 担任の役割（必要性の高いもの）（学校医）…………………………………………４４

問５� 管理職の役割（必要性の高いもの）（学校医）………………………………………４５

問４� 子どものメンタルヘルスに関する問題の解決に向けて学校に対して望むこと。

（学校医）…………………………………………………………………………………４６
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この報告書は、本会が文部科学省の補助金より実施している「学校保健センター事業」のう

ち、下記の委員会において作成した。

心の健康つくり推進委員会名簿

委 員 長 十 一 元 三 京都大学医学部保健学科教授

副委員長 松 野 智 子 十文字学園女子大学人間生活学部人間発達心理学科講師

委 員 小 笹 典 子 秋田県秋田市立泉中学校養護教諭

委 員 加 藤 和 代 鳥取県立白兎養護学校養護教諭

委 員 笹 原 和 子 福島県立磐城桜が丘高等学校養護教諭

委 員 佐 藤 一 也 岩手県立総合教育センター研修主事

委 員 中 津 忠 則 徳島赤十字病院小児科部長

委 員 松 木 冨美代 東京都立山崎高等学校養護教諭

委 員 三 村 孝 一�故 熊本県医療法人信和会城ケ崎病院長

委 員 山 崎 晃 資 目白大学人間福祉学科教授

委 員 湯 浅 喜美子 群馬県高崎市立大類小学校養護教諭

なお、本報告書の作成に当たり、文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課健康教育調

査官 釆女 智津江 のほか、下記の方々から多大のご援助とご助言をいただきました。

作 花 文 雄 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課長

鬼 頭 英 明 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課健康教育調査官

今 関 豊 一 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課教科調査官

岡 田 就 将 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課専門官

宮 崎 孝 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課専門官
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